


は し が き

財団 法人 資 産評価 システ ム研 究 セ ンターは、適切 な地域 政策 の樹立 に資す る

た め、地域 の 資産の状 況及 び その評価 の方法 に関す る調査研究 等 の事業 を実施す

る ことを 目的 と して昭和53年 に設立 され今年 度で第20期 目を迎 え ま した。

当評価 セ ンターにお け る調査 研究 は、資産評 価 の基 礎理論 及 び地方公共 団体等

にお け る資産 評価技 法の両 面 にわ た って、学 識経験 者及 び地 方 公共団体 等の 関係

者 を もって構 成す る土地 、家 屋、資 産評価 システム及 び償 却資 産 に各部 門 ごとの

研究 委員 会 に おいて行 われ てお りま したが 、本年 度 よ り、 これ らの委 員会 に加え

て固定資 産 の よ り基 本 的 な問 題 に焦 点 をあわせ て調査研 究を行 うため に 「固定資

産 評価 の基 本問 題 に関 す る研 究委 員会」 を発足 させ るとと もに、従 来の委 員会 に

つ きま して は、 発展的 な見 直 しを行 い、資 産 の特性 に応 じた よ り適 切 な評価 の あ

り方 につ いて調 査研究 をす す めて まい りま した。

本年 度 の土地研 究委 員会 の調査 テ ーマ は、(1)鉱 泉地 の評価 に関す る調査研

究 、(2)ゴ ル フ場の 評価 に関す る調査研究 、(3)建 築規 制 のあ る士地 の評価

に関す る調 査研究 、(4)市 街化 調整区域 内 の土地 の評価 に関す る調査研究 、

(5)大 規模 画地 の評価 に関す る調査研究 の5項 目であ ります。

この程 、 その 調査研究 の成 果 を とりま とめ、 ここに、公表 す る運 び とな りま し

たが、 この 機会 に熱心 に ご研 究、 ご審議 いた だ きま した委員 及 び専門員 に対 し、

心 か ら感謝 申 し上 げ ます。

なお、評 価 セ ンタ ーは、今 後 とも、所 期の 目的 にそ って 、事業 内容 の充 実及 び

地 方 公共団 体等 に役 立つ調 査研究 に努 力を いたす所 存で あ りますので、地 方公共

団体 を は じめ関 係団体 の皆 様 のなお一 層の ご指 導 、 ご援助 お願 い申 し上 げ ます。

最後 に この調 査研究 事業 は、(財)日 本船舶 振興 会(日 本 財団)の 補助 金 の交

付 を受 けて実施 した もので あ り、 改 めて深 く感 謝 の意を表す る もので あ ります 。

平成10年3月

財 団法人 資産 評価 システ ム研究 セ ンター

理事 長 湊 和 夫
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本 年 度 の調査 研 究 と 目的等

(1)土 地研 究委 員会 は、(財)資 産評 価 システ ム研 究 セ ン ター の委員 会 と して設 け ら

れ 、従来 か ら公 的 土地評価 相 互 の均衡 と適 正化 を図 る とともに 、公 的 土地評価 相 互

の 関連 、固定資 産税 にお け る土地 評価 の均衡 化 ・適 正化 を図 るた めの具 体的 方策 、

特 に地価 公示価 格 との 関係 、固定 資産税 の評 価水 準 の あ り方等 につ いて理論 的 、統

計 的 に調 査研 究 を行 うこ とを 目的 と して取 り組 ん で きた。

(2)昨 今 の 土地 を巡 る環 境 は大 き く変化 してき てお り、(財)資 産 評価 システ ム研 究

セ ン ターの研 究体制 を強 化 充実す る観 点 か ら、固定資 産税 の課 税 のた めの 固定資産

の評 価 の基本 的事 項 を 中心 として研 究す べ く、 「固 定資 産評 価 の基本 問題 に関す る

研 究委員 会」(略 称:基 本 問題研)が 設 け られ る こ とと され た。

(3)そ こで 、当研 究員 会 にお いて は基本 問題研 との整合 性 に も留意 して、土地 の特性

に応 じた具体 的 な評 価方 法 につ いて検 討す る こと と し、平成9年 度 にお い ては次 の

研 究項 目につ い て調 査研 究 を行 った。

-平 成9年 度 にお ける調 査研 究項 目-

①鉱 泉 地 の評価 につ いて

鉱 泉地 の評価 は、現行 の固定 資産 評価基 準 にお いて 、自治大 臣 が定 め る基本 価額

に温 泉地 指数 とゆ う出量 指数 とを乗 じて各 筆 の鉱 泉 地の評 価 額 を求 めてい る。

この うち基本 価額 につ い ては 、売 買実例 価額 を基 に算 出 して い るが、売買 実例 が

減 少 してお り、適正 な数値 を算 出す るの が困難 な状況 とな って きてい る。

また 、温泉地 指数 につ い ては 、全 国 の温泉 地 の うち6ヶ 所 は 自治 大 臣が定 め、そ

れ 以 外 は各都道府 県知事 が定 め る こ とと され てい る。 しか しな が ら、指数 を定 める

際 に客観 的 な景 況把 握 をす る こ とが 実務 的 に 困難 で あ る との指摘 もあ る。

これ らの こ とを踏 ま え、現 状 の把握 、現行 の評価 方法 の 見直 し等 につ いて調 査 ・

研 究 を行 うこ と とした。

② ゴル フ場 の評価 につ い て

ゴル フ場 の評価 につい て は、取得 価額 、近傍 の開発 山林 の時 価 、近 傍 の宅地 の評

価 額 のいず れ か を用 い て評 価額 を求 めてい るが 、現 行 の評価 方 法 の見直 し等 につい

て調査 ・研 究 を行 うこ とと した。

③ 建 築規 制 の ある土地 の評価 につ いて

都 市計画 法 、その他 法令 の規定 に よ り建 築規制 がかか る宅地 の評価 について調査 ・

研 究 を行 うこ とと した。

④ 市街 化 調整 区域 内 の土地 の評価 につい て

市街 化調整 区域 内 にあ る既存 宅 地 と制 限宅 地等 の評 価 上考 慮す べき格 差 等 につい

て調 査 ・研 究 を行 うこと と した。
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⑤ 大規模 画地 の評価 につ い て

大規模 な画 地 の評価 は、現行 の固 定資産 評価 基準 におい て、奥 行 が長 い こ とに よ

る価 格 の逓減 率 が示 され て い るが 、規 模 が大 きい こ とが鑑 定評価 上個別 的 な減価 要

因 とな る場合 があ る。この規模 に よる価 格 の格 差 につ いて調査 ・研 究 を行 うこ と と

した。

(4)具 体 的 な調 査研 究 の方法 と しで は、上 記 の研 究 項 目の うち① 、② につ い ては各 委

員及 び 自治省 か ら提 供 され た資料 を基 に、また③ か ら⑤ につ いて は(財)日 本 不 動

産研 究所 が調査 分析 を行 い 、その成 果 を基 に当研 究 委員 会 におい て議論 を行 っ た も

のであ る。
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鉱 泉 地 の 評 価 に 関 す る 調 査 研 究
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1鉱 泉地 の評 価 方法 に つい て

(1)鉱 泉 地 とは鉱 泉 ま た は温泉 の湧 きだ し口 と、そ の維持 に必要 な 土地 で あ る と定義

され てお り、全 国平 均 でみ る と1坪3.3㎡ く らい の土地 の 面積 が評価 単位 にな っ

てい る。鉱 泉地 の評価 方 法 は、基 本 価額 に温泉 地指 数 とゆ う出量 指数(わ き出 る温

泉 の温 度 に応 じて補 正 した1分 当た りの ゆ う出量 に よって適 用)を 連乗 して算 定す

る こ と とな ってい る。この基 本価 額 は、鉱 泉 地 の売買 実例 をも とに 自治 大 臣 が定 め

る こ と とされ てお り、現在 は360万 円 とな って い る。

ま た、温 泉地 指数 は温 泉 地 ご とに利用 状 況、施設 の良否等 に よって温 泉 地 の経済

的 社会 的 な地位 を指数 化 した もの で 、いわ ゆ る温 泉地 の格付 け と言 われ る もので 、

自治大 臣にお い て越 後 湯沢 温泉 の1.00の ほ か5つ の温 泉地 につ い て指数 を定 め

てお り、そ の他 の温 泉地 につ い ては各 都道 府 県知 事 が これ を定 める こ と とされ て い

る。

(2)基 本価 額 につ い ては 、これ まで評 価 替 えのつ ど改 定 して きた ところで あ り、平成

9年 度 の評 価替 えに当た って も全 国 か ら売 買実例 の報告 を求 めて検 討 を行 った とこ

ろで あ るが 、集 まっ た売 買実例 の件 数 が少 ない こ と、それ ぞれ の売 買 実例 の価格 の

開 きが大 きい こ と、取 引 の理 由 と して負 債整 理や 知 人間 の取 引 な ど、特 異 な売 買実

例 が 多い とい うこ とな どか ら、基 本価 額 の検 討資 料 と して十分 な もの とは言 えず結

果 として基本価 額 の改 定 を見送 らざる を得 な か った経緯 が あ る。

また、温 泉 地指数 につ いて も、自治 大 臣 が6つ の温 泉地 につい て指数 を定 めて い

るが 、別 府 温 泉 を除 き本 州 の 中部 に偏在 してい る とい う問題 が あ り、各 地方 団 体 か

らも温泉 地 指数 の主要 温 泉地 の数 を増や して欲 しい とい う要 望や 主要 温泉 地 の指数

につ い ては 、昭和39年 度 以来 ず っ と据 え置 かれ て お り、特 に越後 湯沢 温 泉 の指数

が1.00と され て い る こ とか ら、各都 道府 県 は温泉 地 の指数 を定 める にあ たっ て、

越 後湯 沢 よ り景況 が劣 る とい うこ とか ら、1.00を 下回 る温 泉地 指数 を採 用 す る

温 泉地 の数 が膨 らん で きて、温泉 地指 数 の 下方硬 直化 とい う現 象 が出 てい る状 況 が

あ る。加 えて 、各鉱 泉 地 の ゆ う出 量 の把握 が 困難 な状況 もあ り、現 行 の評価 方 法 を

簡 素化 す る方 向 での見 直 しが必 要 で はな いか とい う意 見が あ る。

(3)そ こで、当研 究委 員 会 では、鉱 泉地 の状 況 を調査 した資料 等 を基 に、問題 意識 の

共 有化 を図 る とともに、簡 素 化 の視 点 か らの評価 方法 の見 直 しにつ い て検討 す るも

ので あ る。
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2現 行の評価方法に対する地方 団体意見

現行の鉱泉地の評価方法について地方団体から寄せられた主な意見は次のとおりで あっ

た。

(基本価額について)

○ 現行 の基本価額は高す ぎると思われる。(青 森県)

○ 基本価額が、売買実例や実勢価額 との差が大きく納税者の理解が得られないので引

き下げて欲しい。(鹿 児 島県)

(温泉地指数 について)

○ 温 泉地 指数 の算定 につ い て、温 泉地 の景況 を把 握す る指 標 に は正確 性 の あ るものが

あま りない ため、 これ に代 わ る統 計数 値 によ る算 定 がで きない か。(山 梨 県)

○ 温泉 地 指数 につ いて は市町村 長 が 定 め るもの とし、併せ て 、そ の算 定 方 法 を具 体 的

に示 してい ただ きたい。(兵 庫 県)

○ 全 国 の基準 とな る温泉 地指 数 のポイ ン ト数 を各都 道府 県1ヶ 所 とす るよう 検 討 いた

だ きた い。(岡 山県 、熊本 県)

○ 温 泉地 指数 につ いて、評 価 基準 上示す 温 泉 を現行 よ り増や して ほ しい。

(山 口県 、大 分県)

○ 別表 第5に 掲 げ る温泉 地指数 の見 直 しをお願 い した い。(静 岡県 、大 分県)

○ 旧評 価基 準で 示 され ていた よ うな指 数算定 要 素 とその ウエ イ トを決 めて温泉 地指数

を算 定 で きるよ うな方法 の検 討 をお願 いし た い。(愛 媛 県 、大 分県)

(ゆ う出量指 数 につ いて)

○ ゆ う出 量の調 査時 期や調 査 方法 につ い て具体 的 に示 してい た だ きたい。

(群馬 県 、福 岡県)

(評 価方 法 につ いて)

○ 温泉 地 以外 の鉱 泉 地 につい て は、近傍 の 土地 に比 準 して価 格 を評 定す る こ とと して

も良い ので はない か。(東 京 都 、兵庫 県)

○ 評価 方 法、基本価 額 、及び 温泉 地指 数等 、いず れ につ いて も現行 の評 価 方法 で特 に

問題 は ない。(新 潟県 、長 野県 、 山 口県)
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○ 市 街地 に所 在す る クアハ ウスに あ る鉱 泉地 につい て は、鉱 泉地 と して の評価 を行 う

と、建 物 の敷地 で あ る宅地部 分 に比 べ 、著 し く価 格(単 価)が 低 くな る場 合 が あ る。

この よ うな場合 、当該 鉱 泉地 につ い て 、そ もそ も鉱 泉 地 と して評価 す べ きか ど うか。

(兵庫 県)

○ 事務 量 の割 に全 体か ら見 る と影 響 は小 さく、評 価 方法 を簡 素化 して欲 しい。

(岐阜 県)

-7-



3.温 泉地指数に関する調査結果

温泉地指数については、固 定資産評価基準別表第5に 定める温泉地(6温 泉地)以 外

については、各都道府県知事が温泉地の景況等を総合的に考慮して定めることとされて

い る 。

以下 の表 は、各都 道府 県 知事 が温 泉地 指数 を定 める際 に 、どの温泉 地 を基準 として 、

どの よ うな景況判 断要 素 を どれ だ けの ウエ イ ト付 けに よって行 ってい るか を調 査 した結

果 で ある。

都 道 府 県 北海道 青森県 岩手県 宮城県

指数算定上基準

となる温泉地
登別温泉 越後湯沢温泉 越後湯沢温泉 越後湯沢温泉

基準温泉地(括 弧内は代

表的な温泉地)
同上 浅虫温泉 繋温泉 (秋保湯元)

温泉地指数 1.80 0.76 0.89 0.84

ウェイト ウェイト ウェイト

年間宿泊人員数(人) 1,343,042 0.10 304,692 0.10 487,404 1,091,761 *

年間宿泊収容定員数(人) 3,222,585 0.10 988,420 0.10 1,197,930 0.20 2,240,370 *

年間平均利用率(%) 41.70 0.10 30.80 0.10 40.70 0.05 48.7 *

客室数(室) 2,304 0.10 574 0.10 636 1,148 *

温泉旅館従業員数(人) 1,179 0.10 397 0.10 629 0.10 1,724 *

平均宿泊料(円) 12,300 0.10 12,952 0.10 11,233 0.05 16,643 *

年間入湯件数(件) 1,333,257 0.10 298,236 0.10 491,182 0.20 906,170 *

料理飲食店数(軒) 47 0.10 35 16 52 *

温泉地域の宅地
1㎡ 当平均評価額(円)

25,589 0.10 43,542 0.10 28,487 23,997 *

温泉地域の家屋

1㎡ 当平均評価額(円)
113,640 0.10 48,482 0.10 125,682 121,597 *

芸妓等の数(人) 20 15 0 37 *

温泉旅館数(軒) 35 0.10

年間宿泊料総額(千 円) 5,474,976 0.20

標準宅地評価額(円) 44,100 0.20

宿泊定員(人)

温泉旅館用家屋総評価額

(千円)

宿泊料、 日帰温泉施設

利用料総額(千 円)

年間入湯税調定額(円)

その他

鉱泉地の地積(㎡) 13.00 3.30 16.52 3.00

鉱泉地の評価額(円) 6,480,000 957,600 8,010,000 18,144,000

温泉ゆ う出量(自 噴)

㍑/分
56.0

温泉 ゆ う出量(動 力)

㍑/分
116.0 157.0 475.0

温度(℃) 72.5 72.0 71.5 49.6

*印 に つ い て は(注1)参 照 の こ と

ウェイト
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都 道 府 県 秋田県 山形県 福島県 茨城県

指数算定上基準

となる温泉地
越後湯沢温泉 越後湯沢温泉 越後湯沢温泉 袋田温泉

基準温泉地(括 弧内は代

表的な温泉地)
(田沢湖高原) 上山温泉 (飯坂温泉) 同上

温泉地指数 0.75 1.19 1.30 0.64

ウェイト ウェイト ウェイト

年間宿泊人員数(人) 356,104 0.30 544,263 0.35 721,866 73,650

年間宿泊収容定員数(人) 1,536,650 0.10 1,852,740 2,972,560 244,185

年間平均利用率(%) 23.20 29.40 24.28 30.20

客室数(室) 190 0.10 985 125

温泉旅館従業員数(人) 563 0.15 934 0.05 770 110

平均宿泊料(円) 8,684 0.15 14,100 0.05 11,500 15,000

年間入湯件数(件) 399,967 0.15 601,040 0.40 721,866 72,356

料理飲食店数(軒) 15 0.05 57 0.05 89 50

温泉地域の宅地

1㎡ 当平均評価額(円)
14,624 53,015 55,515 5,188

温泉地域の家屋

1㎡ 当平均評価額(円)
41,776 80,554 49,656 46,562

芸妓等の数(人) 0 50 5

温泉旅館数(軒) 35 0.05

年間宿泊料総額(千 円)

標準宅地評価額(円)

宿泊定員(人) 5,076 0.05

温泉旅館用家屋総評価額

(千円)

宿泊料、 日帰温泉施設

利用料総額(千 円)

年間入湯税調定額(円)

その他

鉱泉地の地積(㎡) 15.00 3.30 3.30 13.10

鉱泉地の評価額(円) 24,300,000 25,704,000 9,360,000 4,173,162

温泉ゆう出量(自 噴)

㍑/分
736.0 180.0

温泉ゆう出量(動 力)

㍑/分
400.0 117.2

温度(℃) 48.0 63.0 69.5 41.0

(注2)参 照 の こ と (注3)参 照 の こ と
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都 道 府 県 栃木県 群馬県 神奈川県 新潟県

指数算定上基準

となる温泉地
塩原温泉 越後湯沢温泉 箱根湯元温泉 越後湯沢温泉

基準温泉地(括 弧内は代

表的な温泉地)
同上 伊香保温泉 同上 同上

温泉地指数 1.10 1.50 4.00 1.00

ウェイト ウェイト ウェイト ウェイト

年間宿泊人員数(人) 1,201,264 1/11 1,634,546 0.25 1,103,890 0.30 596,754 0.40

年間宿泊収容定員数(人) 3,837,245 3,809,140 0.25 2,468,075 0.20 1,714,405

年間平均利用率(%) 31.30 1/11 42.90 0.025 41.70 34.80 0.10

客室数(室) 2,179 1/11 2,272 1,430 987 0.10

温泉旅館従業員数(人) 1,519 1/11 1,576 1,000 752 0.05

平均宿泊料(円) 12,800 1/11 13,000 0.025 15,000 13,000 0.05

年間入湯件数(件) 1,264,135 1,639,911 1,266,508 0.30 669,499 0.25

料理飲食店数(軒) 67 1/11 76 83 85

温泉地域の宅地

1㎡ 当平均評価額(円)
39,531 1/11 54,597 126,496 0.20 138,063

温泉地域の家屋

1㎡ 当平均評価額(円)
74,585 81,811 55,753 120,755

芸妓等の数(人) 30 90 312 35 0.05

温泉旅館数(軒) 60 0.10

年間宿泊料総額(千 円)

標準宅地評価額(円)

宿泊定員(人)

温泉旅館用家屋総評価額

(千円)
16,249,921 1/11

宿泊料、 日帰温泉施設

利用料総額(千 円)
21,488,555 0.25

年間入湯税調定額(円)

その他 交通条件
車京からの
所要時間

0.10

鉱泉地の地積(㎡)
13
.30 3.30 3.30 3.31

鉱泉地の評価額(円) 41,580,000 48,600,000 36,000,000 32,400,000

温泉ゆう出量(自 噴)

㍑/分
990.0 600.0

温泉ゆう出量(動 力)
㍑/分

830.8 146.0

温度(℃) 47.0 37.9 78.6 63.0
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都 道 府 県 富山県 石川県 福井県 山梨県

指数算定上基準

となる温泉地
宇奈月温泉 越後湯沢温泉 芦原温泉 湯村温泉

基準温泉地(括 弧内は代

表的な温泉地)
同上 (山代温泉) 同上 同上

温泉地指数 0.70 2.18 1.40 1.00

ウェイト ウェイト

年間宿泊人員数(人) 403,150 * 1,396,182 * 1,082,800

ウェイト

263,000

ウェイト

◎

年間宿泊収容定員数(人) 1,461,825 * 3,599,265 * 3,311,280

年間平均利用率(%) 27.60 * 38.80 * 32.70 32.80 ◎

客室数(室) 754 * 1,817 * 1,333

温泉旅館従業員数(人) 918 * 3,000 * 2,500

平均宿泊料(円) 19,300 * 26,251 * 10,495 13,500

年間入湯件数(件) 460,152 * 1,376,673 * 957,543 162,333

料理飲食店数(軒) 20 * 250 * 76

温泉地域の宅地

1㎡ 当平均評価額(円)
123,334 * 45,143 * 127,900

温泉地域の家屋

1㎡ 当平均評価額(円)
77,446 * 85,616 * 99,739 45,317

芸妓等の数(人) 10 * 80 * 54

温泉旅館数(軒) 57 22 ◎

年間宿泊料総額(千 円) 11,363,986

標準宅地評価額(円)

宿泊定員(人) 9,072 2,200 ◎
温泉旅館用家屋総評価額

(千円)
24,710,028

宿泊料、 日帰温泉施設

利用料総額(千 円)

年間入湯税調定額(円) 143,631,000 24,349,000 ◎

その他

鉱泉地の地積(㎡) 非課税 6.61 0.82 3.30

鉱泉地の評価額(円) 90,252,000 2,600,580 3,600,000

温泉ゆう出量(自 噴)

㍑/分

温泉ゆう出量(動 力)

㍑/分
751.5 20.0 95.8

温度(℃) 62.0 72.0 43.8

*印 については(注1)参 照のこと*印 については(注1)参 照の こと ◎印については(注4)参 照の こと
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都 道 府 県 長野県 岐阜県 静岡県 三重県

指数算定上基準
となる温泉地

上諏訪温泉 下呂温泉 伊東温泉 湯ノ山 ・長島温泉

基準温泉地(括弧内は代表

的な温泉地)
同上 同上 同上 (熱海温泉) 湯 ノ山温泉

温泉地指数 1.80 1.30 3.00 5.00 0.60

ウェイト ウェイト ウェイト

年問宿泊人員数(人) 610,448 1/9 1,336,561 0.20 829,300 2,256,400 0.20 158,000 0.3

年間宿泊収容定員数(人) 1,757,475 1/9 3,361,893 0.20 2,871,090 7,861,370 0.20 660,650

年間平均利用率(%) 34.70 1/9 39.80 0.10 28.90 28.70 0.05 23.90

客室数(室) 1,420 1/9 1,983 0.10 2,526 4,704 402

温泉旅館従業員数(人) 828 1/9 2,150 0.10 2,675 4,401 0.10 324

平均宿泊料(円) 9,982 1/9 13,333 0.10 19,749 20,994 14,000

年間入湯件数(件) 642,316 1,440,187 1,490,201 2,591,311 0.10 200,000

料理飲食店数(軒) 144 1/9 50 0.10 504 469 9

温泉地域の宅地

1㎡ 当平均評価額(円)
140,365 1/9 85,413 163,697 0.10 352,392

温泉地域の家屋

1㎡ 当平均評価額(円)
113,222 1/9 83,468 70,771 60,257 0.05 29,433

芸妓等の数(人) 20 90 150 681 2

温泉旅館数(軒) 60 0.10 225 421 0.10

年間宿泊料総額(千 円) 2,212,000 0.4

標準宅地評価額(円)

宿泊定員(人)

温泉旅館用家屋総評価額

(千円)

宿泊料、日帰温泉施設

利用料総額(千 円)

年間入湯税調定額(円) 218,683,190 388,696,650 0.10

その他 土地自体の価値 0.3

鉱泉地の地積(㎡) 3.30 3.30 3.30 3.30 1.00

鉱泉地の評価額(円) 2,592,000 14,040,000 37,800,000 45,000,000 864,000

温泉ゆう出量(自 噴)
㍑/分

60.0

温泉ゆう出量(動 力)

㍑/分
18.4 174.0 250.0 133.0

温度(℃) 59.0 69.1 53.5 89.0 25.8

-12-

ウェイト

261,624



都 道 府 県 京都府 兵庫県 奈良県 和歌山県

指数算定上基準

となる温泉地
木津温泉 有馬温泉 上湯温泉 越後湯沢温泉

基準温泉地(括 弧内は代

表的な温泉地)
同上 同上 同上 白浜温泉

温泉地指数 0.35 1.10 0.10 1.50

ウェイト

年間宿泊人員数(人) 15,000 1,450,000 6,043

ウェイト

1,195,496

ウェイト

0.10

年間宿泊収容定員数(人) 68,620 2,285,265 29,200 2,704,285 0.10

年間平均利用率(%) 21.90 63.00 20.70 44.00 0.10

客室数(室) 38 1,312 19 1,835 0.10

温泉旅館従業員数(人) 40 2,380 8 1,745 0.10

平均宿泊料(円) 20,000 20,000 13,000 15,000 0.10

年間入湯件数(件) 12,731 857,813 6,043 1,432,574 0.10

料理飲食店数(軒) 3 56 0 200 0.10

温泉地域の宅地

1㎡ 当平均評価額(円)
14,467 116,571 2,394 102,664 0.10

温泉地域の家屋

1㎡ 当平均評価額(円)
57,564 72,351 19,423 83,213

芸妓等の数(人) 0 27 0 85

温泉旅館数(軒) 26 0.10

年間宿泊料総額(千 円)

標準宅地評価額(円)

宿泊定員(人)

温泉旅館用家屋総評価額

(千円)

宿泊料、 日帰温泉施設

利用料総額(千 円)

年間入湯税調定額(円)

その他

鉱泉地の地積(㎡) 19.00 6.61 6.25 19.83

鉱泉地の評価額(円) 19,530,000 1,188,000 101,000 56,700,000

温泉ゆう出量(自 噴)

㍑/分
206.0 13.6 560.0

温泉ゆう出量(動 力)

㍑/分
1400.0 6.4 68.0

温度(℃) 40.2 19.0 85.0 87.0
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都 道 府 県 京都府 兵庫県 奈良県 和歌山県

指数算定上基準

となる温泉地
木津温泉 有馬温泉 上湯温泉 越後湯沢温泉

基準温泉地(括 弧内は代

表的な温泉地)
同上 同上 同上 白浜温泉

温泉地指数 0.35 1.10 0.10 1.50

ウェイト ウェイト ウェイト

年間宿泊人員数(人) 15,000 1,450,000 6,043 1,195,496 0.10

年間宿泊収容定員数(人) 68,620 2,285,265 29,200 2,704,285 0.10

年間平均利用率(%) 21.90 63.0 20.70 44.00 0.10

客室数(室) 38 1,312 19 1,835 0.10

温泉旅館従業員数(人) 40 2,380 8 1,745 0.10

平均宿泊料(円) 20,000 20,000 13,000 15,000 0.10

年間入湯件数(件) 12,731 857,813 6,043 1,432,574 0.10

料理飲食店数(軒) 3 56 0 200 0.10

温泉地域の宅地

1㎡ 当平均評価額(円)
14,467 116,571 2,394 102,664 0.10

温泉地域の家屋

1㎡ 当平均評価額(円)
57,564 72,351 19,423 83,213

芸妓等の数(人) 0 27 0 85

温泉旅館数(軒) 26 0.10

年間宿泊料総額(千 円)

標準宅地評価額(円)

宿泊定員(人)

温泉旅館用家屋総評価額

(千円)

宿泊料 、日帰温泉施設

利用料総額(千 円)

年間入湯税調定額(円)

その他

鉱泉地の地積(㎡) 19.00 6.61 6.25 19.83

鉱泉地の評価額(円) 19,530,000 1,188,000 101,000 56,700,000

温泉 ゆ う出量(自 噴)

㍑/分
206.0 13.6 560.0

温泉ゆう出量(動 力)

㍑/分
1400.0 6.4 68.0

温度(℃) 40.2 19.0 85.0 87.0
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都 道 府 県 鳥取県 島根県 岡山県 広島県

指数算定上基準

となる温泉地
越後湯沢温泉 越後湯沢 ・皆生 越後湯沢温泉 湯来温泉

基準温泉地(括 弧内は代

表的な温泉地)
(皆生温泉) 玉造温泉 (湯郷温泉) 同上

温泉地指数 1.10 0.91 0.71 0.05

ウェイト ウェイト

年間宿泊人員数(人) 511,778 1/7 677,084 0.15 360,350 0.15 51,934

ウェイト

年間宿泊収容定員数(人) 1,780,470 1,149,750 0.10 164,615

年間平均利用率(%) 28.70 1/7 33.40 0.05 31.30 0.10 31.60

客室数(室) 1,050 1/7 1,139 0.07 695 0.10 111

温泉旅館従業員数(人) 1,013 1/7 1,005 0.04 708 0.10 85

平均宿泊料(円) 21,716 1/7 15,000 0.04 13,000 0.10 12000～15000

年間入湯件数(件) 613,255 1/7 609,107 0.15 360,350 0.20 225,899

料理飲食店数(軒) 43 27 0.04 47 6

温泉地域の宅地

1㎡ 当平均評価額(円)
79,863 74,205 0.07 69,425 0.15 14,701

温泉地域の家屋

1㎡ 当平均評価額(円)
65,773 74,927 0.08 13,170 27,980

芸妓等の数(人) 30 2 0.03 0 0

温泉旅館数(軒) 32 1/7 27 0.08

年間宿泊料総額(千 円)

標準宅地評価額(円)

宿泊定員(人) 5,550 0.10

温泉旅館用家屋総評価額

(千円)

宿泊料、 日帰温泉施設

利用料総額(千 円)

年間入湯税調定額(円)

その他 0.10

鉱泉地の地積(㎡) 3.30 0.64 43.00 20.00

鉱泉地の評価額(円) 13,860,000 2,293,200 6,390,000 1,260,000

温泉ゆう出量(自 噴)

㍑/分
185.5 37.6 20.0

温泉ゆう出量(動 力)

㍑/分
227.0 750.0

温度(℃) 82.3 70.8 41.0 29.5
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都 道 府 県 山 口県 愛媛県 福岡県 佐賀県

指数算定上基準

となる温泉地
越後湯沢温泉 福音寺温泉 伊東、越後湯沢 別府温泉

基準温泉地(括 弧内は代

表的な温泉地)
(湯田温泉) 同上 (原鶴温泉) (嬉野温泉)

温泉地指数 1.15 1.00 0.67 1.20

ウェイト ウェイト ウェイト ウェイト

年間宿泊人員数(人) 713,625 0.25 226,151 0.10 1,120,000

年間宿泊収容定員数(人) 1,981,950 0.15 1,041,345 2,157,880

年間平均利用率(%) 36.00 0.05 21.70 0.05 51.90

客室数(室) 1,665 0.10 617 0.10 1,311

温泉旅館従業員数(人) 726 0.05 444 0.10 1,399

平均宿泊料(円) 11,066 0.10 12,791 0.05 12,000

年間入湯件数(件) 411,943 0.10 360,744 0.10 841,338

料理飲食店数(軒) 307 0.05 43 0.10 168

温泉地域の宅地

1㎡ 当平均評価額(円)
92,588 0.10 36,080 0.15 72,278

温泉地域の家屋

1㎡ 当平均評価額(円)
88,038 43,992 49,479

芸妓等の数(人) 12 0.10 117

温泉旅館数(軒) 41 0.05 24 0.10

年間宿泊料総額(千 円)

標準宅地評価額(円)

宿泊定員(人)

温泉旅館用家屋総評価額

(千円)

宿泊料、 日帰温泉施設

利用料総額(千 円)

年間入湯税調定額(円) 43,344,000 0.05

その他 最高地価格

鉱泉地の地積(㎡) 66.08 3.30 3.30 3.30

鉱泉地の評価額(円) 10,350,000 1,080,000 2,412,000 3,213,612

温泉ゆ う出量(自 噴)

㍑/分
38.0

温泉ゆう出量(動 力)

㍑/分
300.0 70.0 340.0

温度(℃) 37.0 31.5 54.0 90.0

温泉街を形成する宿泊施設で
はないため単純比較できない

(注5)参 照 この と
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都 道 府 県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県

指数算定上基準

となる温泉地
越後湯沢温泉 越後湯沢温泉 別府温泉 人吉温泉

基準温泉地(括 弧内は代

表的な温泉地)
小浜温泉 人吉温泉 同上 青島温泉

温泉地指数 0.76 1.00 3.00 0.89

ウェイト ウェイト ウェイト

年間宿泊人員数(人) 289,306 0.10 114,445 950,360 210,352 0.10

年間宿泊収容定員数(人) 889,140 0.10 425,590 3,216,015 567,575 0.10

年間平均利用率(%) 33.00 0.10 26.90 29.55 37.06 0.10

客室数(室) 695 0.10 338 2,816 376 0.10

温泉旅館従業員数(人) 496 0.10 263 1,490 234 0.10

平均宿泊料(円) 12,277 0.10 9,847 10,920 10,100 0.10

年間入湯件数(件) 275,117 0.10 106,975 791,227 105,450 0.10

料理飲食店数(軒) 88 0.10 585 739 30 0.10

温泉地域の宅地

1㎡ 当平均評価額(円)
36,796 0.10 85,752 92,060 21,729 0.10

温泉地域の家屋

1㎡ 当平均評価額(円)
34,007 0.10 54,413 37,673 38,993 0.10

芸妓等の数(人) 0 48

温泉旅館数(軒)

年間宿泊料総額(千 円)

標準宅地評価額(円)

宿泊定員(人)

温泉旅館用家屋総評価額

(千円)

宿泊料、 日帰温泉施設

利用料総額(千 円)

年間入湯税調定額(円)

その他

鉱泉地の地積(㎡) 3.30 2.79 3.30 67.72

鉱泉地の評価額(円) 6,840,000 7,200,000 7,560,000 1,281,600

温泉ゆう出量(自 噴)

㍑/分
120.0 136.2 114.0

温泉ゆう出量(動 力)

㍑/分
45.0

温度(℃) 97.0 51.1 52.0 24.5
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都 道 府 県 鹿児島県

指数算定上基準

となる温泉地
指宿温泉

基準温泉地(括 弧内は代

表的な温泉地)
同上

温泉地指数 1.10

ウェイト

年間宿泊人員数(人) 1,266,683

年間宿泊収容定員数(人) 2,243,655

年間平均利用率(%) 56.50

客室数(室) 1,704

温泉旅館従業員数(人) 1,884

平均宿泊料(円) 10,831

年間入湯件数(件) 959,297

料理飲食店数(軒) 102

温泉地域の宅地1
㎡当平均評価額(円)

23,800

温泉地域の家屋

1㎡ 当平均評価額(円)
46,372

芸妓等の数(人) 0

温泉旅館数(軒)

年間宿泊料総額(千 円)

標準宅地評価額(円)

宿泊定員(人)

温泉旅館用家屋総評価額

(千円)

宿泊料、 日帰温泉施設

利用料総額(千 円)

年間入湯税調定額(円)

その他

鉱泉地の地積(㎡) 6.61

鉱泉地の評価額(円) 3,960,000

温泉ゆう出量(自 噴)

㍑/分
0.0

温泉ゆう出量(動 力)

㍑/分
69.0

温度(℃) 52. .0

(注1)下 記3通 りの ウェイ トによ り算 出 した

数値 の平均 に よ り算 定

ウェイト① ウェイト② ウェイト③

年間宿泊人員数(人) 0.10

年間宿泊収容定員数(人) 0.15 0.10 0.10

年間平均利用率(%) 0.10 0.20 0.10

客室数(室) 0.20

温泉旅館従業員数(人) 0.10 0.10 0.10

平均宿泊料(円) 0.15 0.20 0.10

年間入湯件数(件) 0.15

料理飲食店数(軒) 0.10 0.10

温泉地域の宅地

1㎡ 当平均評価額(円)

0.05 0.10 0.20

温泉地域の家屋

1㎡ 当平均評価額(円)

0.10 0.20

芸妓等の数(人) 0.10 0.10

(注2)各 項 目ご とに全 体 を100と した場 合

の各 温泉 地 の割 合 を越 後湯沢 温 泉 と比

較 して算 定

(注3)前 回の検 討 時 との景 況等 の変化 を比較

して算 定

(注4)各 項 目ご とに全 体 を100と した場 合

の各 温泉 地 の割 合 を湯 村温 泉 と比較 し

て算定

(注5)景 況の伸び率を平成6年 度の温泉地指

数 に掛 け合 わせて算定
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4現 行 の評 価方 法 に対す る土地研 究 委員 会意 見

現行 の鉱 泉 地 の評 価 方法 につ い て当研 究委 員会 で な され た議 論 の うち、主 な 意 見 は次

の とお りで あっ た。

(現行 の評価 方 法 の問題 点等 につ い て)

○ 売 買実 例価 額 が あま りに も少 ない こ と、負 債整 理 等 の特殊 な取 引 が多い こ とか ら適

正 な基本 価 額 の算 出が 困難 にな って きて い る。

○ 地 域 に よって は宅 地 と して評価 した方 が近傍 の評価 バ ラ ンス等 か ら適 正 な もの もあ

るの では ない か。

○ 従 前 は鉱 泉地 とい うのは非 常 に貴重 な税源 地 の一 つ で あった と思 うが 、今 日の税 収

割合 等 を考 える とそん な に手 をか けてや る必要 はない ので は ない か。 、

○ 土地 を ど う評価 し適正 な価格 を付 けて い くか とな る と、今 の評 価方 法 はや りに くい。

周 辺 の土地 の価 格 と相 関 関係 を もって評価 すべ きで はない か。

○ 鉱 泉 地 に対す る課 税 とい うの は、土 地 に対す る課 税 では な く温泉権 的 な もの に対す

る課税 の よ うな感 じがす る。

○ 今 の固定 資産 税 は農地 、宅 地 で も面 積 に よって課 税 して い るが 、そ うい う意 味で も

鉱 泉地 の評 価 は一種 独特 の考 え方で あ る。

○ 鉱 泉 地 の取 引状況 を見 る と、宅 地 の よ うな 地域差 とい うの は出 てきて いな い。む し

ろ給湯 に よる利 益 を当て込 ん だ要素 が強 い。

○ 現在 の鉱 泉地 の評 価方 法 は、 日本 人 の観 光 の形態(温 泉 中心)の 変化 か ら取 り残 さ

れ て い る。温泉 地 の 中だ けで指数 を決 めて格付 けを しよ うとい うのは あま り意 味が な

い。

(今後 の課題 等 につい て)

○ どの程 度簡 素化 して税 収 に見合 った評 価 手法 を確 立す るのかが一 番 のポイ ン トだ と

思 う。今 の体 系は維 持 しなが ら、い か に簡 便 に評価 をす るか とい うこ とが今 の 目標 で

はな いか。

○ 課 税 客体 で あ る鉱 泉地 か らなにが しか の負担 をい ただ くの は、今 の仕組 み で はや む

を得 ない ので はな いか。ま して 、地方 分権 の流 れ の 中で は既 存 の税 目を何 らか の形 で

縮 小 して い くのは 問題 で はない か。

○ 歴 史 と伝 統 で、不 動産 登記 法 の制度 と結 び つい てい るこ と もあ り、大 胆 にや って し

ま うわ けには いか ない感 じがす る。今 の現行 の仕組 み の 中で で きるだ け公平 に、簡 素
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化 を図 るよ うな方 向 を見つ けて いか な けれ ばな らな い。

○ 泉源 を掘 り当て るま でに投 資 した取得 価 額 を も とに課 税 しては ど うか。

5鉱 泉地の 評価 方法 の見直 しにつ いて

当研 究委員 会 にお ける これ までの議論 と温 泉 地指数 に関す る調査 結果 等 を踏 ま えて、

鉱泉 地 の評価 方法 の見 直 しに あた って、今 後 の議 論 の参 考 とす べ く次 の とお り試案 をま

とめ てみた とこ ろで ある。

(案1:鑑 定評価 の活 用)

自治 大 臣が指 定す る鉱泉 地(基 準鉱泉 地)に つ い て、鑑 定評 価 を活用 して適 正 な時価

を求 め る。その他 の鉱 泉地 の価格 につ い て は温泉 地 の景況 等 の差異 に よ り基 準鉱 泉 地 の

価 格 に比準 して求 める。

(メ リッ ト)

○ 評価 方法 が簡 素化 で き る(基 本価 額 、温 泉地 指数 を定 める必要 が な くな る)。

(問題 点)

○ 鑑 定評価 額 を もって正 常売 買価格=適 正 な時価 と取扱 って 良いか ど うか。

(不 正常 要素 の排 除の必 要性 の有 無 につ いて)

○ 評価 額 が大幅 に上 昇 した場合 、税 負担 へ の影 響 を考慮 す る必要 が ある 。

(案2:取 得 価格 方 式)

鉱 泉 地 におい て鉱泉 を取 得す るに要 した費 用 を もっ て評価額 の基 準 とす る。取 得後 に

価格 事 情 に変動 が ある時は 、新 規 に掘 削 した場 合 を想 定 して再 調達価 格 を求め る。 この

場合 には地域 にお ける深度1m当 た りの標 準的 な掘 削費 を定 め 、掘 削深度 を乗 じる こ と

に よ り評 価額 を求 める。

(メ リッ ト)

○ 評価 方法 が簡 素化 で きる(温 度 、 ゆ う出量、 売買 実例 の調査 の 必要性 が 薄れ る)。

(問 題 点)

○ 評価 時点 の標準 的 な掘 削 費用 が地域 にお いて成 立 してい ない場合 には どのよ うに求

め るのが適 当か。

○ 古 くか らの鉱 泉地 につ い ては深度 の確 認 が可能 な のか どうか(不 明 の場合 に近傍類

似 の鉱 泉 地 にお ける標 準 的 な深 度 か ら類 推 して適 用 して よいか)。

○ 鉱泉 地 が 自噴 の場合 には掘 削 を要 しない ので別 の工 夫 がい る。

○ 同一 温泉 地 で状 況 が類似 してい る(温 度 、ゆ う出 量)鉱 泉 地間 にお いて 、掘 削深度

に よっ て評 価額 の差 が生 じる場合 もあ る。

○ 評価額 が大 幅 に上昇 した場合 、税負 担 へ の影響 を考慮す る 必要 が あ る。
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(案3:近 傍 宅 地 比 準方 式)

温泉 地 の宅 地 の平均価 格 と各鉱 泉 地の価 格 につ い て現在適 正 なバ ランスが保 たれ てい

る こ とを前提 に、今 後 、温 泉地 の宅 地の価 格 の 変動割 合 を乗 じて各鉱 泉地 の価 格 を求 め

る。

(メ リッ ト)

○ 非 常 に簡 素化 が図れ る。

○ 評価 方 法 の変 更 に伴 う評 価 の急激 な変動 が 生 じに くい。

(問題 点)

○ 事 情変 更(ゆ う出量、温 度 の激 変)が あ った場合 ど うす るの か。

○ 新 た に鉱 泉 地 と して評価 す る場合 は ど うす る のか。

(案4:そ の他)

(1)現 行 の評 価 方法 の手直 し

○ 基本 価格 の算 定 にあた り、鑑 定評 価 を活用 して は ど うか。

○ 温 泉地指 数 の 見直 し

○ 主要 温 泉地 の増 設等

(2)鉱 泉 地評 価 の廃 止

○ 泉源 に対 す る課 税 は土 地 に対 す る課 税 とい う固定 資産税 の趣 旨にな じま ない とい う

観 点 か ら廃 止 して は ど うか。

6見 直 し案 に対 す る土地 研究 委 員会意 見

鉱 泉 地 の評価 方 法 の見直 し案 につ い て 当研 究委 員 会 でな され た議 論 の うち、主 な意 見

は次 の とお りで あっ た。

(案1:鑑 定 評価 の活 用)

○ 基 準鉱 泉 地 のみ鑑 定評 価 に よ り評価 額 を求 め た として も、実 際 に比 準 させ る際 に ど

の よ うに調整 す るのか。や は り温 泉地 指数 の よ うな何 らかの比 準方 式 の作成 が 必要 に

な るこ とを考 え る と、 必ず しも簡 素化 にな らな い ので はない か。

(案2:取 得 価 格 方 式)

○ 取 得価 格方 式 は 、当 た り外れ 的 な要 素 が あって 、財 産価値 とい う面 か ら考 え る と固

定資 産評価 に はな じま ない よ うな問題 が 多い 気 がす る。

○ 同 じ様 な地域 でた また ま掘 削深度 に よって評 価額 に差 が出 る とい うの は、土 地の評

価 、同 じ区域 で のバ ランスか ら考 えて もち ょっ と無理 が あ るので は ない か。
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○ 掘 削深度 が非 常 に深 くな って しま った場合 、源 泉 と して は あま りよくない とい うこ

ともあ るの ではな いか。

(案3:近 傍 宅地 比 準方 式)

○ 宅地 比準方 式 につ いて は、現在 のバ ラ ンス を前 提 に してい る ところが一 番大 きな 問

題 にな る と思 う。果 た して現在 の評 価額 が本 当に適 正 な のか ど うか を鑑定 評価 を活用

して今 一度検 討 す る必要 があ るの で はない か。

○ 同一鉱 泉地 の鑑 定評価 額 と固 定資 産税 評価 額 の開差 が0.何 倍 か ら1.5倍 までま ち

まち で あ り、現在 の評価 額 が適 正 か ど うか検 討す る必 要 は あ る と感 じるが、こ うい う

実 態 にな る とち ょっ と難 しい な と思 う。

○ 今 回 の検討 が鉱 泉地 の評価 方法 の簡 素化 とす るな らば 、永 年 固 定資産 税 と して安定

的 に推移 して きた経緯 な どを踏 ま え る と、宅 地比 準方 式 が一番 現 実的 だ と思 う。

○ 年 間入 湯件数 、年 間宿 泊料 、年 間入 湯税 調 定額等 とい うの はか な り短 期的 な事情 で

大 き く変 動す る可 能性 が あるの で 、単 独 で これ らを用 い る こ とは適 当では ない と思 う。

そ うい う意 味で は、宅 地の評 価額 とい うの は比較 的安 定 して い る と思 う。

○ 宅 地 の評 価額 が安 定 してい る とい うよ りも、様 々な指標 がそ の宅 地価格 に反 映 され

て い る と考 えれ ば良い こ とだ と思 われ る。

○ 宅 地の評 価額 に は短 期 的な要 素 ばか りでな く、長期 的 な要 素 も全部 総合 的 に反 映 さ

れ てい る とい うこ とか も しれ ない。

○ 実際 に評価 を され てい る市町村 の方 々の要望 に ある よ うな簡素 化 したい とい う点 を

第一 に考 え るのな らば 、一番パ フォー マ ンス が高い の は宅地 比 準方式 だ と思 う。

○ 将来 的 に本 質的 な問題 と して鉱 泉 地 の従 来 の評 価 手法 を見 直 したい とい うことで あ

れ ば 、ま た違 ったや り方 があ るの か も しれ ない が、そ うい った意 味か らす る と2段 階

で見直 しをや ってい くこ とが妥 当なの で はない か。

○ 宅 地比 準方 式 とい うのが 、比較 的我 々の検討 の 目的 に合致 す るや り方 で あ る とい う

のが 、大体 の大方 の意 見 だっ たの では ない か と思 う。

(案4:そ の他)

○ どの程度 簡 素化 して税収 に 見合 った評価 手 法 を確 立す るの かが一番 の ポイン ト

だ と思 う。今 の体系 は維持 しな が ら、いか に簡便 に評 価 をす るか とい うこ とが今

の 目標 では ないか。
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○ 課税 客 体で あ る鉱 泉 地 か らなに が しか の負担 をいた だ くの は、今 の仕組 み で は

や む を得 な いの で はない か。ま して、地 方分 権 の流 れ の 中では既 存 の税 目を何 ら

か の形 で縮小 して い くのは 問題 で は ない か。

7見 直 し案 に対す る主要温 泉地 所在 団体 意 見

鉱 泉 地 の評価 方 法 の見直 し案 につ い て、主要温 泉 地所在 団体 か ら寄 せ られ た主 な意 見

は次 の とお りで あっ た。

(案1:鑑 定 評価 の活 用)

○ 全 国 の鉱 泉地 の うち、一部 だ けの鑑 定評 価 で他 の鉱 泉地 に比 準 させ て評価 を求 め る

こ とは、比準設 定 が 困難 と思 われ 、鉱 泉地評 価 に適 当でな い。ま た、温 泉 の内容(温

度 、 ゆ う出量 な ど)が 反映 され ない の では ない か と思 われ る。

○ 鑑 定 に要す る費 用や評 価事 務 作業 か らいって現行 よ りも市 町村 の負担 が大 き くな る

恐れ が あ るので はな いか。

(案2:取 得 価 格方 式)

○ 取得 価格 が その鉱 泉 地 の評 価額(価 値)に な る とは考 え に くい。 また、鉱 泉 地 ご と

の全 て の深 度 デー タが揃 って い るわ けで はない ので評 価 が 困難 であ る。

○ 自噴 や噴 気鉱 泉 地 は、他 の評価 方 法 が必要 とな る。

○ 掘 削深度 、取 得 費用 は必 ず しも温 泉 の価 値 にな り得 るのか 疑問 で あ る。深 く掘 った

か ら とい っ て、必 ず しもゆ う出量 が多 く価値 が 高い温 泉 とは限 らな いの では ない か。

○ 古 くか らあ る泉 質 の良 い泉源 は深 度 が浅 い ものが 多い が 、最 近 の泉源 は深 く掘 削 し

な けれ ばな らな い よ うな状 況 とな って い る。

(表3:近 傍 宅 地 比準 方 式)

○ 宅 地 の評 価 が地価 公 示価格 の7割 に統 一 され てい る現状 か ら、ま た温泉 地 と しての

景 況 もあ る程度 反 映 で きる こ とか ら、最 も現 実的 で あ る。た だ し、次 の点 を考慮 す べ

きで あ る。

① 宅 地 の価格 変 動割 合 が あ る程度 異 な る地域 単位 で変 動割 合 を乗 じる必 要 が ある。

② 温 泉 の ゆ う出内容(ゆ う出量 、温度 、ゆ う出方法)に 極端 な変 更 が あった場 合 、

補 正 の方 法 を講 ず るべ きで あ る。

○ 温 度や ゆ う出量 に変化 が あ った場合 に ど うな るのか疑 問 が ある。

○ 温 度 、 ゆ う出量 に加 えて 泉質 を考慮 す る必 要 が あ るので はな いか。
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○ 特殊 要因 と して大幅 な事 情変 更 があ る場合 は見直す 必 要 が あるが 、程 度 の線 引 きが

難 しい。

○ 温度 とゆ う出量 は鉱 泉地 と して の商 品価値 ・財 産価 値 を左 右す るもので あ り評 価 に

折 り込 む必要 が あ るので は ない か。

(案4:そ の他)

○'基 本価 額 の鑑 定評価 の活 用 、温 泉地 指数 の 見直 し、主要 温 泉地 の見 直 し(設 定増)

は必要 と考 え られ る。

○ 鉱 泉地 は他 の地 目と違 った価 値 があ る と考 え られ 、鉱泉 地評 価 を廃止 す る こ とは税

収 の大 幅減 にな る こ とが危 惧 され る。

○ 現 行 の評価 方法 につ い て も、課税 上妥 当性 を欠 い てい る とは思 われ ない が、基 本価

額 を決 定す る売 買実例 の 有効性 、温 泉地指 数 を決 定す る景 況調 査 の時代 に即 した調 査

内容 、指 数表 ・補 正率表 の簡素 化等 につ い て、評価 方 法の 変 更 ・適 正化 を図 るこ とが

で きれ ば現在 よ りも妥 当性 が 高 ま り、納税 者 か らの理 解 を得 られや す い と考 え られ る。

○ 鉱 泉地 の温度 、ゆ う出量 につ い ては比較 的容 易 に把握 で きるの で現行 の評 価手 法 で

も問題 がな いの では ない か。ただ し、温 泉地 指数 や基本 価 額 の根拠 が 明確 で はな く、

もっ とわか りやす い もの を望 む。

○ 温度 、ゆ う出量 の把握 につ い て は、温泉 組合 か ら資料 を入 手 して い るが 、団 体 に よっ

ては入 手で きな い ところ もある よ うで あ る。国 か ら県 に調 査 資料 を活用 で き るよ うに

協力 依頼 を して いた だ きたい。

8ま とめ

当研 究委 員会 として は、鉱 泉地 の評価 方 法 を検 討 す る に当た って 、実務 に携 わ る市町

村 の方 々 か らの要望 を踏 ま え、現行 の評 価方 法 の枠組 み の 中で基礎 的 デー タ の確 保 が 困

難 とな ってお り、か つ簡 素化 を考 えるな らば 、温泉 地 の景況 を構成 す る様 々 な指標 が そ

め近傍 の宅 地 の価 格 に反 映 され てい る と考 えて、温 泉地 の近傍 宅 地 の価 格 の変動 状況 を

勘 案 して鉱 泉地 の評価 を行 うの が現実 的 で ある とい う整 理 を行 っ た。この場 合 に近傍 宅

地 の価格 の変動 状況 を把握 す るには 、地域 的 な差異 等 を十分 に考 慮 し、必 要 に応 じて市

町 村 にお いて地域 を細分化 して適 用範 囲 を定 め るのが適 当 と考 える。

ま た、新 規 に鉱 泉 地 と して評 価 され る土 地 につい て は、近傍 の鉱 泉 地 の評価 額 、湯温 、

ゆ う出量等 を勘 案 の うえ適 正 な比 準価格 を求 め るのが妥 当で あろ う。

なお、湯 温及 び ゆ う出量等 に急激 な変化 が生 じた場 合 に は、市 町村 にお いて適 正 な補

正 を行 える よ うな措 置 を講ず るべき であ る と考 える。
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(参 考 資料)

1鉱 泉地 の評価 につ い て

(1)鉱 泉 地 の意義

鉱 泉地 とは 、 「鉱 泉(温 泉 を含 む。)の 湧 出 口及 び そ の維 持 に必 要 な 土地 」(不 動 産

登記 事務 取扱 手 続 準則 第117条 ホ)を い う。 こ こでい う鉱泉 とは 、原則 と して 、温 泉

法 第2条 の 「温 泉 」 と定 義 を同 じくす る もので あ る。 す な わ ち、温 泉法 第2条 に よ る

と、温泉 とは、地 中か らゆ う出す る温 水 、鉱 水及 び水 蒸気 そ の他 のガ ス(炭 化水 素 を

主成 分 とす る天 然 ガ ス を除 く。)で 温 度摂 氏25度 以 上 、又 は特定 の 種類 の 物質 の含 有

量 が一 定量 以 上 で ある とされ てい る。

【温 泉法 】

第1章 総 則

第1条 この法律 は、温 泉 を保護 しその利 用 の適正 を図 り、公共 の福祉 の増進 に寄与 す る こ

とを もつ て 目的 とす る。

第2条 この法律 で 「温 泉 」とは、地 中か らゆ う出す る温水 、鉱 水及 び水蒸 気 そ の他 の ガス

(炭化 水 素 を主成 分 とす る天 然 ガ ス を除 く。)で 、別 表 に掲 げ る温 度 又 は物質 を有す る も

の をい う。

(2)鉱 泉 地 の評価 方 法

【固定 資産 評価 基 準 】

第5節 鉱 泉 地
一 鉱 泉地 の評 価

鉱 泉地 の評 価 は 、自治 大 臣が定 め る基 本価 額 に温 泉地 指数 とゆ う出 量指数 とを乗 じて各

筆 の鉱 泉地 の価 額 を求 め る方法 に よ る もの とす る。ただ し、水蒸 気 その他 のガ ス を噴 出す る

鉱 泉 地 につ い ては 、売 買実 例価額 が あ る ものに あつ ては 、当該 売買実 例価 額 か ら評 定す る適

正 な時価 に よつ て その価 額 を求 め る方法 に よ り、売 買実例価 額 が ない もの に あつて は 、当該
鉱 泉 地 の位 置 、利 用状 況 等 を考慮 し、他 の鉱 泉 地 の価額 に比準 して その価 額 を求 め る方法 に

よる もの とす る。

① 一 般 の鉱 泉地 の評 価 方法

評価額 = 基本価額 × 温泉地指数 × ゆう出量指数

温度に応ずるゆう
出量補正
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② 水蒸気その他のガスを噴出する鉱泉地の評価方法

売 買 実 例 価 額

適 正 な 時 価 評 価 額

他 の鉱泉地 の価額

位 置 ・利用状況等
を考慮 し比準

(3)基 本 価額 の意識

基 本価 額 は、温 泉地 指数 ・ゆ う出量 指 数 がいずれ も100(ゆ う出 量指数 におい て は、

1分 当た りの ゆ う出量 、温度 に応 ず る ゆ う出量補 正率 がい ずれ も100で ある もの)の

鉱 泉 地 の価 額 と して 自冶大 臣 が定 め る もので あ る。

なお 、基 本価 額 は、鉱泉 地 の売 買実 例価 額 を基 準 として評 定す る適 正 な時価 に よっ

て求 める こ とと され てい る。具 体的 には 、鉱 泉 地 の売 買実例 をも とに、前 基準 年 以降

における同一鉱泉の価格事情の推移、さらに鉱泉地の収益還元価格から求めた基本価

額の算定の基礎 となるべき額等を総合的に勘案して決定されるものである。

基本価額の推移

昭51 昭54 昭57 昭60 昭63 平3 平6 平9

基本価額(万 円) 190 210 230 250 265 300 360 360

上昇率(倍) 119 111 110 109 106 113 120 100

(4)温 泉地 指数 の意 義

温泉 地指数 は、温 泉地 ご とに利 用状 況 、交 通機 関 の便否 、温 泉旅館 の施設 の 良否等

に よつ て温 泉地 の経 済的 ・社会 的 な地位 を指 数 化 した もの、す な わち温 泉地 の格 付 け

とで もい うべ き もので あ る。

温泉 地指数 は、塩 原 温泉 、越後湯 沢 温 泉 、上諏 訪 温泉 、熱 海 温泉 、伊 東 温泉 、別府

温 泉 につい て は、評 価基 準(別 表第5)に お いて温 泉 地指数 が示 され 、そ の他 の温泉

地 につ い て は、 「温 泉地 指数 表」 に掲 げ る指 数 を基礎 と し当該 温泉 地 とそ の他 の 温泉

地 との 間にお け る景況 等 の相違 を総 合 的 に考 慮 して都 道府 県知 事が 定 める こ ととされ

てい る。

都 道府 県知 事 が 、主 要 な温泉 地以外 の温泉 地 の指数 を定 める場合 、主要 な温 泉 地 と

そ の他 の温 泉地 との間 の景況等 を比 較 対照 の上 行 うこ ととな るが、そ の際 、両者 の算

定 が著 しく異 な る こ との ない よ う、依 命通 達 に考 慮す べ き事 項 が示 され て い る。(依

命 通 達第2章 第5節23)
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【固定資産評価基準】

別表第5温 泉地指数表

都 道 府 県 名 温 泉 地 名

栃 木 県 塩 原 温 泉

新 潟 県 越 後 湯 沢 温 泉

長 野 県 上 諏 訪 温 泉

静 岡 県 熱 海 温 泉

静 岡 県 伊 東 温 泉

大 分 県 別 府 温 泉

指 数

1.10

1.00

1.80

5.00

3.00

3.00

【依命 通 達 】

22各 筆 の鉱 泉 地 の評価 にお い て適用 す る温 泉地 指数 は、当該 鉱 泉地 の鉱 泉 を利 用す る温 泉

地 にか か る温泉 地指 数 に よる もので あ る こ と

23都 道 府 県知 事 がそ の他 の温泉 地指 数 を定 め、又 は市 町村長 が 温泉 地指 数 を補 正す る場 合

にお い て は、売 買実例価 額 、温 泉地 の景 況(年 間宿 泊人員 数 、年 間宿 泊収 容 定員 数、年 間 平

均利 用 率 、客 室数 、温泉旅 館従 業員 数 、平均 宿 泊料 、年 間入湯 件数 、料理 飲食 店数 、温泉 地

域 の宅 地 平均 単位 地積 当 り評価 額 及 び家屋 単位 面積 当 り評価 額 、そ の他温 泉 地 の繁 栄 度 を表

わす 要 素)、 鉱 泉 地 の利用 状況 等 を考慮 す る こ と。

(5)ゆ う出量 指数 の意義

ゆ う出量 指数 は 「ゆ う出 量指 数表 」(評 価 基 準別表 第6)を 適 用 して求 めるが 、 こ

の表 を適 用 す る に当た っ て用 い るべ き ゆ う出量 は、 当該 鉱 泉 地 の1分 当た りの ゆ う出

量 に、「温度 に応 ず る ゆ う出 量補 正率 表」(評 価基 準別 表 第6の 附 表)に 掲 げる 当該 温

泉 の温度 に応 ず る補正 率 を乗 じて得 た補正 後 のゆ う出量 に よ る。 この場 合 、ゆ う出量

が多 量 で あるた めそ の一部 を放 棄 してい る ものに あって は、1分 当た りの ゆ う出量 は

そ の余剰 量 を除 いた数 量 に よっ て算定 した ものに よる もの と し、非 自噴泉 の鉱 泉 地 に

あ って は一 日の揚 湯 量 をそ の揚 湯 時 間(分)で 除 して得 た数 量 に よ るもの と してい る。

ゆ う出量指 数 は、1分 間の ゆ う出量 が67リ ッ トル 以上79リ ッ トル未満 で 、かつ 、摂

氏50度 以 上55度 未 満 の温度 の場 合 を標 準(ゆ う出量指 数1.00)と して い るが、これ は、

全 国の温 泉旅 館 の うち標準 とな る温泉 旅館 につい て調 査 した結果 、平均 客室 数20室 で

一室 当た り1分 間 に ゆ う出量2升(3 .6リ ッ トル)程 度 を必 要 と して い たた め ゆ う出

量 の標 準 を1分 間 四斗(72リ ッ トル)と し、 また 、入 浴 適温 を摂氏43度 、引湯 及 び浴

槽 内の冷 却温 度 をおおむ ね摂 氏10度 と見込 んで鉱 泉地 にお け るゆ う出 口の標 準温 度 を

摂氏50度 以 上55度 未満 と した こ とに よ る(し た がっ て温度 は 、鉱 泉 地 にお け るゆ う出

口にお いて測 定す るもの で あ る。)
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【固定資産評価基準】

別表第6ゆ う出量指数表
ゆ う出量
(リ ッ トル)

指数 ゆ う 出量
(リ ッ トル)

指数

9未 満

9以 上16未 満

16以 上23未 満

23以 上31未 満

31以 上38未 満

38以 上45未 満

45以 上52未 満

52以 上59未 満

59以 上67未 満

67以 上79未 満

79以 上97未 満

97以 上115未 満

115以 上133未 満

133以 上151未 満

151以 上169未 満

169以 上196未 満

196以 上232未 満

232以 上268未 満

268以 上304未 満

304以 上340未 満

340以 上376未 満

376以 上412未 満

412以 上448未 満

448以 上484未 満

484以 上520未 満

520以 上556未 満

556以 上592未 満

592以 上628未 満

628以 上664未 満

664以 上700未 満

700以 上736未 満

0.30

0.35

0.40

0.45

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

1.25

1.50

1.75

2.00

2.25

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

5.50

6.00

6.50

7.00

7.50

8.00

8.50

9.00

9.50

10.00

736以 上

772以 上

808以 上

844以 上

880以 上

916以 上

952以 上

988以 上

1,024以 上

1,060以 上

1,096以 上

1,132以 上

1,168以 上

1,204以 上

1,240以 上

1,276以 上

1,312以 上

1,348以 上

1,384以 上

1,420以 上

1,456以 上

1,492以 上

1,528以 上

1,564以 上

1,600以 上

1,636以 上

1,672以 上

1,708以 上

1,744以 上

1,780以 上

772

808未 満

844未 満

880未 満

916未 満

952未 満

988未 満

1,024未 満

1,060未 満

1,096未 満

1,132未 満

1,168未 満

1,204未 満

1,240未 満

1,276未 満

1,312未 満

1.348未 満

1,384未 満

1,420未 満

1,456未 満

1,492未 満

1,528未 満

1,564未 満

1,600未 満

1,636未 満

1,672未 満

1,708未 満

1,744未 満

1,780未 満

10.50

11.00

11.50

12.00

12.50

13.00

13.50

14.00

14.50

15.00

15.50

16.00

16.50

17.00

17.50

18.00

18.50

19.00

19.50

20.00

20.50

21.00

21.50

22.00

22.50

23.00

23.50

24.00

24.50

25.00

(注)こ 渇 した鉱泉地 又は未利 用の鉱泉地 のゆ う出量指数 は、0.30と す る。

附表 温度に応ずるゆう出量補正率表

温 度 補正 率 温 度 補 正率
25度 未 満

25度 以 上30度 未 満
30度 以 上35度 未 満
35度 以 上40度 未 満
40度 以 上45度 未 満
45度 以 上50度 未 満
50度 以 上55度 未 満
55度 以 上60度 未 満

0.20
0.35
0.50
0.65
0.80
0.90
1.00
1.05

60度 以 上65度 天 満
65度 以 上70度 未 満
70度 以 上75度 未 満
75度 以 上80度 未 満
80度 以 上85度 未 満
85度 以 上90度 未 満
90度 以 上95度 未 満
95度 以 上

1.10

1.15

1.20

1.25

1.30

1.35

1.40

1.45

2平 成9年 度主 要温泉地指数

固定資産税 相続税

都道府県名 温 泉 地 名 指 数 都道府県名 温 泉 地 名 指 数

栃 木 県 塩 原 温 泉1.10

新 潟 県 越 後 湯 沢 温 泉1.00

長 野 県 上 諏 訪 温 泉1.80

静 岡 県 熱 海 温 泉5.00

静 岡 県 伊 東 温 泉3.00

大 分 県 別 府 温 泉3.00

栃 木 県 塩 原 温 泉1.10

新 潟 県 越 後 湯 沢 温 泉1.00

長 野 県 上 諏 訪 温 泉1.80

静 岡 県 熱 海 温 泉5.00

静 岡 県 伊 東 温 泉3.00

大 分 県 別 府 温 泉3.00

北 海 道 登 別 温 泉1.80

神 奈 川 県 箱 根 湯 本 温 泉4.00

和 歌 山 県 白 浜 温 泉1.50

福 島 県 飯 坂 温 泉1.30

石 川 県 山 中 温 泉1.56

山 口 県 湯 田 温 泉1.15

愛 媛 県 道 後 温 泉1.30

佐 賀 県 嬉 野 温 泉1.20

未満
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3旧 評 価 基 準 にお ける行 政 実例

○ 鉱 泉地 の評価 に用い る温 泉地 指数 につ い て

昭31.5.21自 丙 市発第60号

熊本 県 総務 部長 あて 自治庁税 務 部長 回答

問 標記 の件 につい て、固 定資 産評価 基 準第24項 で従来 か らの分 につい て は規定 して あ

るが 、新規 掘 削分等 につ い て は、従来 の分 に比 準 して都 道府 県知事 が定 め る こ と とされ

てい るが 、次 の よ うに疑 義 が ある ので折 り返 しご教 示 くだ さい 。

1新 し く堀 さく した温 泉地又 は温 泉 地指数 表 に ない従 来 か らの温泉 地 につ い て、温

泉 地指 数 を定 め る場合 いか な る基 準 に よって 定 め るか。

な お、温 泉地指 数表 にあ る温泉 地 の指数 を決 定 され た場合 の基 準 も併せ て ご指 示

願 い たい。

2.3(略)

答1固 定 資産評 価基 準 に定 め る温泉 地指数 につい て は、各温 泉地 にお ける温 泉旅館 の総

客室及 び 定員数(10%)、 温泉旅 館 宿 泊定員 数 に対す る1年 間 の宿 泊 人員数 の割合(1

0%)、 温泉 旅館 の1年 間の宿 泊人 員数(10%)、 鉄 道 バ ス等 交通機 関 にお け る降車 客

数(10%)、 財産 税 にお け る温泉 地指数(10%)、 温 泉旅館 業 者 の総所 得金 額(10%)、

宅 地最 高賃 貸価 格(10%)、 精 通者 に よる鉱 泉 地の評 定価 格(20%)、 金融機 関 にお

け る預 貯金 現在 高(10%)を 基 礎 と し、芸妓酌 婦数 、鉱 泉 ゆ う出 口数 、 ゆ う出量 の平

均 指数 等 を参考 として新 潟県 湯沢 温泉 、山梨県 湯村 温泉 等 の数値 を100と しでそ の他

の温泉 の指 数 を指数化 した もの で ある。

追 って 貴県 の新規 温泉 地 につ いて温 泉 地指数 を定 め る場合 にお いて は、貴 県 の人吉 温

泉 を基 準 と して右 の方法 に準 じて定 め られ た い。

2.3(略)

指数算 温泉旅
定要素 館の総

客室数
区分 及び定

員数

利用

率

1年 間の 交通機

宿 泊人員 関にお

数 ける降

車客数

財 産税

におけ

る温 泉

地指数

温泉旅

館業者
の総所

得金額

宅地最

高賃貸

価格

精通者 に

よる鉱泉

地 の評 定

価格

金融機関

における 計

預貯金現
在高

ウエ イ ト 1010 10 10 10 10 10 20 10100
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4都 道府 県別 温 泉 地指 数 表(平 成6年1月1日 現 在)

都道府県名

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋 田県

山形 県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富 山県

石川県

温泉地数

118

356

87

36

161

130

157

3

45

55

22

161

10

27

指数1.00以 上

の 温泉地数

8

3

4

2

3

18

2

5

最高温泉地指数

登別 1.8

浅 虫 0.9

花巻 0.92

湯 元 、鳴 子 0.7

田沢湖 高原 0.75

上 山 、 天 童 1.32

飯坂 1.64

袋 田 、湯 沢 、大 子0.64

鬼怒川 1.64

伊 香保 、 草 津1.5

湯 本 、湯 本 茶 屋4.0

月岡 1.05

宇奈月 0.7

山代 2.18

温泉地指数1.00の 温泉地

温根湯

湯沢
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都道府県名

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

温泉地数

17

14

146

66

102

19

1

57

4

12

11

17

18

指数1.00以 上

の温泉地数

1

3

10

2

12

2

3

2

最高温泉地指数

芦原 1.4

石和 1.1

戸 倉 、 上 山 田2.0

下呂 1.3

熱海 5.0

長 島 、 湯 の 山0.6

木津 0.35

有馬、城崎 1.1

上湯 0.1

白浜 1.5

皆 生 、三 朝 1.1

玉造 0.9

湯郷 0.84

温泉地指数1.00の 温泉地

湯 村 、 甲府

星川穂波 、湯 田中

串本 、勝浦
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都道府県名

広島県

山 口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

温泉地数

3

43

7

15

3

5

69

57

20

21

2,093

指 数1.00以 上

の温 泉 地 数

1

1

1

1

5

12

2

103

最高温泉地指数

湯来 0.05

湯 田 1.22

伊予鉄福音寺1.0

原鶴 0.76

嬉野 1.2

雲仙 1.13

阿蘇 1.1

別府 3.0

青島 0.8

指宿 1.1

全国最高熱海5.0

温 泉 地 指 数1.00の 温 泉 地

伊予鉄福音寺

人 吉 、 杖 立 、 菊 池 、 山鹿

亀 川 、内竈 、野 田、天 ヶ瀬 、杖 立

霧島
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都道府県別温泉地指数表(平 成9年1月1日 現在)

都道府県名

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋 田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

温泉地数

121

370

107

41

170

128

185

3

49

68

22

162

10

27

指数0.10

未満 の

温 泉地数

290

67

9

117

111

141

22

41

3

指数1.00

以上 の

温泉地数

8

3

3

2

3

18

2

5

最高温泉地指数

登別 1.80

浅虫 0.76

繋 0.89

湯元 0.84

田沢湖高原 0.75

天童 1.33

飯坂 1.30

袋 田 、湯 沢 、大 子0.64

鬼怒川 1.64

伊 香 保 、 草 津1.50

湯 本 、 湯 本 茶 屋4.0

月 岡 1.05

宇奈月 0.70

山代 2.18

最低温泉地指数

幕 別 ほか38 0.10

鶴 ヶ坂 ほか92

網 取 ほか13 0.01

鴻の巣 ほか1

下北手 ほか43

高 田 ほか23

中野 ほか48 0.01

袋 田 、湯 沢 、大子0.64

茂木 ほか5 0.01

猪 田 ほか36 0.10

下沢 0.11

阿賀 浜 ほか41

林道 ほか1 0.10

赤瀬 ほか2 0.07

温泉地指数

1.00の

温泉地

温根湯

湯沢
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都道府県名 温泉地数 指数0.10

未満 の

温泉地数

指数1.00

以上 の

温泉地数

最高温泉地指数 最低温泉地指数 温泉地指数

1.00の

温泉地

福井県 17 2 1 芦原 1.40 保田 0.04

山梨県 14 3 石和 1.10 初鹿野 0.20 湯村 、甲府

長野県 165 9
上 諏 訪 、戸 倉

、上 山 田

1.80
湯 の入 ほか81

昼 神 、星 川 穂

波 、野沢

岐阜県 72 40 2 下 呂 1.30 大垣 ほか26 0.05

静岡県 103 44 12 熱海 5.00 大賀 茂ほか37

愛知県

三重県 17 8 長 島 、 湯 の 山0.60 船越 ほか7 0.05

滋賀県

京都府 1 木津 0.35 木津 0.35

大阪府

兵庫県 57 19 2 有馬、城崎 1.10 竹岡ほか1 0.02

奈良県 3 2 上湯 0.10 下市ほか1 0.08

和歌山県 12 3 白浜 1.50 太地 0.10 串本、勝浦

鳥取県 10 2 皆生 、三朝 1.10 関金 0.25

島根県 17 5 玉造 0.91 鹿島 0.04

佃 山県 26 10 湯郷 0.71 大 中山ほか1 0.01
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都道府県名 温泉地数

指数0.10

未満 の

温 泉地数

指数1.00

以上の

温泉地数

最高温泉地指数 最低温泉地指数
温泉 地指 数

1.00の

温泉地

広島県 3 3 湯来 0.05 羅漢 0.02

山口県 50 21 1 湯 田 1.15 王司ほか18 0.05

徳 島県

香川県

愛媛県 7 1 伊 予鉄福音寺1.00 小薮 0.20 伊予鉄福音寺

高知県

福岡県 17 4 原鶴 0.67 玄海 さつ き 0.20

佐賀県 5 1 嬉野 1.20 七 山ほか2 0.15

長崎県 5 1 雲仙 1.16 荒川 0.13

熊本県 87 39 5 阿蘇 1.20 中央 ほか38 0.05
人 吉 、 杖 立 、

菊 池 、 山鹿

大分県 58 9 12 別府 3.00 内成 ほか8 0.05

亀 川 、内成 、

野 田、天 ヶ瀬 、

杖 立

宮崎県 35 9 青島 0.89 杉倉 0.01

鹿児島県 21 2 指宿 1.10 成川 ほか2 0.1 霧島

沖縄県

2,265 1,016 101 全国最高熱海5.00
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Ⅰ 鑑 定評価 額

¥¥55,000,000�

刧 U�]�ｿ�ﾎ�ﾛ�s�ｮ�Y�ﾌ�¥�

ｦ� 轄 ﾝ� y� ﾑ� n� n� ﾚ� 迫

ﾊS県A市*****番**鉱 泉地 登記簿3㎡30

Ⅲ 鑑 定評 価 の基本 的 な事 項

(1)評 価 対象 不動 産

表記 の とお り

(2)所 有者 名

平成*年*月**日 現在 の登 記簿 上

*****株 式 会社

(3)価 格 時点

平成*年*月*日 現在

(4)鑑 定評 価 を行 っ た 日付

平成*年*月**日

(5)鑑 定評 価 の依 頼 目的

売 却

(6)不 動産 の種 別 ・類型 、 賃料 の 区分
鉱 泉 地

(注)鉱 泉 地 とい う類 型 は鑑 定評 価基 準 上 ない が、不 動産 登記 法 上及 び固 定資 産評

価基 準上 の概 念 と して認 め られ てい る こ とか ら、これ を妥 当 と認 めて本件 の類 型

とした。
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(7)価 格 ・賃 料 の種類

正常価 格

(8)評 価 条件

評 価対 象不 動産 の現 実 の状態 を所 与 とす る鑑 定評価

(9)鑑 定評価 の依 頼 目的及 び 条件 と価格 また は賃料 の種 類 との 関連

本件鑑 定評 価 は 、上記依 頼 目的及 び 条件 に よ り、合 理 的な 市場 で形成され るで あ

ろ う市 場価値 を表示 す る適 正 な価格 を求 め る もの で あ り、求め るべ き価 格 は正 常価

格 で あ る。

(10)利 害 関係 と縁 故 関係 の有無 とその 内容

な い

Ⅳ 鑑 定評 価額 の決 定 の理 由の要 旨

1評 価 対象 不動 産 の確 認

(1)実 地調 査 日

平成*年*月*日

(2)立 会者

******様

(3)確 認 に用 い た資料

S地 方法 務 局A出 張 所備付 の登記 簿 ・公 図

(4)照 合 事項

位 置 ・形 状 ・規模

(5)照 合 の結 果

上記資 料 を も とに現 地 を実査 の結 果 、概 ね一致 を確 認
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(6)評 価 上採用 した数 量

登記 簿数 量

2価 格 形成 要因

(1)一 般 的要 因

最 近 の我 が国 の経 済 状況 は次 の とお りであ る。

(景気動 向)

景 気 は、景気動 向指 標 の うち景気 の先行 きを示す 先行 指数 が 平成*年*月 は速報

値**80.0%、 現状 を示 す一 致指 数 が同100.0%と 景気 判 断の 分 かれ 目 と

な る50%を ともに5ヵ 月連 続 で上 回 り、回復 の動 きを示 した。企業 の景 況感 につ

いて 、平成8年2月 期 の 日本 銀行 の企業 短期 経 済観測 調査 の業 況判 断 指数 は
、主 要

企 業 では製 造業 、非 製造 業 ともに、前 回11月 調 査 に 引き続 き小 幅の 改善 を示 して

お り、中小企 業 で も改善 してい る。

住 宅着 工戸 数 は、平成8年2月 は 、震 災復 旧に よる建 て替 えが進 み貸 家 が前 年 同

月比 で2.6%増 と増 加 した ものの 、分 譲 が9.4%減 、持 家 が0 .9%減 と減 少

し、全体 で は*1.9%減 と4ヶ 月 ぶ りに減 少 した。

以下 省 略

(2)A温 泉 の概況

A温 泉 はS県 の東端**半 島 の基 部 に位 置 し、***山 ・**峠 な どの山 々 を背

に**湾 に面 した古 くか らの 日本屈 指 の温 泉 で ある。

ホテル ・旅 館 は350軒 を超 えA海 岸 及 び その背 後 の斜 面 に立地 して お り
、ホテ

ル ・旅 館 の間 に スナ ック等 の歓 楽街 が ひ しめ きあ ってい る。

山を背負 って南東 に開 けてい る ため 、冬暖 か く、夏 も比較 的涼 しいた め一年 を通

じて観 光客 が 多 く、海 水浴 場 が あ り、花 火 大会 が催 され る8月 は観 光 客 は特 に多 い。

温泉 と して の歴 史 は1450年 前 まで遡 るが 、観光 都市 として発 展 し始 めたの は

明 治以 降で特 に大 正14年 の国鉄A線 の開通以 降発 展 の速度 を早 め昭和25年 には

国 際観 光 温泉 都 市 に指 定 され世 界的 な規模 を持 つ レジャー都 市へ と成長 した
。

現在 は東京 か ら新幹 線 「ひか り号 」 で約**分 、 「こだま号 」 で約**分 とい う

利 便性 を生か し東京 の奥座敷 と しての 地位 を確保 してい る。
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最近 のA市 内 の宿 泊客 数 の推移 は次表 の とお りで平成3年 以降 は減少 傾 向 にあ る。

これ は、バ ブル期 に温泉旅 館 が高 級化 を計 り宿泊 単価 を上 げ たの が不況 期 に裏 目に

出た こ と、近年 の リゾー トブー ム を反 映 して 開発 ・整備 され た優 良 な観 光 ・保養 施

設 との競合 によ り相 対的 な地位 が低 下 した こ と等 に起 因 してい るもの と思量 す る。

宿 泊 客数 の推 移(単 位:人 ・毎年12月 末)

年 温泉旅館 普通旅館(含 民宿) 寮 ・保養 所 合計 指数

63 3,339,314 170,205 992,514 4,502,033 100.00

元 3,263,793 189,589 952,827 4,406,209 97.9

2 3,383,488 246,339 942,441 4,572,268 101.6

3 3,331,003 236,975 908,062 4,476,040 99.4

4 3,118,190 164,156 744,578 4,026,924 89.9

5 2,763,803 126,922 706,974 3,597,699 89.3

6 2,800,623 107,439 615,370 3,523,432 78.3

(資 料:S県A財 務 事 務所)

A市 内 の温 泉湧 出状 況 は次表 の とお りで あ る。市 内 には これ らの ほか に市営 の源

泉 が62あ るた め、供給加 入 金 ・使 用 料 を負担 す るこ とに よ り自家用 ・営 業用 を問

わず 容易 に温 泉 の引 き込み利 用 が可能 で ある。新 たに温 泉 を堀 削す る際 にはS県 環

境保 全審 議会 温泉 部会 の審議 を経 て 知事 の許 可 を必要 とす るが、既 源 泉 の半径20

0m以 内 の掘 削 は不許 可 と され 、 ま た海岸 沿 い の 旧市街 地 内(次 表 の 「A」 地 区)

は、S県 温 泉保護 対策 要綱 によ る温 泉保 護 地域 に指 定 され て い るた め新 たな堀 削 は

許 されず 、最 近 は 「B」 地 区等 の リゾー ト開発 に伴 う温 泉堀 削が散 見 され る状況 で

ある。

鉱 泉地 の取 引 は、バ ブル期 には活発 で あっ た ものの近年 は ほ とん ど皆無 の状 態 で

あ り、稼働 率 も総 じて低 下傾 向に あ る こ とを反 映 して取 引価格 は大 幅 に 下落 して い

る。
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地 区別 温 泉湧 出状 況(平 成7年2月1日 現在)

地区 A B C D 合計(総 平均)

1,000 1,300 1,000 1,300

最 浅 60 145 263 372 60

湧出量

(㍑/分)

総 量 3,063

最 多 171.4 200.0 387.0 387.0

最 小 6.0 9.7 22.2 38.0 6.0

平 均 55.4 53.7 60.2 148.4 62.3

96.0 77.9 82.7 83.7 96.0

最 低 22.1 31.5 18.2 29.0 18.2

平 均 63.6 63.5 39.0 54.1 61.0

源泉数 227 58 16 28 314

総 数 340 102 32 54 528

(資 料:A保 健 所)
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温 度
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(3)評 価 対象 不動 産 の状況

鉱 泉地 の 内容 は以下 の とお りで あ る。

掘 削時期:昭 和17年 頃

成 分:カ ル シウ ム ・ナ トリ ウム ・塩 化物 温 泉

湧 出 量:125㍑/分

温 度:54.4度

深 さ:250m

なお 湧 出量 は、立会者 の説明 で は平成8年2月 の揚 湯管 交換 に よ り毎 分200リ ッ

トル程 度 で あるが 、毎年2月1日 時 点でA保 健 所 が行 う調査 では 、毎 分49.2～2

40リ ッ トル と揚湯 管 の取 り替 え時 期 に よ り年 毎 に大 きな差 が生 じてお り、前 回交換

時 か ら今回 交換 時 までの最 近3年 間の 平均湧 出 量 は約125リ ッ トル で あ る。

3評 価

(方針)

(1)新 規 に掘 削す る ことを想定 して求 めた積 算価 格 、(2)A市 内の鉱 泉地 の取 引事 例 に

基 づ く比準 価格 、及び(3)固 定資 産評価 基 準 を準 用 して 求 めた価 格 を比 較検 討 し鑑 定評

価 額 を決 定 す る。

(1)新 規 に掘 削す る ことを想 定 して 求 めた積算 価格

1m当 た りの掘 削 費 を100,000円 と査定 し、次式 に よ り積 算価 格 を****

*32,500,000円 と試 算 した。

1m当 た りの掘 削 費 深 さ 諸経 費 積 算 価 格

100,000円 ×250m×1.3=32,500,000円

(2)A市 内 の鉱 泉 地 の取 引事例 に基づ く比 準価 格

A市 内に存 す る鉱 泉 地の取 引事 例 を比 準 して求 めた価 格 を比 較検討 し、比準価 格

を55,000,000円 と試算 した。(別 表① 参 照)
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(3)固 定資産 評価 基 準 を準用 して求 めた価 格

固定 資産評 価 基準 に基 づ き次 式の とお り63,000,000円 と査 定 した。

基 本 額 温泉 地 湧 出量 取 引 固 定資産 評価 基 準 を

指 数 指 数 倍 率 準用 して求 めた価 格

(注1)(注2)(注3)(注4)

3,600,000円 ×5.00×1.75×2.0=63 ,000,000円

(注1)

鉱 泉 地 の基本 価額 は、全 国の鉱 泉地 にお け る売 買実 例価 格等 か ら標 準的 な価額 を

自治大 臣 が定 め る もので、 平成8年 現在3,600,000円 であ る。

(注2)

温 泉 地指 数 は、温 泉地 ご とに利 用状 況 、交 通機 関の便 否 、温 泉旅館 の設備 の 良否

等 に よっ て温泉 地 の経済 的 ・社 会 的 な地位 を指 数化 した もの で あ り、A温 泉 は 、全

国最 高値 の*5.00で ある。

(注3)

湧 出 量指数 は 、固定 資産評 価基 準 で 、温 泉 の湧 出量及 び温 度 に よ り定 め られ た数

値 であ る。 当該温 泉 地 の湧 出量1.75に 、温度 補 正 に よる補正 率1.00を 乗 じ、

1.75を もっ て湧 出量指 数 と査 定 した。

(注4)

取 引倍 率 とは、固定 資産税 評価 額 と実 勢価 格 との格 差 をいい 、取 引事例 、評価 先

例 及 び精通 者 の意 見等 をも とに2.0倍 と査 定 した。

(4)試 算価 格 の調整 と鑑 定 評価 額 の決 定

以 上 に よ り

(1)積 算 価格32,500,000円

(2)比 準 価格55,000,000円

(3)固 定 資産 評価 基 準 を準用 して 求 めた価 格63,000,000円

の3価 格 を得 た が開差 が 生 じたの で、各 試算 価格 を客観 的 ・批判 的 に再吟 味 して鑑

定評 価額 を決 定 す る。

(1)の積算 価格 は新 規 に掘 削す るこ とを想 定 して求 めた価 格 で あ るが、評 価 対象 地 は

S県 温泉 保護 対策 要 綱 に よる温泉保 護 地域 内 に あ り、新 た な温 泉掘 削が認 め られず 、

既 存 の鉱 泉地 に認 め られ る希少 性 が的確 に反 映 され な い ため 、他 の価 格 よ りも低位 に

求 め られ た もの と思料 す る。
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(2)の価格 は市場 にお け る取 引実態 を反映 した 価格 で あ り、採用 事 例 が少 な く取 引時

点 もやや 古 い ものの 、個別性 ・市場性 を反 映 した実 証的 な価格 で あ る。

(3)の価格 は、課税 目的で 定 め られ た指 数 を基 に してお り地域 の実 情 を反 映 した価 格

であ る。た だ し、当該価 格 は比 準価格 が求 め られ る場 合 にお いて付 随的 に求 め られ る

価格 であ り、比 準価格 と比 較す る とそ の規範 性 はや や劣 る。

以上 の点 を踏 ま え、本件 で は鉱 泉 地 の希少 性 を反 映 し実証性 の 高い 比準 価格 を重 視

し、他 の価格 は参考 に留 め、鑑 定評 価額 を55,000,000円 と決 定 した。
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別表① 鉱泉地取引事例の比準価格

符 号12

取 引 事 例 地

の 説 明

所 在:A市***所 在:A市***

温 度:66.5℃ 温 度:54.7℃

湧 出量:75㍑/分 湧 出量:104㍑/分

取 引 時 点

① 鉱泉地取引価格

② 取 引 事 情

と 補 正 率

③ 時 点 修 正 率

④ 推 定 価 格

① ×② ×③

⑤ 湧 出 量 補 正

⑥ 温 度 補 正

地域 要 因格 差

⑦

と 修 正 率

⑧ 総 合 修 正 率

⑤ ×⑥ ×⑦

⑨ 鉱泉地標準価格

④×⑧

平成2年8月

104,000,000円

正常
100

100

45

100

46,800,000

湧 出量-9

100

91

温度+5

100

105

100

100

100

96

48,800,000円

平成3年2月

120,000,000円

正常
100

100

50

100

60,000,000

湧 出量-3

100

97

100

100

100

100

100

97

61,900,000円

付 属 資 料

(1)

(2)

(3)

評価対象不動産 の所在位置略図

同 公図写

同 現況写真

1葉

1葉

1葉

以 上
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6鑑 定評価額 と固定資産税評価額

番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

所在 ・都道府県

北海道

北海道

青森県

岩手県

福島県

群馬県

栃木県

神奈川県

神奈川県

静岡県

静岡県

静岡県

静岡県

静岡県

静岡県

静岡県

山 口県

山 口県

大分県

大分県

大分県

熊本県

価格時点

H9.9

H8.4

H7.6

H5.4

H5.2

H7.10

H5.12

H8.7

H8.3

H8.6

H8.6

H8.3

H7.12

H7.12

H8.8

H6.9

H9.3

H8.7

H4.11

H8.11

H9.1

H7.2

鑑定評価額(正 常価格)①

1,940,000

8,210,000

23,000,000

11,000,000

112,000,000

8,800,000

22,200,000

18,900,000

126,000,000

60,000,000

60,000,000

55,000,000

60,000,000

70,000,000

7,000,000

40,500,000

13,700,000

18,100,000

3,200,000

6,000,000

2,000,000

15,000,000

固定資産税評価額②

648,000

4,104,000

2,495,000

1,480,000

7,430,0001

864,000

4,440,000

2,457,000

25,200,000

45,000,000

18,000,000

131,500,000

27,000,000

36,000,000

8,640,000

6,707,000

4,140,000

5,490,000

1,820,000

4,540,000

1,390,000

9,720,000

①/②

2.99

2.00

9.22

7.43

15.07

10.19

5.00

7.69

5.00

1.33

3.33

1.75

2.22

1.94

0.81

6.04

3.31

3.30

1.76

1.32

1.44

1.54
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ゴ ル フ 場 の 評 価 に 関 す る 調 査 研 究
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1ゴ ル フ場の 評価 方 法 につ いて

(1)ゴ ル フ場 の評 価 の基 本 は、ゴル フ場 の 取得価 額 プ ラス造成 費 を基 準 と して求 める

こと とされ て い るが 、そ の後 の価 格 の変 動や 取得 価額 が不 明 な場合 に は、付 近 の 土

地 の価 額 か ら評 定 して求 め るこ とが で きる と評価 基 準で 定 め られ てい る。この付近

の土 地の価 額 の算 定方 法 につい て は、昭 和51年 度 の評 価替 えか ら通達 に よって 、

ゴル フ場 の取 得 に要 した費用 の額 を用 い る方 式(取 得価額 方 式)、 近 傍 の 山林 の 時

価 を用 い る方 式(山 林比 準方 式)、 近傍 の宅地 の評 価額 を用 い る方式(宅 地比 準方

式)の3つ の評価 方 法が 定 め られ てい る。

(2)全 国 の ゴル フ場 の数 は、平成9年 度調 べ で2,273(う ち11の ゴル フ場 につ

い ては複 数 の都府 県 にまた がっ て所在 して い るた め、 ゴル フ場 実数 は2,262)

で あ るが、用い られ てい る評価 方 法(注1)は 取得 価額 方式 に よ るもの228、 山

林比 準方 式 に よ るもの1,675、 宅 地 比準 方式 に よるもの132、 そ の他 の方 式

に よる もの238と な って いる。

*注1:見 込 と して調 査 した もの で あ り必 ず しも実績 では ない。

(3)こ れ らの ゴル フ場 の1㎡ 当た りの評価 額 を評 価方 法別 に比較 す る と、次ぺ ー ジの

とお り とな ってお り、同 じよ うに近 傍 の 土地 に比 準す る形 で あ りな が ら山林 比準 方

式 と宅 地比 準方 式 で は、9倍 以上 の 開差 が生 じてお り、ゴル フ場 の 土地 の財 産価 値

と して見 るには 、あま りに も近傍 の 土地 の価格 水 準 に引 き寄せ られ た価 格差 とな っ

てい るの で 、見直 すべ きでは ない か との意 見 が ある。

(4)そ こで、当研 究 委員 会 で は、ゴル フ場 に係 る平成9年 度 評価(見 込)状 況 調査 等

を基 に、問題 意識 の共 有化 を図 る と ともに、新 た な視 点 か らの評 価方 法 の 見直 しに

つい て一 定期 間 をか けて検 討す る もので あ る。
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2ゴ ル フ場 に係 る平 成9年 度評 価(見 込)状 況 調査 総括表

都道府集
取得価額方式 山林比準方式 宅地比準方式 その他の方式 合計

1北海道

2青 森

3岩 手

4宮 城

5秋 田

6山 形

7福 島

80

5

5

8

1

749

687

505

1,040

1,307

75

11

18

32

10

2

61

958

1,027

937

1,481

756

1,403

1,441

5

4

1

1

4,104

11,361

4,531

1,201

12

1

2

4

1,443

750

746

1,002

172
11

24

38

16

15

62

986

1,027

877

2,482

913

1,089

1,439

8茨 城

9栃 木

10群 馬

12千 葉

13東 京

14神 奈 川

3

1

1

1,817

6,500

1,133

114

122

65

40

145

34

1,847

1,650

1,478

4,675

3,170

6,867

1

2

4

1

16

16

8,670

5,149

21,625

20,400

49,415

37,044

7

2

26

1

3,546

1,004
11,171

85,260

122

127

67

71

146

18

50

2,001

1,709

1,464

8,035

3,288

48,724

16,523

15新 潟

16富 山

17石 川

18福 井

8

4

1,772

2,043

28

17

19

7

1,397

1,267

1,929

1,805

1

1

1

1,320

6,180

3,000

10

4

1,430

1,708

47

17

24

12

1,466

1,267

2,125

1,872

19山 梨

20長 野

21岐 阜

22静 岡

23愛 知

24三 重

8

8

1

18

3,047

2,041

3,610

1,925

20

60

61

85

47

41

1,976

1,633

2,310

2,124

4,515

3,681

4

8

3

7,619

11,536

5,357

7

15

3

1

10

3,250

3,163

2,653

2,758

2,355

35

60

88

88

57

72

2,475

1,633

2,672

2,142

5,454

3,128

25滋 賀

26京 都

27大 阪

28兵 庫

29奈 良

30和 歌 山

1

2

1

2,476

2,383

3,450

38

20

13

115

22

14

3,129

5,362

8,010

4,980

3,111

2,255

1

19

5

6

2

17,300

34,093

8,136

12,173

,5,701

12

11

31

4

7

5,387

7,893

4,359

2,815

2,725

39

33

43

153

33

23

3,493

5,284

19,505

4,923

4,733

2,698

31鳥

32島

33岡

34広

35山

取

根

山

島

口

4

1

1

1

880

1,388

1,873

1,272

12

9

41

47

31

1,022

1,298

974

1,659

1,576

1

1

2

4,944

28,800

10,461

5

8

4,845

4,877

17

9

48

48

42

1,219

1,298

1,966

1,664

2,620

36徳

37香

38愛

39高

島

川

媛

知

9

5

10

1,317

978

1,787

6

17

8

3

1,156

1,329

1,094

4,233

5

2

2

13,427

19,356

6,793

12 3,649

15

22

27

15

1,253

4,078

3,561

2,944

40福

41佐

42長

43熊

44大

45宮

岡

賀

崎

本

分

崎
46鹿 児 島

47沖 縄

4

9

2

4

2

9

6

6

3,477

1,958

1,410

1,748

888

1,254

886

1,632

42

2

18

39

21

13

22

8

3,326

1,642

1,316

1,381

1,241

1,607

1,146

1,284

6

2

1

1

1

1

5

23,691

7,400

19,840

24,866

2,646

1,561

7,662

14

9

4

1

15

8,686

2,415

2,795

960

3,465

66

20

22

48

25

23

29

34

6,324

2,132

1,878

1,914

2,146

1,514

1,106

3,245

合 計 228 1,372 2,456 22,263 4,971 3,761

(注)1合 計 の1㎡ 当た り評価額 の欄 は、各評 価 方式 ご とに該 当す るゴル フ場 に係 る1㎡

当た り評 価額 を加 重平 均 した もの であ る。

2ゴ ル フ場 総 数2,273の うち11の ゴル フ場 につい て は複 数 の都道 府 県 に また がっ て

所在 してい るた め、 ゴル フ場実数 は2,262で あ る。
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ゴル フ

場数

1㎡ 当た り

評価額

(円/㎡)

ゴル フ

場数

1㎡ 当た り

評価額

(円/㎡)

ゴル フ

場数

1㎡ 当た り

評価額

(円/㎡)

ゴルフ

場数

1㎡ 当たり

評価額

(円/㎡)

ゴルフ

場数

1㎡ 当た り

評価額

(円/㎡)

1 1埼 玉

1,675 132 238 2,273



3現 行 の評 価方 法 に対 す る地 方 団体意 見

現行 の ゴル フ場 の評 価 方法 につい て地方 団 体 か ら寄せ られ た主 な意 見 は次 の とお りで

あ った。

(取得価 額 の算 定方 法 につ いて)

○ 近傍 開発 山林 の 売買実 例 が乏 しく価 格 の評 定 に苦慮 してい る。

(全国的 な意 見)

(造 成 費 の算 定方 法 につ いて)

○ ゴル フ場 の評価 につい て は、造成 費 の算 出 は建 設 時な ら ともか く、それ 以 降の算

出 は不可 能 と思 われ る。評 価 の算 定 の しか た を考 え る必要 が あ り、市町村 の担 当者

が 困 らない算 式 を考 えて い ただ きたい。(愛 知県)

○ 平均 的 な宅地 の造 成費 が実 態 と合 わ ない と思 う。(島 根 県)

○ 通達 に示 され た 平均的 造成 費(丘 陵 コー ス940円/㎡ 、林 間 コー ス790円/

㎡)は 実状 よ りも低 す ぎ る。(福 岡県)

(位 置 、利 用状 況 等 に よる補正 につ い て)

○ 位 置 、利 用状 況等 によ る補 正 の具 体的 手法 が明 示 され てい ない が 、その手 法 、内

容 につい て統 一化 ・明確 化 して欲 しい。

(秋 田県 、 千葉 県、長 野 県 、静 岡 県 、香川 県)

(評 価 方 法 につ い て)

○ 相 続税 評価 にお いて鑑 定評価 を導入 して い るゴル フ場 が あ るが 、固定 資産税 評価

よ りも安 くな って い る。評 価 の均衡 の観 点 か ら鑑定 評価 を導 入す べ き では ない か。

(東京都)

○ 開発 を 目的 と した近傍 山林 の売 買実例 価格 を求 める際 、近 隣に適 当な売 買実例 が

ない場 合 が多 い ため算 定根拠 を鑑 定 評価 に求 めた ら ど うだ ろ うか。

(北海 道 、岩 手 県 、群馬 県 、神 奈川 県 、岐阜 県 、静 岡 県、三重 県 、'京都府 、大 阪府 、

兵 庫 県、奈 良県 、 山 口県 、高知 県 、熊本 県)

○ ラ ンク(位 置 、利 用 状況 等 か ら設 定)付 け に よって課税 す るな ど、新 たな視 点 に

よる評 価 方法 に変 更す る こ とが でき ない か。(千 葉県 、熊 本県)

○ 現 在 の評価 方 法 は 「山林比 準方 式 」+「 平均造 成費 」に よ り行 ってい るが 、ゴル

フ場 とい う特 殊 な 土地 につ いて 山林比 準方 式 で は低 す ぎ る と思 う。(長 野 県)

○ 上昇 率が あれ ば 明示 して欲 しい(造 成費 等 の平均 上昇 率等 が あれ ばそ の率 を 旧評

価 額 に乗 じる な ど評価 方 法 を簡 素化 した い)。(岐 阜 県)

○ 鉱 泉 地 の評 価 方 法 と同 じよ うに 、基 本 価額 に 「ホール 数」 「入場 者数 」「料 金」な

ど客観 的 な数値 で表 せ る指数 を乗 じるよ うな方法 は で きない ものだ ろ うか。

(栃木 県 、 山 口県)
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○ ゴル フ場そ の もの は全 国 どこで もあ ま り変 わ らない もの と思 われ 、統 一価格 を設

定 して欲 しい。(熊 本 県)

4現 行 の評 価 方法 に対す る土地研 究委 員会 意 見

現行 の ゴル フ場 の評 価方 法 につ い て 当研 究委員 会 で な され た議 論 の うち 、主な意 見 は

次 の とお りで あ った。

(現行 の評 価方 法 の問題 点等)

○ 固 定資産 評価 に用 い られ てい る ゴル フ場 の造成 費 には、期 間 の概念 と利 益 の概 念

が欠 落 してい る。

○ 宅地 か らアプ ロー チす る と解散 価値 の よ うな元 々 ゴル フ場 と してや って い くの は

お か しい とい う潜 在 的な もの を ゴル フ場経 営者 は考 える こ とにな る。収益 的 なア プ

ローチ もゴル フ場 の評 価 の 中に取 り入れ ていか な けれ ばな らな いの かな と感 じる。

○ 市街 地近郊 ゴル フ場 の通 達 の式 の 中で、潰 地 を除 く割合 が60%と あるが 、これ

はほ ぼ適 正 で ある。

○ 同一 規模 の 山林 の宅 地造成 に係 る費用 が8,950円/㎡ とあ るが、一概 には い

えない ものの、感 覚的 には半分 に もい かな い とい う感 じで あ る。

○ 市 街 地近郊 の ゴル フ場 につ いて は、実 際 は宅 地 等他 の 目的 に利 月 され る もの な の

で 、 ゴル フ場 を造成 す る費 用 は加 算 しな くて もよい の では ない か。

○ 現 在 の評価 手法 を決 める時 には 、小 金井 カ ン トリー 、飯能 カ ン トリー 、一 の宮 カ

ン トリー とい う3つ の代 表的 な ゴル フ場 の ロケー シ ョンの違 い等 を総合 的 に検 討 し

決定 してい る。そ の辺 の事実 関係 だ けは 、や は りも う一度 ス ター トライ ンに置 く必

要 が あるの では ない か。

○ 通達の評価方法は、山林比準にするのか宅地比準にするのかの基準が非常に難 し

い。 しか も、山林 比準 に した場合 と宅 地 比準 に した場合 で、天 と地 の違 いが あ る よ

うな ところで、 二者 択 一み たい にす るのは い ろい ろ問題 が ある。

○ 鑑 定評価 の観 点 か らの問題(期 間 の概念 の欠 落)が 修 正 され れ ば、宅 地比 準方 式

の考 え方 自体 は 間違 ってい ない。

○ 宅 地 造成費 につ い て、道路 の 築造 費や 上 ・下水道 等 の施設 に伴 う費用 も含 めれ ば

市街 地 に隣接 す る ゴル フ場 間の 開差 は多少 近 づ くので は ないか 。
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○ 宅 地造成 費 に期 間 の概 念 が導入 され てい ない こ とか ら実態 よ りも低 くな ってい る

ので はな いか。

○ 「近傍 」の範 囲 が不 明確 で あるの で、 も う少 し数 値 的 に導入 して、で きるだ け格

差 を是正 す る方 向 に近づ け るべ きで はな い か。

○ ゴル フ場 とい うのが 自由 に他 の用 途 に転換 で き る ものな のか否 か とい った 、土地

に対 す る公 的規制 を考 慮 した上で評価 す るこ とが基本 的 な 問題 と して あ るの で はな

い か。

○ 結 局の とこ ろ、問題 とな ってい るの は大都 市近郊 の宅 地比 準方式 で評 価 してい る

ゴル フ場 だ と思 う。そ こで どの よ うな調 整 の仕方 が あ るのか に焦点 を絞 って検 討 し

てい く必要 が あ るの で はない か。

○ 現 行 の通 達 にお いて は 、潰地 以外 の 土地 の割合 を6割 と してい るが 、100ha前 後

の大 規模 な 開発 の場合 には道 路 の作 り方 が異 な る とか 、学校 用地 等 が必要 にな って

くる といっ た こ ともあ るの で、5割 程 度 が潰 地 以外 の 土地 の 目安 とな るので は ない

か。

○ 宅地造 成 費 を調べ た こ とが あ るが 、地域 的 にか な り違 い が ある。宅地 比準 の方 は 、

そ の辺 が考慮 され てい ない。造成 費の部 分 を考慮 す れ ば、山林 比準 との開差 を近づ

け るこ とはで き る と思 う。

(鑑 定 評価 の活 用 につ い て)

○ 鑑 定評 価 の場 合 は部 分 的 にそれ ぞれ宅 地 、山林 か ら比準 した り、収益 還元 的 な考

え方 で行 って い るが 、固定 資産 税 の場合 は あま り細 かい 手法 はな じまな い。

○ 相続 税評 価 にお い て は、既 に ゴル フ場 の鑑 定評 価 とい うのは公認 され てい る。

○ ゴル フ場 と しての継 続使 用 を前提 と して収益価 額 をみ ざる を得 ない となれ ば 、通

常鑑 定の方 法 で はな く、いわ ゆ る暖簾 まで含 めた 中で の収 益価 額 を 出す方 法 が適 当

で はない か。

○ 個 々 の土地 ご とに収 益 額 を算 出 しだ した らき りがな い。個別 の ゴル フ場 ご との も

ので は な く、通 常の ゴル フ場 と して利 用すれ ば、どれ 位 の収 益 が あが るかに着 目し、

それ を資本 還 元 した ら ど うか とい うこ とだ。

○ 収 益還 元法 、造成 原価 、素地 に還元 してみ る場合 、これ らの3種 類 の価 格 を勘 案

して決 めて い く方 法 が ゴル フ場 の鑑 定評価 の手 法 と して適 当では ない か。
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○ 鑑 定評価 に もい ろい ろな手法(取 得価 格方 式 、原価 法 、収 益還 元法)が あ り、基

準 の ゴル フ場 の価 格 を求 め るにあた っ て採 用 され た手 法 に よ り、他 の ゴル フ場 に比

準す る際 の項 目を使 い 分 けてい かな けれ ば な らない複雑 さが あ る。

(そ の他)

○ 登記 簿 上 の地 目(雑 種 地)か ら離れ て、ゴル フ場 を新 しいカ テ ゴ リー と して位 置

付 けた ら ど うだ ろ うか。

○ ゴル フ場 の売 買実例 が ほ とん どな い現状 では 、収 益還 元的 な評 価方 法 で あ る程 度

納 得 が得 られ るよ うな手 法 を確 立す るの で あれ ばそれ も一 つ の方 法 で はな いか。

○ 周辺 の宅 地 の上昇 率 と比較 す るの で はな く、ゴル フ場 は ゴル フ場 と して比較 しバ

ラ ンス を とってい く方法 もあ るので はな いか。

○ 解 散価 値 とい うか売却価 格 を に らんで資 産価 値 と して課 税 す るのか、それ とも普

遍 的 な業 界 の収 益 の よ うな もの に着 目す るの か非 常 に混 乱 して い る ところ であ る。

○ ゴル フ場 の収 益価 額 を求 める とい うこ とになれ ば、地域 的 な格 差 とい うの は埋没

して しま うの では ない か。

○ ゴル フ場 の収 益性 を重視 して課税 す る ことは非 常に難 しい 問題 で あ る。現在 の評

価 手法 を定 め る時 に も議論 され て い るが、土地 の資産価 値 に応 じて課税 す る とい う

固 定資産 税 の根 幹 に触 れ る よ うな 問題 も出て くるので はない か。

○ どれ だけそ の土地 が収益 を生 むか とい うこ ととその 土地が いか な る利用 であれそ

れ が持 って い る価 額 と合 わせ て、そ こか ら税 制,として もって い くとい うこ と 自体 に

無理 が あ る。 イ タ リアで は、そ の両者 を別個 の税 目で地方 税 と して とっ てい る。

○ 鉱 泉地 と同様 に基 準 とな るゴル フ場 の価格 を定 め、ゴル フ場 指数 の よ うな格差 率

を乗 じて評 価 額 を求 め る方 法 は ど うだ ろ うか。

○ 仮 に ゴル フ場 につ いて指数 化 す る とな った場合 には、行政 と して何 を も とに判 断

すべ き なの か格付 けす る要 素 の選 定 が難 しい と思 う。また 、どの程 度 の範 囲 を同一

需 給 圏 とみれ ば よい のか難 しい と思 う。

○ 土 地 の評 価 とい うのは基本 的 に ロケー シ ョンの違 い によって価額 が決 ま って くる。

ゴル フ場 だ けで な く、他 の施設 で も都 市近 郊 の もの は高い とい うのが実 状 では ない

か と思 う。

○ ゴル フ場 の周 りに農 地 あ り、宅 地 あ りとい っ た場合 に、各 々 の地 目の接 地割 合 に

よって加 重 平 均価 格 を求 めて評価 す る とい うの は ど うだ ろ うか。

○ 各都 道府 県 ご とにい くつ か類似 地 区的 な もの を分 けて、そ こに基 準の ゴル フ場 を

設 定 し、 そ の鑑 定評 価 額 を も とに比準 して い く方 法 とい うの は ど うだ ろ うか。
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5ま とめ

ゴル フ場 の評 価 方法 の 見直 しについ て は、各委 員 か ら多 くの提 言 と指摘 がな され たが

最 終的 な結 論 を導 くまで に は至 らな かっ た。ただ し、大都 市 近郊 に所 在 してい る ゴル フ

場 の評価 が もっ とも問題 となって い るの だか ら、この問題 に焦点 を絞 って検討 して い く

必 要性 につ いて は委員 間 に見解 の相 違 は なか った ところ であ る。

したが っ て、今 後 の見 直 しの方 向 と しては 、通達 で示 され て い る3つ の評価 方 法 の う

ち、宅 地比 準 方式 につい て次 の よ うな検討 を し、よ り実 態 に即 した評 価方 法 と して い く

こ とが 当面 の対応 と して現 実的 で はない か との意 見が 多 かっ た。

① 潰 地 を除 く土地 の割合

② 宅 地へ 造成 す るた めの費用 を算 出す る際 の期 間 ・利 益 の概念 の 導入

③ ゴル フ場 の コー ス に係 る造 成 費用 を加 える こ との是 非

また 、各都 道府 県 ご とにい くつか類 似 地 区的 な もの を分 けて、そ こに基 準 の ゴル フ場

を設 定 し、その鑑 定評 価 額 を も とに比準 して い く方 法や ゴル フ場 の周 囲の 土地 につ い て

地 目別 の接 地割 合 に よっ て加 重 平均価 格 を求 め、それ に よっ て ゴル フ場 を評 価す る方法 、

あるい は収益 的 な 面か らのア プ ロー チ等 を採 用 して は ど うか とい った意 見 もあ り具 体的

な ゴル フ場 の評 価 事例 の調 査 を行 うこ と等 に よ り、今 後 引 き続 き検 討 してい く必要 が あ

る と考 え る。
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(参 考)

○ 現行 の ゴル フ場 の評価 方法

1ゴ ル フ場等 用 地 の評価 単位 及 び範 囲

ゴル フ場 は、建 物 の敷 地 を宅地 と して評 価 す る こ とが適 当 であ る と して 区分す る場 合

を除 き、通 路 、駐 車場 、 コー ス部 分 、練 習 場 、ア ウ ト ・オ ブ ・バ ウンズ等 の部 分 を含 め、

そ の全部 を一団 と して、 ゴル フ場 用 地 と して評価 す る。

2評 価 の基本(評 価基 準)

① 原則

( ゴルフ場用地の取得価額 + ゴルフ場の造成費 )×

位置 ・利用状況等に
よる補正

② 取得価額等の価格事情に変動等があるとき
( 付近の土地の価額 + 最近における造成費 )×

位置 ・利用状況等に
よる補正

3通 達 に よる評価 方法

① 取得に要した費用の額を用いる場合

ゴルフ場の取得に 宅地の評
×

要した費用の額 価割合
+

ゴルフ場の 宅地の評
コースに係 ×

る造成費 価割合
×

位置 ・利用
状況等によ
る補正

② 取得に要 した費用の額を用いない場合(山 林比準)

ゴルフ場の近傍の 宅地の評
×

山林の時価 価割合
+

ゴルフ場の 宅地の評
コースに係 ×

る造成費 価割合
×

位置 ・利用
状況等によ
る補正

③ 取得に要 した費用の額を用いない場合(宅 地比準)

+ 同上 × 同上

宅地開発要綱等の
実情に応 じ変える
ことも可

8,950/㎡

を 基準に

算定

造成費が不明の場合
丘陵コース980円/㎡ 地 宅地の
林間コース820円/㎡ ×積 ×評価割合

4用 語 の 定義

「ゴル フ場 の取得 に要 した費用 の額 」:取 得 費用 か ら立木 の価格 、補償 費 、登記 費用

及 び公 租公 課 を除 いた もの。

「ゴル フ場 の コース にかか る造成 費 」:コ ー スの造 成 に必要 不 可欠 な コー ス設計 費並

び に直接 工事 費 の うち伐採 工事 、伐根 処 理工

事 、表土採 集敷 均 し工事 、切 盛 土 工事 、造成

工事(テ ィー グ ラン ド、フ ェア ウェイ 、 ラフ、

バ ンカー及 びパ ッテ ィ ング ・グ リー ンに係 る

造成 工事)、 測量 工 事 及 びヘ ビー ・ラフ整 地

工事 に係 る経 費 の合 計額 。

「宅 地 の評価 割合 」:当 分 の間7割 とな る。

「潰 地以 外 の土 地」:ゴ ル フ場 用 地 を宅地 に造成 す る と した場 合 、公 共用 地 そ の他 の

用途 に供 され る こ とが見込 まれ る土地以 外 の土地 。

「山林 の時価 」:当 該 ゴル フ場 に近 隣す る開発 を 目的 と した 山林 の現 実 の売 買価額 を

基礎 とす る価 額 で、 不正 常要 素 を除 いた もの。
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○Y市 にお けるゴルフ場の評価方法の実例
ゴ ル フ 場 用 地 に 係 る 評 価 方 法 一 覧

当
該

土

地
の

取

得
価

額

①

取得金額がわかる場合

①-1

価額に変動があ

る場合や取得価
格が不明の場合

下記以外 の もの

①-2

周辺 の大半が宅

地化 され てい る

もの

①-3

ゴ ル フ 場 の 造 成 費

②

位 置 ・利用状 況等に よる補 正

③

評 価 基 準 等
ゴル フ場 等用地の取得価額 に評価割合0.7を 乗

じた額

開発 を 目的 とした近傍 の山林の売買実例価格 を基

準 として求めた額 に評価割 合0.7を 乗 じた額

近傍 の宅 地の1㎡ 当た り評価額 にゴル フ場の地積

を乗 じて,さ らに潰地以外 の土地の割合 を乗 じた

額 か ら同規模 の山林 か ら宅地 に造成す る際の造成

費 を控除 した額 に評価割 合0.7を 乗 じた額

ゴル フ場の コー スに係 る造成費 用か ら償却 資産 と

して課税客体 になる費 用 を除い た額

ゴル フ場の年 間の利 用状況 に応 じて必要 に応 じて

適用 す る増価 ・減価 率

Y市 の 算 出 方 法

標準 ゴル フ場 に係 る価 額(基 準 に定 めたいずれ か

の方法 に よる価額)か ら,各 ゴル フ場 ご とに 「ゴ

ル フ場 用地価格 比準表」を適用 して求 めた価額 に

評価割合0.7を 乗 じた額

標準 ゴル フ場 に係 る造成見積 を基礎 に時点修正 し

て求 めた造成 費(基 準に定 めた項 目部分 のみ)か

ら,各 ゴル フ場 ご とに 「コー スに係 る造成費比 準

表」を適用 して求 めた造成費 に評 価割合0.7を

乗 じた額

各 ゴル フ場 ご とに 「ゴル フ場 の品等 比準表」(個

別 的要因)か ら算出 した補 正率 を適 用す る

(注):Y市 におけ るゴル フ場 の評価額 は、鑑 定士 による鑑 定評価結 果 を基礎 に算 出 してい る。

計 算 式

[固定資産評価基準]
① ② ③

原則

①-1

①-2

①-3

ゴ ル フ 場 用 地 の 取 得 価 格 + ゴ ル フ 場 の 造 成 費 ×位置利用状況による補正

ゴルフ場用地の取得
に要した費用の額

×
宅地の評価割合

(0.7)
+

ゴルフ場のコース

に係 る造成費
×
宅地の評価割合
(0.7)

×位置利用状況による補正

ゴルフ場の近傍
の山林の評価 ×

宅地の評価割合

(0.7)
+

ゴルフ場のコース

に係 る造成費
×
宅地の評価割合

(0.7)
×位置利用状況による補正

ゴルフ場の近

傍地の評価額
(1㎡ 当 り)

×地積 ×
潰地以外の
土地の割合
(60/100)

-

同一規模の山
林の宅地造成
に係る費用

×
宅地の
評価割合
(0.7)

+
ゴルフ場のコース

に係 る造成費
×
宅地の評価割合

(0.7)
×位置利用状況による補正

[Y市 の場合] 8,950円/㎡(H9基 準年 度) 丘 陵コース980円/㎡ 林 間コース820円/㎡(H9基 準年 度)

標準ゴルフ場に係る
山林ベースの宅地価格

×
「ゴルフ場用地価格比

準表」による格差率
×宅地の評価割合

(0.7)
+ 標準ゴルフ場に係る造成見積 ×「コースに係る造成費×宅地の評価割合
から時点修正して求めた造成費比準表」による格差率(0.7)

× 「ゴルフ場の品等比準表」

に よ る 格 差 率
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ゴル フ場 品等比 準表 につ いて
Y市 にお ける ゴル フ場 用 地 の評価 に あた って は 、市 内 に所 在 す る ゴル フ場 につ いて それ ぞ れ個 別 に算 定 す る方法 を と らず 、

各 ゴル フ場 が一 つ の近 隣 地域 に所在 す る もの と見 な したた め 、評価 対 象 ゴル フ場 の うち一 つ の価 格 が算 出 され れ ば、 そ の他
のゴ ル フ揚 の価 格 も価 格 形成 要 因 の格 差 を踏 ま えて 比 準計算 で き る と判 断 した。 また 、比 準 計算 の基 とな る比 準表 は、 素地

価格 に係 る比準 計 算 に使 用す る 「ゴル フ場 用 地価 格 比準 表(素 地価 格 比 準表)」、造成 費 に係 る比 準 計算 に使 用す る 「コー ス
に係 る造成 費比 準表 」 及 び各 ゴル フ場 の個別 補 正 に使用 す る 「ゴル フ場 の品等 比 準表 」 の3種 の比 準 表 を作成 した。

実際 の評 価 で は、造 成 費 の明 細 が明 らか な 「Aカ ン トリー ク ラブ」 を標 準 ゴル フ場 と して選 定 し、 当該 標 準 ゴル フ場 の 素
地価 格 及 び造成 費 に つ いて鑑 定 評価 を行 い 、それ ぞれ の価格に 比 準表 に よる格 差 率 を乗 じる方法 に よ り、評価 対 象 ゴル フ場
の評 価 額 を算 出 して い る。

1ゴ ル フ場用 地価 格 比 準表(素 地価 格 比 準表)
ゴル フ場 用地(素 地)の 価 格 形成 要 因 は 、 ゴル フ場 を開設 す るに あた って 用地 を取得 す る際 の価格 形 成 要 因 につ い て 、 国
土庁 監 修 の 「土 地価 格 比 準表 」 を参 考 に した。

条 件 ・ 項 目

交 通 接 近 条 件
都 心 との距離及び 通施 設の状態
周辺街路 等の状態
小計
環 境 条 件
日照 ・温 度 ・湿 度 ・風 向 等 の 気 象 の状 態

眺望、景観等の 自然的環 境の 良否
供給処理施設の状態
周辺既存 地域の性格 、規模等
市街化進行の程度
都市の規模及び性格等
嫌 悪施 設等の有無
災害発生の危険性
小計
造 成 条 件

造成の難易及び必要の程度

ゴル フ場 と して の有効 利用 度

小計
行 政 的 条 件
土地の利用 に関す る公 法上の規制 の程度
そ の 他
上記以外の特 別 に必要 あ りと認 めた項 目

合 計 格 差 率

内 訳

人 口、財政 、福祉 文化教育施設
変 電 所 、 ガ ス タ ン ク 、 汚 水 処 理 場

洪 水 、 地 滑 り、崖 崩 れ 、 高 潮

地勢 ・地質 ・地盤 の良否 、切盛 土量
土砂運搬距離 、重機搬 入使用 の難 易

規制の影響度を比較

内 訳

人 口、財政 、福祉 文化教育施設
変 電 所 、 ガ ス タ ン ク 、 汚 水 処 理 場

洪 水 、 地 滑 り、崖 崩 れ 、 高 潮

地勢 ・地質 ・地盤 の良杏 、切盛 土量
土砂運搬距離 、重機搬 入使用 の難 易

規制の影響度を比較

格 差 の
適 用 範 囲

+2.5～-2.5

+1.5～-1.5

+1.5～-1.5

+2.0～-2.0

+1.5～-1.5

+3.0～-3 .0

+3.0～-3.0

+2.5～-2.5

+1.0～-1.0

+1`0～-1.0

+10.0～-10.0

+10.0～-10.0

+5.0～-5.0

+5.0～-5.0

AC.Cを 基準 とした場合 の格差

B

C.C

C

C.C

D

C.C

E

C.C

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100

100

0

+1.0

+1.0

0

+1.0

0
-3 .0
-3 .0

0

0

0
-5 .0

0

0

0

0

0

96

100

0

0

0

0

0

0

0

+1.0

0

0

0

+1.0

-4 .0

0
-4 .0

-2 .0

0

95

100

0
-1.0

-1 .0

0
-2 .0

0

0

+1.0

0

0

0
-1 .0

-5 .0
-3 .0
-8 .0

0

0

90

100
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2コ ー ス に係 る造成 費 比準 表

コー ス に係 る造成 の難 易 は、 投 下量 の観 点 か らす る と、 素地 価格 の算 出 にお い ては減 価 要 因 とな るが 、造成 費 の算 出 にお

い ては増価 要 因 とな る もので あ るの で、 その 関連 性 を重 視 して本 表 を作成 した。

なお、 造形 や 張芝 に係 る造 成 費部 分 は 品質 の観 点 と して 、 ゴル フ場 の品 等格 差 の項 目に織 り込 まれ る こ ととな るた め 、本

表 では、 実質 の投 下 費用 額 そ の もの の比 準の み で差 し支 えない もの と考 え られ る。

AC.Cを 基準とした場合の格差

条 件 ・ 項 目

実際投下費用

3ゴ ル フ場 の 品等 比 準表

前1.2に お い て比 準 した項 目は 、 ゴル フ場 自体 の 立地 条件 か ら判 断 され るもの で あ るが 、利 用 開 始 後 の対 象 ゴル フ場

の利用 状 況及 び 品等 につ いて も、そ の評価 額 に影 響す る と考 え られ るた め、本 表 を作成 した。

AC.Cを 基 準 と した場合 の格 差
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B

C.C

C

C.C

D

C.C

E

C.C

100

100

100

100

130

100

135

100

項 目

コー スの地勢 ・地質、 レイ ア ウ トの 良否

コースの整備 ・管理 状態

クラブハ ウス等付属 施設の状態

会員の状況

利 用の状況

収 支の均衡状態

そ の他

合 計 格 差 率

内 訳

全体の傾斜度 、池、保護 山林
コース距離 ・コース幅

グ リー ン、バ ンカー等の配置状 況

芝付 きの状態や手入 れ

散水施 設の 良否等

位置 、適正規模 、使 い良 さ

保守状 況等

入会 資格 、会員 の社 会的階層

会員数 の適正

利用者数 及び メンバ ー とビジターの

利用比 率、繁閑の程度 、利用料金等

経営 の安 定度、合理化 の程度等

人気 、知名度 、会員権相 場等の比較

格 差 の
適 用 範 囲

+5.0～-5.0

+3.0～-3.0

+2.0～-2.0

+5.0～-5.0

+3.0～-3.0

+3.0～-3.0

+3.0～-3.0

B

C.C

0

0

-1 .0

-2 .0

0

-3 .0

-1 .0

93

100

C

C.C

+2.0

+2.0

-2 .0

+3.0

-1 .0

-1 .0

0

103

100

D

C.C

-2
.0

0

-1 .0

-2 .0

+1。0

-1
.0

-2
.0

93

100

E

C.C

-3 .0

-1 .0

-1 .0

-5 .0

+2.0

-1 .0

-3 .0

88

100



○ 事業規模別の土地利用面積構成比等

公共公益施設整備の負担の重さ

新規供給開発事業における開発 面積 の4割 強が公共公益施設用地 と

なってお り、その整備負担は、大規模開発 ほ ど重い。(図 表25)

(図表25)事 業規模別 土地利用面積構成比

100(%)

1.0㌶ 未満

5.0㌶ 未満

20.0㌶ 未満

20.0㌶ 以上

全事業平均

81.6

68.7

60.8

57.3

58.0

12.1

0.1 1.3 3.1

20.5

1.7 2.7 2.4

21.2 8.8

3.4 3.1

20.6 12.3

3.2 3.0

20.6 11.8

宅 地 教育施設 集会所 ・ 道 路 公園 ・ 河川 ・ その他
官公庁等 緑地 水路

資料:建 設 省 「不 動産 業総合 調査(住 宅 ・宅 地編)」(平 成6年 度)

事 前 協議 ・開発許 可 期 間 の推移

対象9団 地 の事 前 協議*に 要 した平均 期 間 は38.7ヶ 月で あ り、

最 長 は125ヶ 月 で あ った。 同 じく、開発 許 可 に要 した 平均 期 間 は

10.5ヶ 月 、最 長20ヶ 月 で あ った。

なお 、昭 和48年 度 か らの事 前協 議 ・開発 許 可期 間 の推 移 は 、表

-13の とお りで ある。

表-13事 前協 議 ・開発 許可 期 間 の推 移

事 前協 議期 間項 目

(ヶ月)

開発 許 可期 間

(ヶ月)

年度 平 均 最 長 平 均 最 長

団 地 面積

(ha)団 地数
(団地)

平 均

48 10.6 22 7.7 27 26.0 18

50 28.6 43 13.2 25 16.0 6

51 22.9 43 8.4 11.7 7

52 34.0 8.2 18 31.2 10

53 21.7 46 10.7 24 14.4 6

54 14.8 47 5.8 28 7.5

55 19.8 70 10.3 36 13.4 10

56 16.1 81 7.6 14 14.1 9

57 9.8 24 2.9 8 4.3 7

58 40.9 6.7 15 9.8 8

59-60 30.4 50 9.6 21 30.3 7

61 59.0 9.4 20 27.2 5

62 43.7 9.5 22 39.0 4

63～2 43.8 6.8 12 30.0 6

3 22.0 8.0 15 20.2 6

4～6 38.7 10.5 20 35.1 9

*事 前協 議 の始 期 は 、 口頭 を含 む 実質 的 協 議 の開 始時 と

して い る。

11
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0 20 40 60 80 100(%)

0.1 0.3 0.8 0.9

0.7

2.4

1.9 1.4

2.0 1.4

19

56

11

142

50

111

146

128

52

125



事業期 間及 び事 業 スケ ジ ュール

用地買収

事前協議

開発許可

造成工事

販 売

事前協議 開発許可

*販売は均等分割

用 地 買 収

事 前 協 議

開 発 許 可

造 成

販 売

事前協議 開発許可

竣
工

2ヶ 月

検査

済

4ヶ 月

(注 造成費は毎月末出来高払。販売は毎月均等分譲)

(1) (2) (3) (4) (5) (6)

転換後 ・造成

後 の 更 地 を

想 定 した 価

格(円/㎡)

123,000

81,082 24,690 2,759

27,449

2,745
6,487

(8) (9) (11)(10)
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事業年度 初年度 2年 度 3年 度 4年 度 5年 度 6年 度 7年 度 8年 度

事 業 年 度 初 年 度 2年 度 3年 度

有効宅地化

率を乗 じた

価格

造成工事費 開発負担金
対投 下資本収 益

{(3)+(4)}×np

販 売 費及 び
一般管理 費

{(2)× α}

(1)×
6592

100

n=10

p=0.01

(7)

α=0.08

差 引 額
(2)

〔(3)+(4)

+(5)+(6)〕

44,401

対投下資本(土地)

収益等控除後の価格
1

1+n1p

34,688

1n=28

p=0.01

1

1.28

熟成度修正率
1

(1+r)N

100

100

個別的要因の

比 較

100

100

試 算 価 格

(7)×(8)×(9)×(10)

34,688円/㎡

≒35,000円/㎡

-



建 築規 制 の あ る土 地 の評 価 に関す る調 査研 究
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1建 築 規 制

不 動 産 の 価 格 を 形 成 す る要 因 の う ち行 政 的 要 因 、 特 に 土 地 の 利 用 に 関 す る規 制

は 土 地 価 格 に 影 響 を 及 ぼ す 重 要 な 要 因 で あ る。 建 築 物 を 建 築 す る 際 に は 、 都 市 計

画 法 、 建 築 基 準 法 等 に よ り、 建 築 物 の 利 用 用 途 ・建 築 形 態 が 規 制 され る が 、 これ

は 、 こ れ ら の 規 制 を 行 う こ と に よ り、 住 居 の 環 境 を 保 護 し、 商 業 、 工 業 等 の 利 便

を増 進 す る 等 、 適 正 な 都 市 環 境 を 保 持 しつ つ 都 市 の 健 全 な 発 展 と秩 序 あ る整 備 を

図 るた め で あ る。

建 築 規 制 に は種 々 な もの が あ る が 、 国 土 利 用 計 画 法 の 土 地 利 用 基 本 計 画 で 定 め

られ る都 市 地 域(9条2項1号)内 で 、 計 画 的 な都 市 作 りを 進 め る た め の 基 本 法

で あ る都 市 計 画 法 を 基 幹 と し、 各 種 関 連 規 制 が 定 め られ て い る(表-1及 び 参 考

「主 な 建 築 規 制 とそ の 内 容 」 参 照) 。

表-1都 市 計 画 法 を 基 幹 と し た 土 地 関係 法 律 の 体 系

土 地 基 本 法

国 土 利 用
計 画 法

(都 市 地 域) 都 市 計 画 法

<関 連 法 律>

(地 域 地 区) 建 築 基 準 法
駐 車 場 法
港 湾 法
流 通 業 務 市 街 地 の 整 備 に 関 す る
法 律
古 都 に お け る 歴 史 的 風 土 の 保 存
に 関 す る 特 別 措 置 法 律
明 日 香 村 に お け る 歴 史 的 風 土 の
保 存 及 び 生 活 環 境 の 整 備 等 に
関 す る 特 別 措 置 法
都 市 緑 地 保 全 法
生 産 緑 地 法
文 化 財 保 護 法
特 定 空 港 周 辺 航 空 機 騒 音 対 策 特
別 措 置 法

(都 市 施 設) 道 路 法
鉄 道 事 業 法
軌 道 法
駐 車 場 法
自 動 車 タ ー ミ ナ ル 法
都 市 公 園 法
墓 地 埋 葬 等 に 関 す る 法 律
下 水 道 法
廃 棄 物 の 処 理 及 び 清 掃 に 関 す る
法 律
河 川 法
運 河 法
卸 売 市 場 法
と 畜 場 法
官 公 庁 施 設 の 建 設 等 に 関 す る 法
律流
通 業 務 市 街 地 の 整 備 に 関 す る
法 律
そ の 他

(市 街 地 開
発 事 業)

土 地 区 画 整 理 法
新 住 宅 市 街 地 開 発 法
都 市 再 開 発 法
新 都 市 基 盤 整 備 法
大 都 市 地 域 に お け る 住 宅 地 等 の
供 給 の 促 進 に 関 す る 特 別 措 置 法

首 都 圏 の 近 郊 整 備 地 帯 及 び 都
市 開 発 区 域 の 整 備 に 関 す る
法 律
近 畿 圏 の 近 郊 整 備 地 帯 及 び 都
市 開 発 区 域 の 整 備 に 関 す る
法 律

(促 進 区 域) 都 市 再 開 発 法
大 都 市 地 域 に お け る 住 宅 地 等 の
供 給 の 促 進 に 関 す る 特 別 措 置 法

(地 区 計 画 等) 集 落 地 域 整 備 法
幹 線 道 路 の 沿 道 の 整 備 に 関 す る
法 律
都 市 再 開 発 法
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2建 築 規 制 と 固 定 資 産 税 評 価

固 定 資 産 税 の 宅 地 の 評 価 で は 、 「市 街 地 宅 地評 価 法 」 と 「そ の 他 の 宅 地 評 価 法 」

が 定 め られ て い る が 、 一 連 の 評 価 の 流 れ の な か で 建 築 規 制 の 考 慮 は 欠 く こ と が 出

来 な い 大 切 な 事 項 で あ る。

建 築 規 制 は 、 大 き くは 用 途 地 域 の 規 制 の よ う に 「建 築 物 の 利 用 用 途 」 に 関 す る

規 制 と建 ぺ い 率 や 容 積 率 の よ うに 建 築 物 の 「建 築 形 態 」 に 関 す る規 制(参 考 「主

な 建 築 規 制 とそ の 内 容 」 参 照)に 区 分 す る こ と が で き る が 、 市 街 地 宅 地 評 価 法 の

用 途 地 区 の 定 義に お い て も 、これ らの 規 制 との 関係 が の べ られ て い る(表-2「 固

定 資 産 税 評 価 に お け る用 途 地 区 の 定 義 」 参 照)。

表-2固 定 資 産 税 評 価 に お け る 用 途 地 区 の 定 義

用途地区名
高 度商業 Ⅰ

高 度商業 Ⅱ

繁華街

普通商業

併用住宅

高級住宅

普通住宅

家内工業

中小工場

大工場

観光地区

定 義

都市内の容積率 の高い地区(主 として都 市計画法 に定 める商業地域 内でおお

むね容積率700%以 上 の地域)に あって、銀行、 商社等 の高層(主 と して

8階 建以 上)の 大型オ フィス ビル、店舗 が街 区を形成 し、かつ敷地規模が大

きい地区

大都市 にあっては都心又は副都 心、地方都市 にあっては都 心地域、小都 市に

あ って は中心地域等容積率 の高い地区(都 市計 画法 に定める商業地域 内でお

おむね容積率600%以 上 の地域)に あって、中高層(主 と して6階 建以上

)の 百貨店 、専門店舗、金融機 関等が連たんす る高 度小 売 り商業地 区、ある

い は中高層 の事務所 が連たんす る高 度業務 地区

都市及び これに準ず る市街 地的形態 を有す る町村 において各種小売 り店舗 が

連たんす る著名な商業地 あるいは飲食店舗、 レジャー施設等が多い歓 楽街 な

ど、人通 りの多い繁華性 の高い中心的な商業地 区をいい、主 と して容積 率の

高 い地 区にあ るが 、高度 商業地区(Ⅰ 、 Ⅱ)と 異な り比較的狭い幅員 の街 路

に中層以 下の平均的 に小 さい規模 の建物 が連たん してい る地 区

都 市計画 法で定 める商業地域(お おむね容 積率が600%未 満)、 近 隣商業

地域 内、あ るい は、第1種 住居地域 、第2種 住居地域、準住居地域 、準工業

地域 内の幹線 道路(国 県道等)沿 いに中低 層(主 と して5階 建以 下)の 店舗

、事務 所等 が連た んす る商業 地区で 、高度商業地 区(Ⅰ 、 Ⅱ)、 繁華街 と比

較 して資本投下量が少ない地 区

商業地区の周辺部(主 として都市計画法 で定め る近隣商業地域 内)あ るいは

第1種 住居地域、第2種 住居地 域、準住居地域、準工業地域 内の幹線 道路(

国 県道等)沿 い にあって住宅が混在す るが、小規模の店舗、事務所(低 層利

用の建 物が多い)が 多い地 区

敷地が広大 で、かつ、平均的にみ て、一般住 宅 よりも多額 の建築 費を要す る

住宅の宅地が連続集 中 している地区

主 として都 市計 画法で定め る第1種 低層 住居専用地域 、第2種 低層住居専用

地城、第1種 中高層住居専用地城 、第2種 中高層住居専用地 域、第1種 住居

地域、第2種 住 居地域、準住居地域 及び準工業地 域 内であって、主 と して居

住用家屋が連続している地区
主 と して家 内工業者 の居住す る地 区をいい、おおむ ね都 市計画法で規定す る

特別工業地 区、準工業地域又 は第1種 住 居地域 、第2種 住居 地域、準住居地

域 内で 、主 として家内工業 を営 む建 物の敷地が300㎡ 程度 までの工場が集

中 してい る地 区

主 と して都 市計画法で定 める準 工業地域 、工業地域 、工業専用地域 内で敷地

規模が9000㎡ 程 度 まで の工場、倉庫、流通 センター、研 究開発施設等 が

集 中 して いる地区

主 として都 市計画法で定 める準工業地域、 工業 地域 、工業専用地域 内で敷 地

規模 が9000㎡ を超 える工場 、倉庫、流通セ ンター、研究開発施設等 が集

中(3画 地以上)し てい る地区、あ るいは単独 で3ha以 上 の敷地規模 のあ

る画地に よって形成 され る地区。工業団地 、流通業務団地等におい ては、1

画 地の平均規模 が9000㎡ 以 上 の団地 は大工場に該 当す る。

温 泉街 地区、門前仲 見世地 区、名勝地区 、海 水浴場 地区等で一般 の商業地区

とは若 干その性格を異にす る地 区

-68-



3建 築 規 制 の 土 地 価 格 へ の 影 響

不 動 産 の 特 徴 の ひ とつ に 不動 産 の 地 域 性 が あ る が 、 要 説 不 動 産 鑑 定 評 価 基 準 に

よれ ば 、 「不 動 産 は 、 不 動 産 の 地 域 性 と して 述 べ られ て い る よ う に 、 個 々 の も の

が単 独 で 機 能 し、 独 立 して そ の 価 格 が 定 ま る も の で は な く、 他 の 不 動 産 と と も に

用 途 的 に 同 質 性 を 有 す る 一 定 の 地 域 を 構 成 して これ に 属 す る を通 常 とす る も の で

あ り、 そ の 地 域 は 、 そ の 規 模 、 構 成 の 内 容 、 機 能 等 の 面 に お い て そ れ ぞ れ 他 の 地

域 と 区 別 され る と と も に 各 々 の 地 域 ご とに 一 定 の 価 格 水 準 の 形 成 が な され る とい

う特 性 を 有 して い る。」 と して い る。

す な わ ち 、 これ ら地 域 は 多 数 の 価 格 形 成 要 因 の 相 互 作 用 の 結 果 と して 地 域 を 構

成 し、 一 定 の 価 格 水 準 を 形 成 す る こ と に な る。 そ の た め 、 地 域 内 の 建 築 規 制 は ほ

ぼ 共 通 と な り、 そ の な か で 異 な る建 築 規 制 が あ る 不 動 産 は 、 価 格 水 準 に 差 異 が 生

じ る場 合 が あ る。

例 え ば 、 高 度 利 用 が な され て い る 商 業 地 域 で は 、 容 積 率 の 違 い が 収 益 性 に 影 響

を 及 ぼ し、 結 果 と して 土 地 価 格 に差 異 を 生 じる こ と に な る 。

容 積 率 と は 、 建 築 基準 法 の 規 定 に よ り定 め られ た 建 築 物 の 延 面 積 の 敷 地 面 積 に

対 す る割 合 に 関す る制 限 で あ り、 店 舗 の 売 場 面 積 や 事 務 所 の 執 務 面 積 、 住 宅 の 居

住 面 積 等 を 生 み 出 す 延 床 面 積 に つ い て の 規 制 の た め 、 建 物 の 高 層 化 が 進 ん で い る

地 域 で は 、 そ の 収 益 性 に 大 き な 影 響 を 与 え る こ と か ら、 評 価 上 大 切 な 要 因 の 一 つ

で あ る。一 般 に は 、容 積 率 は 都 市 計 画 図 等 に 記 載 され て い る容 積 率(指 定 容 積 率)

を い うが 、 前 面 道 路 の 幅 員 が 狭 い 場 合 に は 、 そ の 容 積 率 の す べ て を使 用 で き な い

ケ ー ス も あ る 。

次 に 示 す モ デ ル で は 、 同 一 面 積 の 敷 地 に 中層 の 店 舗 付 事 務 所 を 建 設 し た 場 合 に

容 積 率 の 違 い が 収 益 性 に どの 程 度 影 響 を 及 ぼ す か を 階 層 別 効 用 積 数 を 用 い て 比 較

した も の で あ る(実 際 に 建 物 を 建 設 す る 場 合 に は 各 種 規 制 に よ り敷 地 一 杯 に 建 物

を 建 て る こ と は 難 しい が こ こ で は 建 ぺ い 率100%で 計 算 した)。

画 地Aは 容 積 率600%で 階 層 別 効 用 積 数 は169,800で あ る の に 対 し 、 画 地D

で は83,400と 約 半 分 とな り、 そ の 差 が 収 益 性 の 差 とな り土 地 価 格 へ 影 響 を 及 ぼ す

こ とに な る(実 際 の 土 地 価 格 は 必 ず し も 半 分 に は な らず 、 そ の 属 す る 地 域 に よ り

異 な る)。
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ケ ー ス1:容 積 率 の 差 異 に よ る土 地 価 格 へ の影 響

前提 条 件1.各 画 地 の基 準容 積 率 はケ ース2に よる。

2.当 該 地域 の標準 的 使用 は 、 中層店 舗 付事 務 所地 とす る。

3.各 画 地 とも敷地 面 葎300㎡ 、 建 築 面積300㎡ と す る。

4.階 層 別 効用 比 は1階 を180、2階 を150、3～6階 を100と す る。

階

層

別

効

用

積

数

200,000

150,000

100,000

50,000

0

0%100%200%300%400%500%600%700%

容 積 率

画地A・C・F

②×③ ④×⑤

240㎡

240㎡

240㎡

240㎡

240㎡

210㎡

100

100

100

100

150

180

24,000

24,000

24,000

24,000

36,000

37,800

画地D

計

120㎡

300㎡

300㎡

720㎡

画地G

② ×③ ④×⑤

計

画 地B

①階層

②×③ ④×⑤

計

画 地E

①階層

②×③ ④×⑤

計

注)階層別効用比とは、一棟の区分所有建物の基準階の専用部分の単
位面積当たりの効用に対する各階層の専有部分の単位面積当たりの効
用の比をいう
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画 地A・C・F

画地B

画地D

画 地E

画地G

床面
1,800

1,644

720

1,080

1,440

100%

91%

40%

60%

80%

基準容積率 階層別効用積数
600%

548%

240%

360%

480%

100%

91%

40%

60%

80%

169,800

157,300

83,400

112,200

141,000

100%

93%

49%

66%

83%

積

①階層 ②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑤階層別効用比 ⑤階層別効用積数

6

5

4

3

2

1

300㎡

300㎡

300㎡

300㎡

300㎡

300㎡

80%

80%

80%

80%

80%

70%

計 1,800㎡ 1,410㎡ 169,800

①階層 ②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑤階層別効用比 ⑥階層別効用積数

②×③ ④×⑤
3

2

1

80%

80%

70%

96㎡

240㎡

210㎡

546㎡

100

150

180

9,600

36,000

37,800

83,400

①階層 ②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑤階層別効用比 ⑤階層別効用積数

5

4

3

2

1

240㎡

300㎡

300㎡

300㎡

300㎡

1,440㎡

80%

80%

80%

80%

70%

192㎡

240㎡

240㎡

240㎡

210㎡

100

100

100

150

180

19,200

24,000

24,000

36,000

37,800

1,122㎡ 141,000

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑤階層別効用比 ⑤階層別効用積数

6

5

4

3

2

1

14㎡

300㎡

300㎡

300㎡

300㎡

300㎡

80%

80%

80%

80%

80%

70%

115㎡

240㎡

240㎡

240㎡

240㎡

210㎡

100

100

100

100

150

180

11,500

24,000

24,000

24,000

36,000

37,800
1,644㎡ 1,285㎡ 157,300

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑤階層別効用比 ⑤階層別効用積数

4

3

2

1

180㎡

300㎡

300㎡

300㎡

80%

80%

80%

70%

144㎡

240㎡

240㎡

210㎡

100

100

150

180

14,400

24,000
36,000

37,800

1,080㎡ 834㎡ 112,200



建 築 規 制 の 影 響 は 「面 的 」 に 一 定 の 場 合 も あ れ ば 、 「線 的 」、 「点 的 」 に 異 な る

場 合 も あ る 。 こ こ で は 、 基 準 容 積 率 と都 市 計 画 道 路 予 定 地 に つ い て そ の こ とを み

て み る こ と とす る 。

<基 準 容 積 率 の 影 響>

容 積 率 に つ い て 、 建 築 基 準 法 で は 、 前 面 道 路 の 幅 員 に よ る 制 限 を 設 け て い る。

これ は 、 敷 地 の 前 面 道 路(2以 上 の 前 面 道 路 が あ る と き は 、 幅 員 の 最 大 な も の)

の 幅 員 が12m未 満 の 場 合 は 、 そ の メ ー トル 数 値 に10分 の6(第 一 種 低 層 住 居

専 用 地 域 、 第 二 種 低 層 住 居 専 用 地 域 、 第 一 種 中 高 層 住 居 専 用 地 域 、 第 二 種 中 高 層

住 居 専 用 地 域 、 第 一 種 住 居 地 域 、 第 二 種 住 居 地 域 、 準 住 居 地 域 、 特 定 行 政 庁 が 指

定 す る 区 域 内 で は 、10分 の4)を 乗 じ た も の 以 下 で な けれ ば な ら な い(52条

1項)と い う規 定 で 、 例 え ば 、 商 業 地 域 で 容 積 率 が600%の 敷 地 で も 、 前 面 の

道 路 幅 員 が6mで あれ ば 、容 積 率(基 準 容 積 率)は360%(6×0.6=3.6)

とな っ て し ま う。 そ の た め 、 高 層 化 の 進 ん だ 地 域 で は 、 指 定 容 積 率 が す べ て 使 用

で き る 土 地 と比 べ 価 格 は か な り低 くな る。 容 積 率 は 、 土 地 価 格 に 与 え る 影 響 が 大

き い こ と か ら留 意 が 必 要 で あ る 。 な お 、 こ の 規 定 に は 、 特 定 道 路(幅 員15m以

上 の 道 路)に 接 続 す る場 合 の 容 積 率 の 緩 和(52条3項)の 特 例 が あ る(参 考 「主

な 建 築 規 制 とそ の 内 容 」 Ⅳ-3-(1)-③ 参 照)。

こ の 例 と し て 、 次 に 示 す ケ ー ス で は 、 画 地A～Gの 属 す る 地 域 は 商 業 地 域 で 指

定 容 積 率 は600%で あ る が 、 各 画 地 の 面 す る道 路 幅 員 に よ る容 積 率 の 制 限 並 び

に 特 定 道 路 に 接 続 す る 場 合 の 容 積 率 の 緩 和 の 規 定 の た め に 、 各 画 地 で 実 際 に 使 用

で き る 容 積 率 が 異 な る ケ ー ス を 示 した 。 す な わ ち 、 面 的(一 般 に は 用 途 地 区 や 状

況 類 似 地 域 の 区 分 で 考 慮 され る)に 指 定 され た 容 積 率 が 線 的(路 線 単 位)あ るい

は 点 的(画 地 単 位)に 異 な る ケ ー ス で あ る。
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ケース2:基 準容積率

商業地域 ・容積 率600%

4m

A

50m

B 8m

10m D

E

F

20m

30m

C G

6 m

(特定道路)
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画地 指定容積率 基準容積率 計 算 式

A 600% 600%

B 600% 548% (8+((12-8)×(70-50)/70))×0.6=5.48<6

C 600% 600% (8+((12-8)×(70-30)/70))×0.6=6.17>6

D 600% 240% 4×0.6=2.4<6

E 600% 360% 6×0.6=3.6<6

F 600% 600% 10×0.6=6=6

G 600% 480% 8×0.6=4.8<6



<都 市 計 画 道 路 予 定 地 の 影 響>

次 に 、 各 画 地 ご と に建 築 規 制 の 影 響 が 異 な る ケ ー ス を 都 市 計 画 道 路 予 定 地 で み

て み る。

都 市 計 画 道 路 予 定 地 とは 、 都 市 計 画 法 に よ る都 市 計 画 事 業 と して 整 備 され る 街

路 事 業 等 の 予 定 地 を 言 い 、 そ の 事 業 の 進 捗 の 程 度 に よ り建 築 物 の 建 築 制 限 を う け

る(予 定 地 に 指 定 され る と通 常2階 建 以 下 の 非 堅 固 建 物 しか 建 築 で き な い)。

都 市 計 画 道 路 は 、 現 状 の 道 路 を 拡 幅 す る ケ ー ス も あ れ ば 、 新 規 に 指 定 され る場

合 も あ り、 そ の 範 囲 を 一 律 面 的 に 指 定 す る こ とは で き な い 。

ケ ー ス3で も 、路 線 ① ・③ で は 片 側 の み 拡 幅 され 、路 線 ② は 両 側 と も拡 幅 され 、

路 線 ④ は 路 線 の 一 部 が 予 定 地 に か か る ケ ー ス で 、 各 画 地 ご と に 予 定 地 の 占 め る割

合 も異 な っ て い る 。

ケー ス3:都 市計画道路予定地

都市計画道路予定地

①

②

③

④

A B C D E F

G

H

-73-



4地 方団体意 見

地 方 団 体 よ り 「建 築 規 制 の あ る 土 地 の 評 価 」 に つ い て 寄 せ られ た 意 見 の 主 な も

の は 次 の とお りで あ っ た 。

(建 ぺ い 率 、 容 積 率 の 反 映 に つ い て)

○ 建 ペ い 率 、 容 積 率 の 評 価 へ の 反 映 に つ い て 、 路 線 価 ・標 準 地 価 格 に 反 映 さ せ

て い る が 、 同一 路 線 内 で 建 ぺ い 率 、 容 積 率 が 異 な る土 地 に つ い て 一 筆 ご と に 反

映 させ る の は 困 難 で あ る た め 、 どの よ うな 補 正 を す べ き か 苦 慮 して い る と こ ろ

で あ る。(京 都 府 、兵 庫 県)

○ 建 ぺ い 率 、 容 積 率 の 規 制 を 考 慮 し 、 評 価 額 に 反 映 させ て も らい た い 。

(新 潟 県 、熊 本 県)

○ 建 ぺ い 率、 容 積 率 の 評 価 へ の 反 映 に つ い て 、 状 況 類 似 評 価 地 区 に つ い て は 、

鑑 定 価 格 に 反 映 され て い る。 路 線 価 評 価 地 区 に つ い て は 、 比 準 項 目 に組 み 込 ん

で お り、 対 応 済 み 。 た だ し、 路 線 価 に 対 して 行 っ て い る の で 、 路 線 の 区 切 りに

よ っ て 、 異 な る建 ぺ い 率 ・容 積 率 を 持 っ た 筆 ま で が 、 同 一 路 線 内 に 入 っ て き て

しま う不 都 合 が 発 生 して い る。(兵 庫 県)

○ 一 画 地 の 中 で 都 市 計 画 用 途 又 は容 積 率 等 が 違 う部 分 が あ る 士 地 の 評 価 に つ い

て 具 体 的 な 算 出 方 法 を 提 示 され た い 。 な お 、 本 市 に お い て は 、 財 産 評 価 基 本 通

達 等 に 準 じた 方 法 に よ り評 点 を 算 出 し て い る 。(東 京 都)

○ 同 じ状 況 類 似 地 区 内 で 道 路 を 挟 ん で 容 積 率 が 異 な る 場 合 、 二 重 路 線 を 付 設 し

格 差 を設 け て い る の で 問 題 が な い と考 え て い る。(栃 木 県 、愛 知 県 、岐 阜 県)

(接 道 義 務 を 満 た さ な い 土 地 又 は 無 道 路 地 の 評 価 に つ い て)

○ 建 築 基 準 法 第43条 関 係 に よ る無 道 路 地 に 関 す る評 価 に つ い て 、 現 実 の 売 買

や 鑑 定 結 果 と離 れ た 評 定 結 果 とな る 実 態 に あ る。 市 場 相 場 を 反 映 で き る よ うな

指 標 及 び 補 正 率 の 改 正 が 望 ま れ る 。

(岩 手 県 、群 馬 県 、埼 玉 県 、東 京 都 、愛 媛 県)

○ 建 築 基 準 法 上 住 宅 の 建 て られ な い 土 地 に 対 し て は 非 住 宅 用 地 の 扱 い とな る た

め 、 利 用 価 値 の な い 土 地 が 逆 に税 額 が 高 くな る とい う矛 盾 が 生 じて い る と の 不

満 が 納 税 者 か ら 出 て い る 。 何 らか の評 価 へ の 反 映 が 必 要 だ と 思 わ れ る 。

(新 潟 県)

-74-



○ 接 道 義 務 の 評 価 へ の 反 映 に つ い て 、 市 長 が定 め る 所 要 の 補 正 に お い て 、 間 口

狭 小 補 正 率 と し て 間 口 距 離2m未 満 に つ い て の 補 正 率 を 設 け た が 、 評 価 基 準 に

お い て、間 口の 補 正 単 位 を 新 た に2m未 満 ま で 細 分 化 され た い 。(大 阪 府)

○ 隣 接 す る公 道 の な い 土 地 で 無 道 路 地 補 正 の70%を 適 用 す る の み で は 評 価 が

高 い 。(茨 城 県 、富 山 県 、石 川 県 、長 野 県 、愛 知 県 、 大 阪 府 、兵 庫 県)

○ 接道 義 務 が 評 価 へ 反 映 され る よ う基 準 化 を 要 望 す る。

(千 葉 県 、静 岡 県 、鳥 取 県 、島 根 県 、愛 媛 県 、福 岡 県 、 大 分 県 、宮 崎 県)

○ 道 路 に2メ ー トル 以 上 接 し な い 土 地 に つ い て は 、 売 買 に お い て も相 当 に 低 い

価 格 で の 取 引 と な っ て い る。 無 道 路 地 に つ い て3割 控 除 して い る の で 、2メ ー

トル 未 満 の 間 口 の 土 地 に つ い て は 、2割 を 控 除 して い る が 、 売 買 と の 格 差 が 大

き い 。

建 築 確 認 が とれ な い 土 地 に つ い て は 、 「画 地 計 算 法 」 の 全 面 的 な 見 直 し を 検

討 され た い 。(東 京 都)

(セ ッ トバ ッ ク さ れ た 土 地 の 評 価 に つ い て)

○ セ ッ トバ ッ ク部 分 は 家 を 建 て る こ とが で き な い が 、 現 状 は 敷 地 の 一 部 と し て

評 価 し て い る。何 とか な らな い か とい う問 い 合 わ せ が あ る。(滋 賀 県)

○ 接 道 義 務 を満 た す た め の 通 路 や 導 入 路 に つ い て は 、 そ の 部 分 の み を雑 種 地 と

して 補 正 を 加 え る の に 対 し 、 建 築 基 準 法 第42条2項 に 該 当 す る 道 路 は セ ッ ト

バ ッ ク を 行 っ た 場 合 路 線 価 に 反 映 され て い る と し て セ ッ トバ ッ ク 部 分 に 補 正 を

加 え な い の は 実 務 上 不 公 平 感 が 残 る。(兵 庫 県)

○ セ ッ トバ ッ ク 部 分 に つ い て は 、 事 実 上 建 築 の 制 限 が 加 え られ て お り、 評 価 の

減 価 要 因 と考 え て 良 い と思 わ れ る が 、 補 正 に あ た っ て は 全 国 的 な 基 準 を 検 討 願

い た い 。(大 阪 府 、岡 山 県)

○4m未 満 の 道 路 に 接 す る 土 地 で セ ッ トバ ッ ク を 要 す る 土 地 に つ い て は 、 路 線

価 算 出 の 際 に 土 地 価 格 比 準 表 の 中 に 「道 路 幅 員 」 の 項 目が あ り、4m未 満 の 道

路 に つ い て2m未 満 、2m以 上3m未 満 、3m以 上4m未 満 の 区 分 を設 け て あ

るの で 、 こ れ に よ りセ ッ トバ ッ ク を要 す る 土 地 の 評 価 に 反 映 が で き る 。

(静 岡 県)

(未 認 定 道 路(赤 道)の 取 扱 い に つ い て)

○ 私 道 、 未 認 定 道 路(い わ ゆ る赤 道)に つ い て は 、 建 築 上 の 規 制 が 建 築 基 準 法
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上 ど う 取 り扱 う か が 判 然 と し な い 道 路 で あ り、 建 築 指 導 担 当 課 にお い て も建 築

の 是 非 を 事 前 に 判 断 し て い る わ け で は な い の で 、 評 価 庁 で 独 自に 調 査 す る 必 要

が あ る。 しか し、 幅 員 の 確 認 を どの よ うに 行 うの か 、 道 路 所 管 課 との 連 携 を ど

うの よ うに 図 る の か な どの 問 題 が あ る。(東 京 都)

○ 幅 員4m未 満 で 建 築 基 準 法 第42条2項 に 該 当 しな い 道 に 接 し て い る土 地 は

接 道 要 件 が とれ な い 。 幅 員 に よ る補 正 を 行 っ て い る が 、 この 道 に 接 す る土 地 と

無 道 路 地 との 評 価 の バ ラ ン ス 判 断 が 難 しい 。(神 奈 川 県 、静 岡 県)

(そ の 他)

○ 建 築 基 準 法 で 各 種 規 制 の あ る 土 地 に つ い て 、 各 々 の 筆 に 対 しこ の 規 制 を み て

い く こ とは 困 難 で あ る。(愛 知 県 、大 阪府)

○ 建 築 が 可 能 な 土 地 と不 可 能 な 土 地 と で 格 差 を 設 け るべ き だ と思 うが 、 実 務 上

本 当 に 建 築 が 不 可 能 か ど うか を 見 極 め る の は 困 難 で あ る 。 市 町 村 の 実 態 に 合 う

よ うに 市 町 村 長 の 「所 要 の 補 正 」に掲 げ て は ど うか 。(兵 庫 県)
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5土 地研 究委 員会意 見

「建 築 規 制 の あ る 土 地 の 評 価 に つ い て 」 当 研 究 委 員 会 で な され た 議 論 の うち 主

な 意 見 は 次 の と お りで あ っ た 。

(現 行 の 問 題 点 等)

○ 固 定 資 産 税 が 大 量 評 価 とい うこ と で な か な か 個 別 の 補 正 で 追 い つ け な い とす

る と 、 個 々 の 問 題 に な っ た 時 に そ れ だ け で 説 明 しき れ る の か とい う こ と と、 ま

さ に 事 務 処 理 上 の 問題 が 一 番 ポ イ ン トだ と思 う。

○ 法 的 規 制 に つ い て は 、 面 的 な 広 が り を 持 っ て い る も の は 路 線 価 に 反 映 され て

い る が 、納 税 者 か ら 具 体 的 に ど う反 映 され て い る か とい う問 い 合 わ せ が あ る と、

路 線 価 だ と な か な か 説 得 しづ らい 面 が あ る。 あ る 面 で は 、 個 別 補 正 の 方 が 説 明

しや す い 点 も あ る。

○ 固 定 資 産 税 の 評 価 は 大 量 評 価 が 前 提 な の で 、 納 税 者 か らの 要 望 と して き め 細

か く評 価 す る必 要 が あ る とは い っ て も 、 自ず と 限 界 が あ る と思 う。

(今 後 の 検 討 方 向)

○ 各 種 法 令 に よ る 建 築 規 制 の 種 類 に つ い て 、 規 制 内 容 が 面 的 な 広 が りを 持 つ も

の な の か 、 個 別 の 画 地 に 限 定 され る も の か を整 理 す る 必 要 が あ る 。

○ ど この 地 域 で も 適 用 で き る よ うな 格 差 率 を決 め る こ と は で き な い の で は な い

か 。 平 均 的 な 能 力 の 市 町 村 の こ と を 考 え た 場 合 、 格 差 率 を ど うい うふ うに 算 定

す る の か 、 算 定 手 法 み た い な も の を うま く編 み 出 せ た ら ど うか と思 う。

○ 基 本 的 に は標 準 的 な 格 差 率 を 示 す とい うよ うな 位 置 づ け だ と思 うが 、 全 国 一

律 の も の を 示 す と い うの は ち ょっ と無 理 だ と思 う。 固 定 資 産 税 の 大 量 評 価 で 示

す 率 とい うの は 、 標 準 的 パ タ ー ン で 大 体 この 辺 が 格 差 率 とみ る の が 確 率 的 に 高

い と い う あ た り を 示 す こ と に な る の で は な い か。

○ 一 律 に こ うだ と い う考 え 方 は あ り得 な い こ と で あ り、 各 市 町 村 で 用 途 別 に 鑑

定 士 に コ ン サ ル トを依 頼 す る とい っ た 形 の 中 で 、 所 要 の 補 正 な りで 整 理 を か け

て い く と と も に 、 そ の 所 要 の 補 正 の 中 で 統 一 し た 整 理 が 可 能 な も の に つ い て は

評 価 基 準 で 整 理 して い く とい っ た形 で 今 後 も動 い て い か ざ る え を得 な い の で は

な い か 。
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○ 各 団 体 に お い て あ る項 目 ご との 格 差 率 が どの 様 な も の と な っ て い る の か が 収

集 で きれ ば 今 後 の 議 論 の 参 考 と な る し、 機 能 的 に 一 つ の 考 え 方 を ま とめ る の に

有 効 に働 く の で は な い か 。

○ 建 築 規 制 の 種 類 に は 多 種 多 様 な も の が あ る が 、 あ る程 度 代 表 的 な 全 国 的 に も

普 遍 的 な 広 が りの あ る よ うな 規 制 に 絞 っ て 深 く研 究 した 方 が 合 理 的 な の で は な

い か 。

○ 地 方 団 体 の 意 見 で み る と 、 容 積 率 ・建 ぺ い 率 、 接 道 義 務 、 セ ッ トバ ッ ク の 問

題 な ど が今 後 重 点 的 に 検 討 し て い くべ き課 題 で は ない か と思 う。

○ 今 も評 価 の 仕 組 み の 中 に 、 評 価 水 準 が 低 く大 雑 把 に や っ て い た 時 代 の 遺 物 が

か な り残 っ て い る ん だ と思 う。 事 務 能 力 の 範 囲 内 にお い て 、 き め細 か くや っ て

い く とい う仕 組 み も次 第 に 作 り上 げ て い く必 要 が あ る の で は な い か 。

○ 大 量 評 価 で き め細 か く とい うに も 自ず と限 界 が あ る。 納 税 者 全 体 の 負 担 す べ

き も の を 所 有 して い る 土 地 の 価 値 を べ ー ス と した 何 ら か の 指 標 で 配 分 し よ う と

す る 際 の 、 指 標 とな り う る数 値 と して 固 定 資 産 税 の 価 格 を 考 え な い と収 拾 が つ

か な く な る の で は な い か 。

○1㎡ 当 た りの 単 価 が1千 万 円 とか 、 何 百 万 円 とい う土 地 は 、 か な り き め 細 か

くや ら な け れ ば い け な い が 、1㎡ 当 た りの 単 価 が 一 万 円 とか 、5万 円 位 の 土 地

を 同 じ き め 細 か さで や っ て も あ ま り意 味 が な い と思 う。
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6ま と め

建 築 現 制 は 土 地 評 価 に 対 し大 き な 影 響 を 与 え る 価 格 形 成 要 因 で あ り、 適 正 な 評

価 を 行 うに あ た っ て は 十 分 考 慮 す べ き 要 因 で あ る とい え る 。 そ して 、 そ の 及 ぼ す

影 響 は 用 途 的 、 地 域 的 に 様 々 で あ り,地 域 的 に 一 律 の 場 合 も あ れ ば 、 異 な る 場 合

も あ る。 場 合 に よ っ て は 画 地 単 位 で規 制 の 程 度 が 異 な る 場 合 も あ る。

固 定 資 産 税 に お け る 宅 地 の 評 価 で は 「市 街 地 宅 地 評 価 法 」 ま た は 「そ の 他 の 宅

地 評 価 法 」 を 適 用 して 行 うが 、 そ の な か で 内 面 的 な ひ ろ が りを も っ た 建 築 規 制 は

「用 途 地 区 」 や 「状 況 類 似 地 域(区)」 の 区 分 、 路 線 価 の 付 設 の 各 段 階 で 基 本 的

に は 考 慮 され て い る も の で あ る。 しか しな が ら 、 個 々 の 画 地 の 価 格 に 異 な る影 響

を 及 ぼ す 建 築 規 制 に つ い て は 、 市 町 村 長 の 「所 要 の 補 正 」 に よ り反 映 させ る こ と

と な る。 こ の 場 合 に お い て 、 固 定 資 産 税 評 価 が 大 量 評 価 か つ 賦 課 課 税 で あ る と い

う性 格 を 考 慮 した 場 合 に 、 ど こ ま で 考 慮 す べ き か が 問 題 と な ろ う。

そ こ で 今 後 の 議 論 に あ た っ て は 、 地 方団 体 か ら の 要 望 や 相 続 税 評 価 との 整 合 性

等 に 配 慮 しつ つ 、下 記 の 事 項 に 基 づ い て優 先 度 の 高 い も の か ら、 順 次 整 理 ．検 討

を進 め る べ き であ る と考 え る。

① 建 築 規 制 の 種 類 に は 多 種 多 様 な もの が あ る が 、 全 国 的 に も 普 遍 的 に 存 在

し、 地 方 団 体 か ら の 要 望 も 多 い 接 道 に 関 す る 規 制(接 道 義 務 、 無 道 路 地 、

セ ッ トバ ッ ク な ど)に 絞 っ て 研 究 す る。

② 上 記 の 建 築 規 制 が 固 定 資 産 税 評 価 の 流 れ に お い て 、 どの 段 階 で 考 慮 す べ

き か を 整 理 する 。

③ ① の 建 築 現 制 が 土 地 価 格 に 影 響 を 及 ぼ す 理 由 を 述 べ る と と も に 、 そ の 影

響 力 が 用 途 や 地 域 に よ り異 な る こ とを 説 明 す る 。

④ 上 記 で 整 理 し た 各 種 建 築 規 制 に つ い て 、 「所 要 の 補 正 」 の 実 態 調 査 結 果

等 もふ ま え 、 固 定 資 産 税 評 価 に お け る適 用 方 法 を 検 討 す る 。 さ ら に 固 定 資

産 税 評 価 上 の 格 差 率 に つ い て も 検 討 を 行 う。
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参 考 資 料 主 な建 築 規 制 とそ の 内 容(都 市 計 画 法 と建 築 基 準 法 を 中心 と して)

Ⅰ.土 地関係法律の体系

不動産の価値を決定する最 も影響力のある要因は都市計画によって行われる土地利用計画で

ある。建築規制に関する法律は、極めて広範で多岐にわたっているが、土地利用計画の中心を

担 う 「都市計画法」を基幹 とし関連法規との体系を図示すれば下記のとお りとなる。

基本法 土地利用基本 関 連 法 律

計画の5区 分

土地基本法

国土利用

計画法

都市地域 都市計画法

(地域地 区) 建築基準法

駐車場法

港湾法

流通業務市街地の整備に関する

法律

古都における歴史的風土の保存

に関する特別措置法律

明日香村における歴史的風土の

保存及び生活環境の整備等に

関する特別措置法

都市緑地保全法

生産緑地法

文化財保護法

特定空港周辺航空機騒音対策特

別措置法

(都市施設) 道路法

鉄道事業法

軌道法

駐車場法

自動車ターミナル法

都市公園法

墓地埋葬等に関する法律

下水道法

廃棄物の処理及び清掃に関する

法律

河川法

運河法

卸売市場法

と畜場法

官公庁施設の建設等に関す る法

律

流通業務市街地の整備に関する

法律

その他
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(市街地 開

発 事業)

土地区画整理法

新住宅市街地開発法

都市再開発法

新都市基盤整備法

大都市地域における住宅地等の

供給の促進に関する特別措置法

首都圏の近郊整備地帯及び都

市開発区域の整備に関す る

法律

近畿圏の近郊整備地帯及び都

市開発区域の整備に関す る

法律

(促進 区域) 都市再開発法

大都市地域における住宅地等の

供給の促進に関する特別措置法

(地 区計画等) 集落地域整備法

幹線道路の沿道の整備に関す る

法律

都市再開発法

農地地域

森林地域

自然公園

地域

自然保全

地域

農業振興地域の整備

に関する法律

農地法

国有農地の売払いに関する特別措置法

農地利用増進法

森林法

自然公園法

自然環境保全法
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Ⅱ.土 地利 用基本計画の5地 域 区分 に基づ く土地利用規制 の概 要

1.都 市地域

2.農 業地 域

3.森 林地域

4.自 然公園

地域

5.自 然保全

地域

市街化区域

未線引き都市計画

区域内の用途地域

市街化調整区域

未線引き都市計画

区域のうち用途地

域以外

農業振興地域

国有林

地域計画対象民有林

国立公園

国定公園

県立自然公園

原生自然環境保全地域

自然環境保全地域

県自然環境保全地域

第1種 低層住居専用地域

第2種 低層住居専用地域

第1種 中高層住居専用地域

第2種 中高層住居専用地域

第1種 住居地域

第2種 住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

農用地区域

その他

特別地区

普通地区

特別地区

普通地区

特別地区

普通地区

特別地区

普通地区

特別地区

普通地区
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Ⅲ.都 市計画 法の概要

1都 市計画 法の 目的及び理念

(目 的)

この 法律 は 、都 市計画の 内容 及びその決 定手続、都市計画 制限、都市計回 事業その他都市

計画 に関 し必要 な事項 を定 める ことに よ り、都 市の健全 な発展 と秩序 ある整備 を図 り、 もつ

て国土 の均 衡 ある発展 と公 共の福祉 の増進 に寄与す るこ とを 目的 とす る。<1条>

(都 市計画 の基本理念)

都市計 画は、農林 漁業 との健全 な調和 を図 りつつ、健康で 文化的な都市生活及 び機 能的な

都 市活動 を確 保すべ き こと並び に このた めには適 正な制限の もとに土地の合理 的な利 用が図

られ るべ き ことを基本理念 と して定 める もの とす る。<2条>

2都 市計画 区域 の指定<5条>

都市計画 とは 、原則 と して都道府 県知事が 下記 イ ・ロの開発 及び保 全す る必要があ る区域

を都市計 画区域 と して指 定す る。

イ.既 成 の市街地 ・首都 圏整備 法 による都 市開発 区域

・近 畿圏整備 法 による都 市開発 区域

ロ.新 しく都 市建設 を図る地域 ← ・中部圏整備法 に よる都 市開発 区域

・そ の他 新た に都 市 と して開発 し、

保全す る必 要が ある区域

都市計画 区域の指 定に よ り、 土地は 「都 市計 画区域 内」 と 「都 市計画区域外」 とに区分 さ

れ る。建築規 制 につ いては都 市 計画法 を基幹 とす る関連法規が 多いため、都 市計 画区域内 と

都 市計画 区域外 とで は公 法上の規制が大 き くことな る。

厳 しい 規制 緩 い

都 市計画区域 内 都 市計画区域外

3都 市計画

都市計画 には(1)市 街 化区域及び 市街 化調整 区域 、(2)地 域地 区、(3)都 市施設 、(4)市 街 地

開発事 業、(5)市 街地 開発事 業等予定 区域 、(6)促 進 区域 、(7)遊 休 土地転換利 用促進地 区、

(8)地 区計画 等の8種 類 がある。

(1)市 街 化区域及び 市街化調整 区域<7条>

都 市計画 法で は、無秩序 な市街化 を防止 し、計画 的な市街 化 を図 るため、都 市計画 区域 を

市街化 区域 と市街化調整 区域 に区分す る。 この区分 を通称 「線 引き」 とい うが 、 この線 引き

は全ての都 市計画区域 について適用 され る訳 ではな く、 当分の 間、大都 市及びそ の周辺都 市

につい ての み適用 され るこ ととな る。

す でに市街地 を形成 してい る区域

市街化 区域

概ね10年 以内 に優 先的 かつ計画的 に市街化 を図 るべ き地域

市街化調整 区域 市街 化を抑制すべ き地域
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全 国

都 市計画区域外

未線 引き区域

市街化 区域 用途地域 の指定 な し

用 途地域 の

指 定あ り

市街化調整 区域

都 市計画 区域 内

(2)地 域地区<8条>

地域地 区制度 では①用途地域 、②特 別用途地 区、③ 高度地区 ・高度利用 地区、④特定街区

⑤ 防火地域 ・準 防火 地域、⑥美観 地区、⑦風致地 区、⑧ 駐車場整備地 区、⑨ 臨港地区、⑩歴

史的風土特別保 存地区 、⑪第1種 歴 史的風土保存地 区 ・第2種 歴 史的風 土保 存地 区、⑫緑地

保全地 区、⑮流 通業務地区 、⑭ 生産緑 地地区 、⑮伝 統的建造物群保存地 区、⑯航空機騒音障

害防止地 区 ・航 空機 騒音障害防止特別地 区の16種 類が ある。

①用 途地域<9条>

都市計画法 に定め られ る用途 地域には、次 の12種 があ り、都市計 画では この うち必要 な

もの を定 める。 建築 基準法に よ り用途地域 の種別に対応 した建築規制 がある。
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用途地域

第1種 低層住居専用地域

第2種 低層住居専用地域

第1種 中高層住居専用地域

第2種 中高層住居専用地域

第1種 住居地域

第2種 住居地域

準住居地域

近隣商業地域

内 容

低層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため定める地域

主 として低層 住宅 に係 る良好 な住 居の環境 を保護 す るため定 め

め地域

中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護す るため定める地域

主 として中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護するため定

める地域

住居 の環境 を保護 す るた め定 める地域

主 として住居 の環境 を保護す るため定める地域

道 路の沿道 と して地域の 特性 にふ さわ しい業務 の利便 増進 を図

りつつ 、 これ と調和 した住居 の環境 を保護 す るた め定 める地域

近 隣の住 宅地の住 民 に対す る 日用品 の供 給 を行 うこ とを主 たる

内容 とす る商業その他の業務 の利便 を増進す るた めの地域



②特別用 途地区<9条13項 、施行令3条>

特別用途地 区は用途地域 内において特別 の 目的か ら土地利 用の増 進、環境 の保護 等を図 る

ため定 める地 区であ り現在 下記の11種 類 があ る。す なわち、特別用途地 区は用途地域の制

限を更 に強化 しよ うとす る もので 、具体的 な内容は地方公共 団体の条例 によ り定め られてい

る。<建 築基 準法第49条1項>

1.中 高層階住 居専用地区 、2.商 業専用地区 、3.特 別 工業地区、4.文 教地 区、5.小 売店舗地 区、

6.事 務 所地区 、7.厚 生 地区、8.娯 楽 ・レク レー シ ョン地区、9.観 光地 区、10.特 別 業務地 区、

11.研 究 開発 地区

用途地域

特 別用途地 区

③ 高度地 区 ・高度利 用地 区及び④特定街 区

高度 地区 ・高度利 用地区及び特 定街 区では、都市計画 で次 の事項 を定 める。
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商業地域 主 と して商業 その他の業務の利便 を増 進す るた め定める地域

準工業地域 主 として環境 の悪 化を もた らす おそれ のない 工業 の利 便 を増 進

す るため定める地域

工業地域 主 として工業 の利 便を増進す るため定める地域

工業専用地域 工業の利便を増進するため定める地域

地 区 都 市計画に定める事項 建築制限

高度地区 建築物の高 さの最高限度又は最低限度

高度利用地区 a容 積率の最高限度及び最低限度

b建 ぺい率の最高限度

c建 築物の建築面積の最低限度

d壁 面の位置の制限

都市計画において定められた内

容に適合するものでなければな

らない

特定街区

a容 積率

b建 築物 の高 さの最高 限度

c壁 面の位 置の制限



⑤～⑯そ の他 の地域 地区

そ の他 の地域地区の内容 と建 築規制 は下記表の とお り

地域地区

⑤防火地域 ・準防火

地域

⑥美観地区

⑦風致地区

⑧駐車場整備地区

⑨臨港地区

⑩歴史的風土特別保存

地区

⑪第1種 歴 史的 風土保

存地 区 ・第2種 歴 史的

風 土保存 地区

⑫緑地保全地区

内 容

市街地における火災の危険 を防除す

るため定める地域

市街地の美観 を維持するために定め

る地区

都 市の 風致 を維持 す る ため に定 める

地区

商業 地 域 、近 隣 商業 地域又 はその周

辺 で、 一定 の駐 車場 の設置 を義 務づ

けよ うとす る地 区

港湾を管理運営す るために指定する

地区

<古 都における歴史的風土の保存に

関す る特別措置法>で 指定される歴

史的風土保存地区内で特に必要な地

区

<明 日香村 にお け る歴 史的 風 土 の保

存及 ひ 生活環 境整 備 等 に関す る特別

措 置法>に おい て 定め られ てい る地

区

災 害防 止等 の遮 断地 、神社 等 の伝 統

的意 義 の あ るもの又 は 、風致 景観 が

よ く若 しくは動 物 の生 息地域 と して

保全す べき緑地地 区定

規 制

建築基準 法第61条 ～67条

におい て建 築物の構造等 に関

して定 め られ ている。

建築物 の敷 地、構造又 は建築

設備に 関す る制限で必要 な も

の地方公共 団体の条例 て定め

る

建築物の建築等について必要

な規制を都道府県の条例で定

める

一定規模以 上の建築物 の新 築

・増築 にあた り駐車場 の設 置

義 務を地方公 共団体 の条例 で

定 める。<駐 車場法第20条

>

9種 類 の港 区の分区の指 定を

す るこ とがで き、地方公 共団

体の条例 で、建築物等の制 限

をす るこ とがで きる。<港 湾

法第40条>

建築物の建築等につき都道府

県知事の許可が必要<古 都に

おける歴史的風土の保存に関

する特別措置法第8条>

建築物の建築等につき都道府

県知事の許可か必要<明 日香

村における歴史的風土の保存

及ひ生活環境整備等に関する

特別措置法第3条>

建築物の建築等につき都道府

県知事の許可が必要<都 市緑

地保全法第5条>
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地域地区

⑬流通業務地区

⑭生産緑地地区

⑮伝統的建物群保存地

区

⑯航空機騒音障害防止

地区 ・航空機騒音障

害防止特別地区

内 容

流通業務施設 を計画的に配置す るた

め定められる地区

都市環境 と農林漁業 との調和 を図る

ため市街化区域内にある農地等に定

める地区

伝 統的 建 物群及 び これ と一 体 をな し

てそ の価 値 を形 成 してい る環 境 を保

存す るた め定 める地区

特定 空港 の周 辺 で、航 空機 の著 しい

騒音 が及 ぶ こ と とな る地域 につ いて

定 め られ る地 区 で、 さらに特 に騒音

の著 しい地 区につ い て定 め られ る地

区が特別地 区

規 制

原 則 と して流通業務施設 以外

の施設 の建 築、改築 、用 途変

更がで きない。<流 通業 務市

街地の整備 に関す る法律 第5

条>

原則として農地

建築物の建築等につき市長村

長の許可が必要<生 産緑地法

第8条>

市町村は条例で当該地区保存

のため必要な措置を定める<

文化財保護法第83条 の3>

航空機騒音障害防止地区では

住宅等の建築については原則

として防音上有効な構造 とし

なければならず、特別地区内

では原則として建築物は建築

できない

(3)都 市施設<11条>

道路 、公 園、下水道等の都 市施設 は都 市 を構築す る骨格 となる もので あ り、都 市計 画では、

都 市施設の種類 ・名称 ・位 置 ・区域等 を定め ることとな って いる。都 市施設 を建設す るため

には都市計 画事業を施行 しなけれ ばな らないが、他の都 市計 画事業 と異な り都 市施設 につい

ては都市計 画区域外 にお いて も定める ことがで きる。

(4)市 街 地開発事 業<12条>

市街地 開発 事業 につ いては、市街地 開発 事業の種類 、名称 、施行区域及び その他政令で定

め る事項 を都 市計画 に定め るこ ととなってお り、現在 、市街 地開発事業 には6種 類の事業が

あ る。

市

街

地

開

発

事

業

① 土地区画整理事業

② 新住宅市街地開発事業

③ 工業団地造成事業

④ 市街地再開発事業

⑤ 新都市基盤整備事業

⑥ 住宅街区整備事業
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(5)市 街地開発事業 等予定区域<12条 の2>

市街地開発事 業及び都市施設 を よりスムー ズに施行 す るた め、下記 図の予定区域で必要 な

ものは市街地 開発 事業等予定 区域 の種類 、名称 、区域 、施行 予 定者 その他の事項 を都市計画

に定め るもの とす る。

都市計画事業のうち大規模な面開発事業

(市 街地開発事業 の うち)

イ.新 住宅 市街地 開発 事業

ロ.工 業団地造成事 業

ハ.新 都市基盤整備 事業

(都 市施 設の うち)
一 団地 の住 宅施設

ホ.一 団地 の官 公庁施設

ヘ.流 通業務地 区

(6)促 進 区域<10条 の2>

先の予定区域制度 と同様 に市街地 開発 事業 をスムー ズに行 うた め、昭 和50年7月 に追加

さ れた制度で あ り、市街 地開発事業 の うち、主 として用 地買収方式 に係 る事業は、予定区域

制度 で、促 進区域制度 は、市街 地開発事業の うち、残 りの全部(イ.土 地区画整 理事業、 ロ.

市街地 再開発 事業 、ハ.住 宅街 区整備事業)の 主 と して換地 方式に係 る事業 について定めて

いる。

促進 区域 制度

市街 地開発事業(主 として換地方 式)

予定区域 制度

(主 として買収方 式)

<建 築制 限>

区 域

市街地再開発促進区域

土地区画整理促進区域

住宅街区整備促進区域

拠点業務市街地整備土

地区画整理促進区域

内 容

市街 地再 開発促進 区域 は必ず 高度利 用地区 で定 め られ る。 高度

利 用地 区では 、2階 以 下の木 造等で容 易 に除 去等 できる建築 物

の建 築 は可能 であ るが 、促 進 区域 内 におい ては上記建 物 を建 築

す る場合 におい て も、都 道府 県知事 の許 可が 必要<都 市再 開発

法7条 の4〉

2階 以下 の木造等 で容易 に除 去等で きる一定 規模の建 築物 は、

都道 府県知 事の許 可 によ り建 築可能<大 都 市 地域 におけ る住 宅

及び住宅 地の供 給の促進 に関す る特 別措置法7条>

都 市計画 に適合す る建築物 又 は2階 以 下の木 造等 で容 易 に除 去

等 で きる一 定規模 の建築物 は 、都 道府 県知事 の許 可に よ り建 築

可能<大 都 市地域 にお ける住宅及 び住 宅地の 供給の促 進 に関す

る特別措 置法26条>

2階 以下 の木造等 で容易 に除 去等 で きる一定 規模 の建 築物 は、

都道 府県知 事の許 可 によ り建築 可能<地 方 拠 点都 市地 域の整備

及び産業 業務施 設の再配置の促進 に関す る法律21条>>

ニ.
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(7)遊 休 土地転換利 用促進地区<10条 の3>

市街 化 区域 内の比較的 大きい規模の未利 用地 を積極 的に有効活用すべ く、平成2年6月 に

創 設 され た制度 で ある。遊休 土地 の指 定が された土地所 有者 等 は、 市町村長 にそ の土地 の利

用計画等 を届 け出 なけれ ばな らず 、市町村 長 はこの届 け出に対 し、そ の土地の有効利用 の促

進 を図 る うえで支障が あ ると認 める ときは、必要 な措 置を講 ずべ きこ とを勧 告す るこ とが で

きる。

(8)地 区計画 等<12条 の4>

地 区計画等以外 の7種 類の都 市計画は、相対的 にみて、広範囲 にわた る土地利用計画 の色

彩 が強 い都市計 画であ るが、 この地区計画等 の制度 は、身近 な市街地環 境の形成 、保全 とい

う観点 か ら比較的 小規 模な地 区を単位 に開発行為 、建 築行為等 をきめ細 か く導入 しよ うとす

る ものであ る。

都 市計画を定 める場 合、種類や名称位 置等 の他 、地区計画等 の 目的 を達成す るため必要な

整備計 画等を都 市計 画に定め る。

地 区計画の種類

地区計画 区域の特性 にふ さわ しい態様を備 えた良好な環境の各街区を整備 し保全

す るための計画

住宅地高度利用

地区計画

土地の 合理的 かつ健全 な高度利 用 と都 市機 能 の増進 をはか るた め、一 体

的 かつ総合的 に良好 な住宅市街地の開発整備 を行 うた めの計画

再開発地区計画 合 理的 かつ健全 な高度利 用 と都 市機能 のい 更新 を図 るた め、一体的 かつ

総 合的 な市街地 の再開 発 を実施 す る ことが適切 で ある とみ とめ られ る も

の

沿道整備計画 道路 、交通騒 音に よ り生ず る障害防止 と適切 合理的 な土地利 用の促進 を

図 るため、一 体的かつ 総合 的に市街 地を整備す るこ とが適 切だ と認 め ら

れ るもの

集落地区計画 農 業 条件 と調 和の とれ た 良好な住環境 の確保 と適 正な土地利 用 を図 るた

め 、当該集落 地域の特 性 にふ さわ しい整備及 び保全 を行 うことが 必要 と

認 め られ る もの
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建築 等の規制 の概要

市町村長 は地区計画 等 に適合 しない ときは必要 な措置 を とる ことを勧 告 ことが できる。

建築物 等の高 さ 最高限度又は最低限度 最低限度 最高限度

着手す る30日 前まで に市町村 に届 け出

土地の区画形質

の変更

建築物の建築等

工作物の建設

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○
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地 区整備 計 画

<都 市計画 法

12条 の5>

住宅地 高度

利 用地 区整

備 計画<都

市計画12

条の6>

再 開発 地 区

整備 計画<

都 市再 開発

法7条8の

2>

沿道整備計

画<幹 線道

路の整備 に

関する法律

9条>

集落地区計

画〈集落地

域整備法6

条>

用途制限

容積率

建 ぺい率

敷地 面積 、建築面積

壁面の位置

建築物その他工作物

最高限度又は最低限度

最高限度 ×

最低限度 ×

最低限度

最高限度

×

○

最低限度

×



Ⅳ.建 築基準法 の概 要

建築 基 準法 は 、国民 の生活 と財 産の 基盤 で ある建 築物 及び その敷 地 を保 護す るた めに、

「建築物 の敷地 、構 造、設備 及び 用途 に関す る最低 限の基準」 を定め るもの である。 この法

律の仕組 みは、総則 を除 くと大 き く2つ に分 かれ 、1つ は全国 共通 に一律 に適用 され る単体

と して の建 築物 の敷 地、構造 、設備 に関す る基準で、一般に 「単体規 定」 と呼 ばれ るてい る

もの、 もう1つ は都 市計画法 との相互補完の 必要性 か ら、特 に都 市計画区域及び都 市計画区

域外の 一定範囲 内のみ におい て、一定の地域 ごとに、その地域 内にあ る全部 の建築物 を1つ

の集団 として、建築 物の敷地 、構 造及び建築設備 な どに関 して定める基準で 、一般 に集 団規

定 と呼 ばれ るものである。

以降 は集 団規 定の うち重要度の高い ものをま とめ るこ ととす る。

1道 路 と敷 地の関係

(1)道 路 の定義

建築 基準法上 の道 路は、次 の① ～⑥ の どれ か1つ に該 当 し、原則 と して幅員4m以 上の も

の をい う。ただ し、例外 と して⑥ のみは 、4m未 満 の道 をい い、 これ らほか 、特 に指 定す る

区域 では6m以 上の ものをい う。

①道路 法に よる道路<42条1項1号>

②都市 計画法 、土地 区画整理法等 に より設け られた道路<42条1項2号>

③都 市計画区域 に編 入 された際 、現 に存 在す る道<42条1項3号>

④道路 法、都市 計画法、土地 区画整理法等 に よ り設け られ る計 画のあ る道路 で、2年 以内に

そ の事業が執行 され る予定の もの として特定行政庁 が指 定 した もの<42条1項4号>

⑤政令 で定 める基準に適合す る道で、 これ を築造 しよ うとす る者 が、特定行政庁 か らその位

置指 定を うけた もの、いわ ゆる位置指 定道路<42条1項5号>

⑥都 市計画区域編入 時 に、建築 物が建 ち並 んでい る幅員4m未 満 の道で 、特 定行 政庁が指定

した もの、い わゆ る2項 道 路。 この場合 、原則 と してその道 路の中心線水 平距離2mの 線

(6mの 区域 として指定 した区域 では3mの 線)そ の道路の境 界線 とみ なす。 ただ し、 当該

道路 の中心線 か ら水平距離2m未 満で 、がけ、河川等 に沿 う場合は、 当該 がけ地等の道側

の境 界線 及び その境界線 か ら道の側 に水 平距離4mの 線 をその道路の境界線 とみなす。<

42条2項>

がけ地、河川等

2m4m4m

4m中 心線 未満

未 満2m

道路境界 道 路境 界線

線 とみ なす 建築 できる 建 築でき る とみなす

部分 部分

(敷 地 面積)(敷 地面積)

建替等 の場 合におい て

建築 できない部分
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(2)接 道義務<43条>

建築物 の敷 地 は、建築基 準法上道路(自 動 車専用道路等 を除 く)に2m以 上接 面 しなけれ

ばな らない。 た だ し、周囲 に広い空 き地が あ り、その他 これ と同様 の状況 にある場合 で安 全

上支障 がない ときは このか ぎ りではない。

建築基準法上の道路 2m

*地 方公共 団体は、建築物 の用 途、規模の特殊性 に よ り、避難 又は通行の安全の 目的 を十 分

達成 しが たい場合には条例で必 要な制 限を付加 す るこ とがで きる。

(例)東 京都 建築安全条例

a

b

規制の対象 となる建築 物

大規模 建築物の延べ

面積(s)

1,000㎡<s≦2,000㎡

2,000㎡<s≦3,000㎡

3,000㎡<s

aの 長 さ

6m以 上

8m以 上

10m以 上

2建 築物の用途制 限<48条>

都市計画 で定 める地域地 区の1つ に用途地域(12種 類)が あるが、 この都市計画 を実現

す るた めに建 築基準法 では、用 途地域内の建物 について、その 目的 に応 じて表-1に 示す建

築物の用途制 限 を設けてい る。 用途制限 と異 なる建 築物 を建築す る場合 には特定行政庁 の許

可が必要 となる。

また 、用途 地域内で定 める特 別用途地区 については、地方公 共団 体の条例 で用途制 限を更

に強化すべ く定 めてい る。 ただ し、建設大 臣の承認 を経て、制 限を緩 和す るこ とも出来 る。

<49条>

用途地域 内 建 築基準法 によ り原則 を定め る

用途制 限

特別用途地 区 地方公共団体の条例 で定める

-92-



表-1 用途地域内の建築物の用途制限

建 築 物 の 用 途

住 宅 住宅 、共同住宅 、寄宿舎 、下宿 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

店舗、事務所等の部分が一定規模以下の兼用住宅 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

教 育

施設等

幼 稚 園、小学校 、中学校 、高等学校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

大学、高等専門学校、専修学校等 × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

図書館等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

巡査派出所、公衆電話等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

神社 、寺院、教会 等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

医療 ・

福祉施

設等

保育所等、公衆浴場、診療所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

老人ホ ーム、身体障 害者福祉 ホー ム等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

老人福祉センター、児童厚生施設等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

病院 × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

店舗 ・

飲食店

事務所

等

× ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×*4

× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×*4

上記以外の物品販売店舗、事務所 × × × ○*2 ○*3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

上記以外の事務所等 × × × ○*2 ○*3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ボー リング場 、スケー ト場 、水 泳場 、 ゴル フ練 習場 等の運 動施 設等 × × × × ○*3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

風俗営

業施設

等

キ ャバ レー、料理 店、ナイ トク ラブ、 ダンスホール 等 × × × × × × × × ○ ○ × ×

個室付浴場業に係わる公衆浴場、ヌー ドスタジオ等 × × × × × × × × ○ × × ×

麻 雀屋 、パチ ンコ屋 、射的場 、勝馬投 票券販 売所 等 × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

カラオ ケボ ックス等 × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(次項 に続 く)

①第1種 低

層住居専用

地域

②第2種 低

層住居専用

地城

③第1種 中

高層住居専

用地域

④第2種 中

高層住居専

用地域

⑤第1種 住

居地域

⑥第2種 住

居地域

⑦準住居地

域

⑧近隣商業

地域

⑨商業地域 ⑩準工業地

域

⑪工業地域 ⑫工業専用

地域

○

一定の店 舗

・飲食店 等
床面積の合計≦150㎡

床面積の合計≦500㎡

○

○

○*1 ○*1

-93-○



(前項の続 き)

建 築 物 の 用 途

自動車

車庫等

2階以下かつ床面積の合計が300㎡ 以下の自動車車庫

営業用倉庫、3階 以上又は床面積の合計が300㎡ を越える

自動車車庫(一 定規模以下の付属車庫等を除く)

劇場、映画館

演芸場、観覧

場

客席の部分の床面積の合計<200㎡

客席の部分の床面積の合計≧200㎡

ホテル 、旅館

自動車教習所、床面積の合計が15㎡ を越える畜舎

工場等

危険物

処理

貯蔵施

設

危険性や環境を悪化させるおそれが非常に少なく、作業場の

床面積の合計が50㎡ 以下

危険性や環境を悪化させるおそれが少なく、作業場の床面積

の合計が150㎡ 以下

作業垣の床面積の合計が150㎡ を越える工場または危険性

または危険性や環境を悪化させるおそれがやや多いもの

危険性が大きいかまたは著しく環境を悪化させるおそれがあ

るもの

自動車修理

工場等

作業場の床面積の合計≦150㎡

作業場の床面積の合計>150㎡ 、日刊新聞の印

刷所

貯蔵・処理の量が非常に少ないもの

貯蔵 処理の量が少ないもの

貯蔵・処理の量がやや多いもの

貯蔵 ・処理 の量が多い もの

①第1種 低

層住居専用

地域

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

②第2種 低

層住居専用

地域

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

③第1種 中

高層住居専

用地域

○

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

④第2種 中

高層住居専

用地域

○

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

○*2

×

×

×

⑤第1種 住

居地域

○

×

×

×

○*3

○*3

○

×

×

×

×

×

○*3

×

×

×

⑥第2種 住

居地域

○

×

×

×

○

○

○

×

×

×

×

×

○

×

×

×

⑦準住居地

域

○

○

×

○

○

○

×

×

×

○

×

○

×

×

×

⑧近隣商業

地域

○

○

○

×

○

○

○

○

×

×

○

○

○

○

×

×

⑨商業地域

○

○

○

○

○

○

○

○

×

×

○

○

○

○

×

×

⑩準工業地

域

○

○

○

○

○

○

○

○

○

×

○

○

○

○

○

×

⑪工業地域

○

○

×

×

×

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

⑫工業専用

地域

○

○

×

×

×

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○は建築可能な用途 ×は建築できない用途
* 1 一定規模以下のものに限り建築可能
* 2 当該 用途に供する 部分が2階 以 下かつ1,500㎡ 以下 の場合 に限 り建築可能
* 3 当該用途に供する部分が3,000㎡ 以下の場合に限り建築可能(但 し、税務署、郵便局、警察署、保健所、消防署等及び第1種 電気通信事業者の事業の用い供する施設で建設大臣の指定するものは、 3,000㎡ を

越えても建築可能)
* 4 物品販売店、飲食店は建築禁止
(注)特 定行政庁が、支障がない又は公共上やむを得ないと認めた場合には、用途制限と異なる建築物ても建築することかてきる。-94-



3.建 築物の 面積 、高 さ及 び敷 地内の空地 に関す る規定

都市計 画区域内 にお け る建築物 についての制 限の中で、最 も中心的な制限 は、いわゆ る 「形

態規制 」 と呼 ばれて お り、 この 内容 は

ア建物 の面積(広 さ)の 制 限

イ建 築物 の高 さ制 限

ウ敷 地内にお ける建築 物の位置制限

な どに分け るこ とが 出来 る。

(1)容 積率(建 築物の延べ床 面積に対す る割合)<建 築基準法52条>

容積 率は、原則 として表-2の 地域 区分 に よ り定 め られて いる数値 を越え るこ とはできず 、

都 市計 画におい てこれ ら数値の うち どれか1つ を限度 と して指 定す る こととなる。(指 定容

積率)

① 前面道路の幅 員(12m未 満)に よる容積率 の制 限<52条1項>

全面幅 員に表-2の 一定率 を乗 じた数 値が基準容積 率 とな り、指 定容積 率 と基準容積率 を

比較 して厳 しい容積率 が当該 敷地の容積率 とな る。

第1種 住居地域 、指定容積率200%

敷地 当該敷地の容積 率=4×4/10=160%<200%

4m

②敷 地が2以 上の制 限の異 なる地域 ・区域にわ たる場 合の制限<52条4項>

それぞれ の敷地の部分 の面積 比に基づ く加重 平均 に よ り求 める。

表-2,用 途 地域 におけ る容積率 の制限

用途地域

制 限項 目

都
市
計
画
区
域
内
で
用
途
地
域

の
指
定
の
な
い
区
域

工
業
専
用
地
域

工
業
地
域

準
工
業
地
域

商
業
地
域

近
隣
商
業
地
域

準
住
居
地
域

第
2
種
住
居
地
域

第

1
種
住
居
地
域

第
2
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域

第
1
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域

第
2
種
低
層
住
居
専
用
地
域

第
1
種
低
層
住
居
専
用
地
域

容

積

率

都 市計画で 定め

る制限(%)

前 面 道 路 幅 員

(12m未 満)

に よる制限

50.60

80.100

150.200

100.150

200.300

200

300

400

200.300

400.500

600.700

800.900

1000

200

300

400

400

(100.

200.

300)

前面道路幅 員 ×4/10

前面道路幅員 ×6/10

(特 定行政庁 が都計審 を経 て

定め る区域 は4/10)
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③ 前面道路(6m以 上12m未 満)の 幅員 による容積 率の緩和<52条5項>

前 面道路 の幅 員が6m以 上12m未 満 の敷 地で あって 、特定 道路(幅 員15m以 上の道

路)か ら延長70m以 内の部分 に接す る敷地 の場合 、 この特定道路 までの延長距離 に応 じて

定 められ る数値 を当該前面道路 の幅員に加算 して得 られた数 値 が、道 路幅員の数値 とみ な さ

れ、 これ に4/10(住 居系)又 は6/10(そ の他の地域)を 乗 じて容積率の限度 を計算

す る。

特定道路 までの距離に応 して定め られ る数値は、下記式 に より求め る。

Wa=(12-Wr)×(70-L)/70

L

敷 地

12 ｍ

特定

道路

(15m以 上)

12m>Wr≧6m 70-L

加 え る数値Wa

Wa政 令 で定め る数値

Wr前 面道 路の幅員

L特 定道 路までの延長

④その他特例的な容積率の緩和

容積率が緩和される場合

①敷地内に計画道路がある場合

②前面道路に壁面線の指定があ

る場合

③住居系7地 域の壁面線等に関

する基準容積率の緩和

③機 械室等の床 面積 が著 しく大

きい場合又 はその周囲 に広 い

公 園、広場 、道路その他 の空

き地を有す る場合で 、特 定行

政庁が許可 した場合

緩 和 の 内 容

建築物 の敷地 が都 市計画 におい て定め られた計画道路 に接

す る場 合 または当該敷地内 に計 画道 路が ある場合 において

特 定行 政庁が交通 上、安全上 、防火 上及び衛生上支障 がな

い と認 めて許 可 した建築物 につ いては、計画道路 を前 面道

路 とみ なす。

前面道 路の境 界線 また は、そ の反 対側の境界 か らそれ ぞれ

後退 して壁面 の指 定か ある場合 で特定行政庁 が許 可 した も

のについ ては、当該壁 面線 を容積 率算定の道路境 界 とみな

し、前面道路幅員 として算定で きる。

住居 系の7地 域及 び特 定行政庁 が指 定 した地域 内では、壁

面線 の指 定又 は壁 面の位置 の指 定が ある場合 、壁 面線 の境

界線 を前 面道 路 とみ な し、 前面道 路幅 員 と して算 定 で き

る。 基準容積 率の算定 にあって前面道路 に乗ず る数値 は、

住居系で あっても6/10と な る。

容積率に関する限度を超えた建築が可能
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容積率が緩和される場合 緩 和 の 内 容

イ.高 度利用 地区

ロ.総 合設 計

ハ.特 定街 区

ニ.住 宅地 高度利用地 区計画

ホ.用 途別 容積型地 区計 画

ヘ.再 開発 地区計画

ト.高 層 住居誘導地 区(新 設)

(2)建 ぺい率(建 築 面積の敷地面積 に対す る割 合)<建 築 基準法第53条>

①用 途地域別 の建 ぺい率

用途地域 の種別に対応 して表-3の よ うに制 限 され る。<53条1項>

敷地 が2以 上の制 限の異 な る地域 ・区域 にわた る場 合には,そ れぞれ の敷地の 部分の面積

比 に基づ く加 重平均 によ り求め る。<53条2項>

表-3

用途地域

制限項 目

都
市
計
画
区
域
内
で
用
途
地
域

の
指
定
の
な
い
区
域

工
業
専
用
地
域

工
業
地
域

準
工
業
地
域

商
業
地
域

近
隣
商
業
地
域

準
住
居
地
域

第
2
種
住
居
地
域

第
1
種
住
居
地
域

第
2
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域

第
1
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域

第
2
種
低
層
住
居
専
用
地
域

第
1
種
低
層
住
居
専
用
地
域

建ぺい率 30.40.50.60 60 80 60

70

(50.

60)
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④下記に掲げる地区又は都市計

画等が定められている場合

別に指定された容積率が適用される

⑤共同住宅の共用廊下等の容積

率不算入(新 設)

対象 とな る共 同住宅 は、共用の廊 下又は階段の用に供す る

部分 を有す る全 ての共同住宅 で、分譲 共同住宅及び 賃貸共

同住宅 を含み 、構 造を問わ ない。 住宅以外の用途 に供 され

ている部分は対象 とはな らない。

30

40

50

60



②建ぺい率 の緩 和<53条3～5項>

建ぺい率の緩和要件 緩 和内容(%)

+10

近隣商業地域

商業地域

注)防 火地域の内外にわ

たる敷地にある耐火建築

物→敷地全体を防火地域

と見なす

100%ま で

制限な し

② 街 区の角 にある敷地

又これに準ずる敷地

→特定行政庁の指定するもの +10

③ ①かつ②の要件を備える場合 +20

④ 巡査派出所、公衆便所 、公 共用歩廊等

公 園、広場 、道 路、川等 の内にあ る建築物て安 全上、

防火上及び衛生 上支 障がない もの

100%ま で

制限 な し

(3)斜 線制 限

建物の高 さ制 限の代 表的な もので、① 道路斜線制 限、② 隣地斜線制 限、③ 北側 斜線 制限の

3種 類 が あ り、 これ らの制限 によ り建物 を建築す るこ とがで きる空間 が斜 めにな るた め通称

「斜線 制限」 と呼 ばれ ている。

①道 路斜線 制限<56条1項1号>

道路斜線制限 は、前面道路 の反 対側 の境界線 までの水 平距離 に一定 の数値 を乗 した制限 を
一定の距離の範 囲内で受ける。 これ らの数値 は、表-4の とお り。
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防火地域内の

耐火建築物

近隣商業地域

商業地域以外

の地域



表-4

建築物がある地域又は区域

第1種 低層住居 専用 地域 、第

2種 低層住居 専用地域 、第1

種 中高層住居 専用地域 、第2

種 中高層住居 専用地域 、第1

種住 居地域 、第2種 住居地 域

準住 居地域

近隣商業地域又は商業地域

準工業地域、工業地域又は

工業専用地域

都市計画区域内で

用途地域の指定のない区域

52条1項 、4項 及び5項 の規

定に よる容積率 の限度

20/10以 下 の 場 合

20/10を 越 え 、30/10以 下 の 場 合

30/10を 越 え る場 合

40/10以 下 の 場 合

40/10を 越 え 、60/10以 下 の 場 合

60/10を 越 え 、80/10以 下 の 場 合

80/10を 越 え る 場 合

20/10以 下 の 場 合

20/10を 越 え 、30/10以 下 の場 合

30/10を 越 え る場 合

20/10以 下 の 場 合

20/10を 越 え、30/10以 下 の場 合

30/10を 越 え る場 合

距離

20m

25m

30m

20m

25m

30m

35m

20m

25m

30m

20m

25m

30m

勾配の

数値

1.25

1.5

1.5

1.5

道路斜線の例

商業地域

容積率500%

の場合

L=25m

1

1.5

建築できる範囲

道 路 ×1.5

道 路
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道路斜線 制限の緩和

道 路斜 線制限 は、下記 に掲 げる事項に該 当す る場合 には、緩 和規定が適用 され る。

緩和規定の適用の要件

①道 路境界線か ら後 退

(セ ッ トバ ック)し

て 建築す る場合

② 前面道路の反 対側 に

公 園、水面、線路等

が ある場合

③ 幅員の異な る2以 上

の道路が ある場合

④道路 が敷地 よ り1m

以上低 い場合

⑤住居系5系 の緩和措

置

緩和の内容

セ ッ トバ ック分だ け敷地 と反対側 の、

道路境 界線 が後退 した もの とみな し

て道路 斜線 が適用 され る

公 園、水面、線 路等の幅 を加 えた距

離を道 路幅員 と見 なす。

イ.広 い幅員 の道路境界線 か らその

広い道路 の幅員の2倍 かつ 、*

35m以 内の範囲 につ いて、狭

い道路 も広い 道路幅員 に よる制

限を適用す るこ とができる。

ロ.イ の範囲 を超 える部分 で、狭い

道路 の中心か ら10mを 超 える

部分 につ いては、広い幅員 を前

面道路 とみ なす。

敷地の平均地盤面 と道 路 レベ ルの差

か ら1m引 い た値 の1/2だ け道路

あっがた位置 にある もの として、道

路 レベ ル を適用す る ことがで きる。

第1種 中高層 住居専用 地域 、第2種

中高層住 居地域 、第1種 住 居地域 、

第2種 住居 地域 、準住 居地域の住居

系5系 地域中で は前 面道路の幅員 が

12m以 上で ある場合 の斜 線制限 は

は、前 面道路の反対側 の境 界線 か ら

の水 平距離が、前 面道 路の幅員 に*

1.25mを 乗 じた 数値以 上 の区域

内では、高 さ制 限 として 当該距離 に

乗ず べ き数値 は1.25で な く**

1.50と す る

イ メー ジ図

斜

線

道 路

後退

公園 道 路

A

2Aか つ

35m以 内

A

10m

(h-2)

2

h

1.5

1

a≧12m

a×1.25
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②隣地斜線 制限<56条1項2号>

考え方 は道 路斜線 と同 じだが、 まず無 条件 に20m又 は30mの 高 さが与 えられ 、 さらに

この高 さか ら上に対 して一定 の数値 の斜線が適用 される ことになる。

隣地制 限及び 緩和規定 は、表-5の とお り

表-5

区 分

イ 第1種 低層住居専用地域

第2種 低層住居専用地域

ロ 第1種 中高層住居専用地域

第2種 中高層住居専用地域

第1種 住居地域

第2種 住居地域

準住居地域

ハ 近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

用途地域の指定のない区域

斜線制限

20m+(L×1.25)

L=隣 地境界線までの

最小水平距離

31m+(L×2.5)

適用な し(高 さ10m又 は*

12mの 絶対制 限があ るた め)

隣地

20m

隣地

31m

隣地制限に関する緩和規定

緩和要件

隣地境界線か ら後退 して建

築する場合

隣 地に水 面、公園等 が接す

る場合

敷 地が隣地 よ り1m以 上低

い場合

緩和内容

20m又 は31m以 上 の建 築物の部分 を隣地境 界線か ら

後退 して建築す る場合 、斜 線制限 と同様 にセ ッ トバ ック

した距離 だけ隣地境界線 が後退 した もの とみな され る。

隣地境界線 が水面 、公 園等の空 き地 の幅 の1/2だ け離

れ たもの とみな され る。

道路斜線 と同様 に隣地 地盤面 と当該敷地 地盤面 の高低 差

か ら1m引 いた値 の1/2だ け地盤 が高い位置 にある も

の とみな され る。
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③ 北側斜線<56条1項3号>

住居 の 日照確 保の ための制 限で あ り、第1種 低層住居 専用地 域、第2種 低層住 居専用地域 、

第1種 中高層住居専用地域 、第2種 中高層 住居専用地域 にお いて適用 され る。 ただ し、 日影

規制 の適用を受 ける第1種 中高層住居 専用 地域、第2種 中高層住居専用地域 においては、北

側斜線 よ りも 日影規制の ほ うが厳 しいた め、北側斜線 は適用 され ない。

地 域

第1種 低層住居専用地域

第2種 低層住居専用地域

第1種 中高層住居専用地域

第2種 中高層住居専用地域

斜線制限

5m+(L×1.25)

10m+(L×1.25)

注 意

日影 規制の適用 を受 けない地

域 のみ

L=前 面道路の反対側の境界線

または隣地境界線

の真北方向の水平距離

緩和規 定

北側斜線 は道路斜線及び 隣地斜 線 と異な り、セ ッ トバ ックに よる緩和規 定はない。

緩和要件

隣地に接 して空地(道 路 、

川 等)が あ る場合

敷 地が隣地 よ り1m以 上低

い場合

緩和内容

① 空地の幅 が10m以 下の場合 には、敷地境界線 はその

幅の中心 にある とみ なす 。

② 空地の幅 が10m以 上 の場合 には、空地の反 対側の境

界線か ら空 地側 へ5m戻 った位 置 に敷地境界線 があ る

もの とみなす。

道 路斜線 と同様 に隣地地盤 面 と当該敷地地盤 面の高低差

か ら1m引 いた値の1/2だ け地盤が高い位置 にあ るも

の とみな され る。
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(4)日 影 による中高層の建築物 の高 さの制限<56条 の2>

日影規制 は、下記表 の(い)欄 に掲 げる地域 の全部 又は一部で 、地方公 共団体 の条例 で指 定

す る区域(対 象 区域)内 に ある下表(ろ)欄 の当該各 項に掲 げる建 築物 は、冬至 日の真太 陽

時 による午前8時 か ら午後4時 まで(北 海道 の区域 内では午 前9時 か ら午後3時 まで)の 間

において、それ ぞれ 下記表(は)欄 の各項 に掲 げる平均地盤 か ら高 さの水平 面に、敷 地境 界

線 か ら水平距離 が5mを 超 える範囲におい て、下表(に)欄 の各 号の うちか ら地方公 共団体

が気候 及び風 土、土地利用 の状況を勘案 して、条例で指定す る号に掲げ る時 間以 上 日影 とな

る部分 を生 じさせる ことの ない もの としなけれ ばな らない。

(い) (ろ) (は) (に)

地 域 制限を受ける建築

物

平均地盤 面

か らの 高 さ

(H)

敷地境界線か ら

の水平距離が5

mを 超 え、か つ

10m以 内の範

囲 にお ける 日影

時 間(A)

1

敷 地境界線 か らの

水 平距離 が10m

を超 える範囲 にお

ける 日影時間(B)

第1種 低層住居専

用地域

第2種 低層住居専

用地域

軒高7mを 超 える

建築物 又は地階 を

除 く階数 が3以 上

の建築物

1.5m

2

第1種 中高層住居

専用地域

第2種 中高層住居

専用地域

高 さ10mを 超 え

る建 築物

4m

3

第1種 住居地域

第2種 住居地域

準住居地域

近隣商業地域又は

準工業地域

高 さ10mを 超 え

る建築物

4m

4

用途地域の指定の

ない区域

高 さ10mを 超 え

る建築物

4m

3時 間(2時 間)

4時 間(3時 間)

5時 間(4時 間)

3時 間(2時 間)

4時 間(3時 間)

5時 間(4時 間)

4時 間(3時 間)

5時 間(4時 間)

4時 間(3時 間)

5時 間(4時 間)

2時 間(1.5時 間)

2.5時 間(2時 間)

3時 間(2.5時 間)

2時 間(1.5時 間)

2.5時 間(2時 間)

3時 間(2.5時 間)

2.5時 間(2時 間)

3時 間(2.5時 間)

2.5時 間.(2時 間)

3時 間(2.5時 間)

(一)

(二)

(三)

(一)

(三)

(一)

(二)

(一)

(二)

(二)

(注1)(に)の 欄 の()内 は北海道区域

(注2)上 表H、A、Bに つ いては下記図 を参 照
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太陽

敷地 境界線

G.L.

A B H

5m 5m

緩和規 定

日影規制 に よる緩和規定 は次 の とお り

緩和要件

隣地 に水 面、線路敷等 が接

す る場合

敷 地が隣 地 よ り1m以 上低

い場合

緩和内容

北側隣地境界線が水面、線路敷等の幅の1/2だ け離れ

た もの とみ な され る。(公 園、広場 は対象 外 とな る)

隣地 と当該敷地の 平均 地盤 面の高低差 より1mを 引いた

値 の1/2だ け高 い位 置に測定平面 がある もの とみな さ

れ る。

(5)第1種 低 層住居専用地域 、第2種 低層住居専用地域 内にお ける制限

第1種 低層住居専用地域 、第2種 低層住居専用 地域 は、低 層 住居 に係 る住居 の環 境を重視 し、

人 々が 日常生活 を営 む うえて大 半の時 間を過 ごす場所 であるた め、敷地 のゆ と り、高 さにつ

いて特 別規定が ある。

①高 さの 限度<55条>

10m又 は12mの うち、都 市計画で定 め られ た限度 を超 えてはな らない。

②外壁の後退<54条>

都 市計画 におい て、1m又 は1.5mの 外 壁 の後退距離 が定 め られ た場合 には、当該 限度

以 上外壁 を後退 しな けれ ばな らない。

③敷地面積の最低 限度<54条 の2>

都 市計画 において、建築物 の敷地面積の最低 限度(200㎡ 以下の数 値)が 定め られ た とき

は 、敷地 面積 を 当該限度以上 に しなけれ ばな らない。
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(6)特 別な形態規制等

①都市計画法の地域地区と形態規制

用途地域以外の地域地区が、都市計画で定められた場合、建築物は都市計画法に定められ

た内容に適合 しなければならない。

地 区 都市計画に定める事項 建築制限

高度 地区

<58条>

建築物の高さの最高限度又は最低限度

高度利 用地 区

<59条>

①容積率の最高限度及び最低限度

②建ぺい率の最高限度

③建築物の建築面積の最低限度

④壁面の位置の制限

⑤道路斜線制限の適用なし

都市計画において定められた内

容に適合するものでなければな

らない

特 定街 区

<60条>

①容積率

②建築物 の高 さの最高限度

③壁 面の位 置の制限

④建ぺ い率、斜線制 限、 日影規制等 の

適用 な し

②建築基準法の特例制度

ア 総合設計制度<59条 の2>

規定の内容

敷地面積 が政令 で定 める規模 以上で、敷地 内に政令で定 める空 き地を

有 し、特 定行 政庁が交通 上、安全 上 、衛生 上支 障がな く、かつ 、建ぺい

率、容積率 、高 さにつ いて総合 的な配慮 がな されてい る建築物 に対 して

以下の特例 を認 める。

① 容積率制 限の緩 和

② 絶対高 さ制 限の緩 和

③ 斜線制限 の緩 和

規定の趣旨 一定規模 以上の敷地 に一定割合の公 共空地(オ ー プンスペ ース)を 確保

す る ことで、市街地 の環境の整備改 善がな され る場合 、一定の ボーナ ス

を与える。

同規定は平成9年6月13日 に運 用改善 され 、敷地規模 が大 き くなれ

ばなるほ ど容積率が割増 しされ る ことになった。
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イ 総合 的設 計制度<86条>

規定の内容

1団 地 内に2以 上の構 えを成す建 築物 を総合的設 計に よって建築す る場

合におい て、特定行政 庁 がその各 建築物の位置及 び構 造が安全上 、防火

上及び衛生 上支 障がな い と認 める もの につい ては、 これ らの建築物 は、

同一敷地内 にあるもの とみなす。

規定の趣旨 建 築基準法 は、原則 「1建 築物1敷 地」で あるが、一団地の総合的設 計

を行 う場合 には、各 制限 を形式的 に適用す るこ とは不合 理 な面が生 じる

ので、総合的設計 に よる一団地認 定に よ り、 この よ うな不合理 を避 ける

ことができ ること とす る。

ウ 地区計画等と形態規制

名 称

地区計画

誘導容積地 区計画

<68条 の3第1項>

容積適正配分地 区計画

<68条 の3第2項>

用途別容積型地 区計画

<68条 の3第3項>

街 なみ誘導型地 区計画

<68条 の3第4・5項>

住宅地 高度利 用地区計画

<68条 の4>

再開発 地区計 画

<68条 の5>

高層住居誘導地区計画

形態規制 の取 り扱 い

2段 階の容積率 制限(目 標容積 率 ・暫定容積

率)

総容積の適正配分

住宅 に係 る容積率 の緩 和(用 途地域 に関す る

都市計画 で指 定 された数値の1.5倍 まで)

①前面道路幅員による容積率制限の緩和

②斜線制限の緩和

①用途規制の緩和

②容積率制限の緩和

③建ぺい率制限の緩和

④絶対高 さ制限の緩和

⑤斜線制限の適用なし

①用途規制の緩和

②容積率制限の緩和

⑤斜線制限の緩和

①容積率 の緩和(最 大600%ま で)

②斜線制限 の緩和

③前面道 路幅 員 による容積 率制限の緩和(6

/10を 適用)

④ 日影規制の適用 な し
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(7)建 築協定

建築協 定は、市町村 が条例で 定め る土地の 区域において 、一 定の区域の 土地 所有者等が全員

の合意 に基づい て、建築物の敷 地、構造 、用 途、形態等 に関 し、特定行政庁 の許可を得て制

定す る基準で ある。 建築協 定は、住宅地 としての環境 または商店街 と しての利 便 を高度 に維

持 ・増 進す るこ と等 を 日的 とす るもので あ り、新た に開発 された郊外の住宅 地な どにおい て

最 も多 く活用 されてい る。

(8)災 害危険地 区<39条(単 体規 定)>

地方公共団 体は、津波 、高潮、 出水 、崖 崩れ等の危険 の著 しい区域 を災 害危険区域 として

指定す る。具 体的な規制 は、区域 によって異な るが 、住 宅の建築の禁止そ の他建築に関す る

制限で必要 な もの を条例 定め る。現在 大半の府県 とそ の他30以 上の 市町村 で定 められ てい

る。
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協定の主体 土地所有者 ・借地権者

協定内容 建築物の①敷地②位置③構造④用途⑤形態⑥意匠⑦建築設備 に関する基準

要 件 全員の合意

効 力 公告後 は、新 しい土地所 有者 に対 して も効力 を有す る

そ の他 あ くまで も地域 住民の 自主的 な契約 で あ り・協 定の違反 に対 して も法 律年

よる是正措置 、罰則等 はない



市街化調整区域内の土地の評価に関する調査研究
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1市 街化調整区域内の土地の概要

(1)市 街化区域及び市街化調整区域の都市計画

市街化区域

及び

市街化調整区域

市街化区域

無秩序な市街地を防止し、計画的な市街化を図るため、

都市計画区域を区分したもの

市街化調整区域

既に市街地を形成している区域

概ね10年 以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域

市街化を抑制すべき区域

(2)市 街化区域 と市街化調整 区域の土地の特徴

市街化 区域 内の土地では、建築物の建築は建築基準法等の制約 はあるものの、一般には自由

に行 うことができる。

これに対 して、市街化調整 区域では、本来的な土地利用である農林漁業以外の用途の開発 に

ついては、必要最小限度の ものを、例外的 に、 しかも個 別の開発許可を通 して認めるシステム

を採用 しているため、ある土地において建築物 の建築が可能 だか らといって、その隣接地では

必ず しも建築物の建築が許可され るとい うわけではない。

また、市街化区域の土地におては、同じ利用用途の建築物 が線的若 しくは面的に広が りをも

っているため、利用用途の同質化 といった点か ら一つの地域 として とらえることができ、その

地域的特性を把握す ることによ り、その地域の価格水準の把握が可能 となる。

これに対 して、市街化調整 区域の土地においては、個 々の土地に個別の開発許可等を通 して

建築物が建築 され るため、利用用途の同質化が図 られない ことがあ り、そのため地域的な地価

水準の把握が難 しい。

市街化調整区域

既存宅地(43条1項6号)

分家住宅(34条10号)

日用品店舗(34条1号)

農家住宅(29条2号)

有料老人ホーム

(34条10号 ロ)

ガ ソリンスタンド(34条8号)
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(3)都 市計画 区域 と農業振興地域の関係

都市計画区域 と農業振興地域

全国3,788(面 積単位 万ha)

農業振興地域外2,054

農業振興地域1,724

農 地535

農 業用施 設 用地4

そ の他1,185

農用地区域535

農 地467

農業用施設用地3

その他65

線引き都市計画区域516

市街化調整区域376

未線引き441

市街化区域140

都市計画区域957

(H8国 土統計要覧)

地 域 区 分

農
業
地
域

農用地区域

農用地区域
外(白 地)

都 市 地 域(都 市計画区域)

市街化区域
用途地域

重複 しない

重複 しない

市街化調整区域
その他

農用地区域を優先

土地の利用現状に留意 しつつ、農業利用 との
調整 を図 りなが ら、都市的な利用を認める

農業振興地域

農用地区域→農業振興地域 の整備に関する法律17条(転 用制限)に より

原則 として宅地への転用は認め られ ない。 (ただ し、農業用施

設用地は認め られるため、農用地区域に存在す る場合 がある。)

農用地区域外(白 地)→ ガス ・上水道 ・下水道(い ずれか1つ でよい)の 整

備 地区内の農地等一定の条件 を満たす場合は宅地へ

転用が許可 される

*開 発許可等 と農地転用許 可 との調整 に関す る覚書(S44農 地局長 ・計画局長通達)

開発許可権者又は転用許可権者は、その権 限に係 る処分 をしよ うとする場合において、

当該処分に係 る土地が農地等 である ときは、相互に連絡又は調整を図 るもの とす る。
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2市 街化調整区域内の建築行為のフロー

建築物の建築

開発行為
か否か?

NO

YＥS

開 発許可対 象

§29

開発 許可除 外

§29但 書

開発許可申請 事前手続 §32

許可申請手 続き §30

設計 者の 資格 §31

技術 基準 §33

立 地 基準 §34

不許可通知

開発禁止

許可通知 開発登録 簿

記載 §47

開発区域内での建築制限§37
開発許可の継承§44

開発行為 変更許 可 §35の2

開発行為 変更の届 出

開発行 為廃止の 届出 §38

開発許可継承の承認申請 §45

37条 但書 建築 物

公共施設 の管理帰属

§39

公共施設 の用に供す

る土地の帰属 、費 用
の 負担 §40

工事完 了

検査 ・公告 §36

予定建築物
以外

予定建築物

許可 申請

§42但 書

41条 制 限

適 合

不許可 許可

建築
禁止

29条2,3号 及び

43条 但書 以外 の

建築 物

建築許可申請

§43

不許可 許可

建築
禁止

29条2,3号 及 び

43条 但書 の

建築 物

43条1項6号

の建築物

43条1項6号 以 外

の建築 物

既存宅地
確認申請

不確認 確認

建築
禁止

建 築 確 認 申 請
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3市 街化調整区域内で開発行為または建築行為が可能な土地の分類

市街化調整 区域は、市街化を抑制すべき区域であるが、一定の条文 ・条項に係 る条件に合致

すれば建築物の建築は可能 となる。

ただ し、42条 等の制約 から、市街化 区域 の土地 と異な り建築物の建築において、用途の

制限や所有権移転に伴 う制約等が発生す ることになる。

このため、開発行為等の許可等に関す る条文 ・条項 について、使用 ・収益 ・処分の観点か

ら分類 を図 り、それが土地価格に どの ような影響 を与 えているかについて検討す ることとす

る。

(1)開 発行為 ・建築行為 が可能な土地の分類

分類 に当たっては使用 ・収益 ・処分 とい う観点よ り、用途の変更 ・建替 えの可否 とい う2

要件 を選び、対象 となる代表的 な条文を選択 し、これ に基づき分類 を行 った。

選択 した条文 ・条項

①都計法第29条2号 農林漁業用もしくはこれ らに従事す る者の

都計法第43条1項 本文 居住用の建築物の建築

②都計法第34条10号 ロ 農家の2、3男 が分家す る場合の住宅

③都計法第34条10号 ロ 既存建築物の建替

④都計法第43条1項6号 既存宅地
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分類の結果は次のとおりである。

分類結果

条文の

概 要

要 件 用途変更 同一用途のもの

への建替

備考

本人及び一般承継人 特定承継人

①農林業用もしくは従事者の居住用の建築物の敷地

②農家の2、3男 の分家のための敷地

噺 存建築物の建替の敷地

④既存宅地の敷地

不可

不可

不可

可

可

可

可

可

不可(注1)

不可(注1)

可

可

ケース1

ケース1

ケース2

ケース3

(注1)農 家の2男 の分家等は、申請人の状況がいかな るものであるか とい うことを勘案 し

て許可の適否が決定 され るとい う、多分に属人的なものであるため、売買等による特定承継

人に対 しては原則 として建替を認 めない ことになる。

宅地となった時期

線引き前

no 市街化隣接

50戸 連たん
yes

既存宅地

でない

ケー ス2

既存宅地

である

ケー ス3

線引き後

土地に与えられた

許可

(注2)

人に与えられた

許可

ケー ス1

(注2)34条 の大部分が該当 し、用途 は店舗 ・火薬庫 ・ガ ソリンスタン ド・有料老

人ホー ム等多岐にわたるが、用途変更:不 可、特定承継:可 で制約 内容はケース2と

概ね同様であ り、分類を単純 にす るために省略
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(2)分 類 された土地の価格

これ によると、ケース3が 一番制約がな く、ケース2、 ケー ス1に な るに従い制約がでて

くることになる。

ケース1(分 家住宅等)は 、すべての要因で制約があるが、特に売買後、建替が原則 とし

て認 められないこ とから、需要の減退があるもの と考 えられ る。

なお、ケース1の ①には農業用施設 も含 まれてい るが、当該建築物は用途が特殊 で需要が

あま り見込 めないこ ともあ り、かつ、農地 の中に散在 していることが多 く、他 のケー スと比

較す ると価格水準はかな り低い もの と考 えられ る。

ケー ス2(既 存建築物 の敷地)は 、今後 とも既存建築物 と同様の用途のもの しか建築がで

きない とい う制約の ものであるが、既存建築物の多くは住宅(農 家住宅)と 考えられ、市街

化調整 区域 における一般的な使用 と合致 してい るもの と思われ ることか ら、用途制限がある

ことでの需要の減退はあま りない もの と考え られ る。

ただ し、ケース2の 既存建築物に該当す るものは、市街化区域か ら離れ既存宅地 としての

確認 が受け られない等 より、既存建築物の取 り扱 い となった ものが多い と考 えられ るため、

ケース3の 既存宅地 と比較する と価格水準 自体が低いもの と考 えられ る。

ケー ス3(既 存宅地)に ついては要因面での制約がな く、市街化区域の土地 と同様 に主 と

して建築基準法等 による制約(千 葉県では、第2種 中高層住居専用地域 の用途 で、建ぺい率

50%、 容積率100%を 原則 に建 て替え可能)が あ るだけであ り、市街化区域の土地 と概

ね同様の ものと考 えるこ とができる。 しか も、ケース3に 該当す る土地は、一般 に市街化 区

域に近接 してい る場合が多 く、需要面か らも市街化区域 の土地 とかな り牽連関係が認 められ

ることから、市街化区域 の価格水準に近い もの と考え られ る。

ケース1～3の 土地価格 の概念図

土

地

価

格

ケース1① ・②(分 家 住宅 等)

ケース1①(農 林 漁業 用施 設)

ケース2③(既 存 建物 の建 替)

ケース3④(既 存 宅地)

ケ ー ス3

ケ ー ス2

ケ ー ス1

ケース1(農 林業用施設)

←近い 市街化区域への距離 遠い→
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4農 業用施設用地の地 目の認定

農業用施設用地の地 目認 定は、一般的には次によるもの とす る。

上記の うち、宅地 と認 定 され るのはケースA・Bの 場合である。

ケースAに ついては、屋敷内に農家住宅及 び農業用施設 が存す るものであるため、農家住

宅 の敷地の延長 に農業用施設があるとの認識 が強 く、また農業用施設用地部分の住宅への転

用の可能性 もあること等か ら、当該部分は住宅地 との価格牽連性が強い もの と考 えらる。

これに対 して、ケースBは 、農家住宅か ら独 立 してお り、 しかも農地の中に点在 も しくは

散在 していることが多い ことか ら、周辺集落の住宅地の価格 よ りは、農地 との価格牽連性が

強 く、特に農用地区域内の農業用施設用地 についてはその傾向が顕著になると考 えられ る。

また、その周辺 にある程度整地 がなされた雑種地がある場合には、整地 とい う観点 から雑

種地の価格 との牽連性がよ り強 くなるもの と考え られ る。

いずれにせ よ、ケー スBに ついては、農業用施設用地 の価格 と住宅地の価格 との牽連性は

薄いため、住宅地 と同様 に評価を行 うことは望ま しくない。

-117-

農業用施設の所在

農業用施設が農家の敷地にあ

る場合

農業用施設が農家の敷地外

にある場合

牧場に所在する場合

農業用施設の態様

施設が家屋か否かにかかわ らず、全体

として地 目認 定

地目認定

宅 地

施設が家屋として認定される場合

施設の内部で耕作が行われている

施設の内部で耕作が行われていない

農 地

宅 地

施設が家屋として認定されない場合

施設の内部で耕作が行われている

施設の内部で耕作が行われていない

牧場内の牧草栽培地等と一体に牧場と

して認定

農 地

雑種地

牧 場

ケースA

ケー スB



既存宅地 ・農業用施設用地 ・雑種地 ・農地の価格概念図

土

地

価

格

既存宅地

農業用施設用地

農地

雑種地

←近い 市街化区域への距離 遠い→

①既存宅地、農業用施設用地、雑種地、農地の価格及び地 目間の格差率 はそれぞれ地域 によ

って異 なるが、上記図は、市街化 区域への接近性 を考慮 し、市街化調整区域 にお ける一般

的な土地価格序列を概念的に示 したものである。

なお、雑種地 については、資材置場や駐車場 としての利用が可能な整地がある程度行わ

れてい るもの、また農地は他の用途への転用が困難なものを想 定 している

②既存宅地が他の土地に比較 し高いのは異論がない と考える。

③農業用施設用地 については、農地 あるい は雑種地か らの転用が多い と考 えられ、その場合

にはある程度整地が必要 とな ることか ら、少なくとも整 地費用分は農地や雑種地より高い

もの と考えられ る。

④雑種地 については農地の価格 よ り高い場合 と低い場合があると考えられる。

これは、当該雑種地の所在す る場所に より、資材置場等 としての利 用が可能 か否 かによっ

て 起 こる ものである。つま り、資材置場等 としての利用が可能な場合には、農地に比較 し

整地が行 われてい るこ とか ら農地 より高い もの と考え られる。 これに対 して、都市部から

かな り離れ資材置場等 としての利用 もできないよ うな ところでは、場合 によつては農地 と

しての利用 しかない(つ ま り当該雑種地は農地見込地 とい うこと)た め農地価格に比較 し

低くなるものと考 えられる。

-118-



5地 方団体における農業用施設用地の評価実態

農業用施設用地の評価について(総 括表)

平成6年 度評価替え

市町村数

評価上の考慮の有無

評価対象

な し

評価対象あり

考慮して

い な い

考慮して

い る

畜舎用地

のみ考慮

その他

考慮する際の線引きの仕方

市街化区域 調整区域の線引きあり

市街化調整区域のみ農用地区域のみ 市街化調整区域又は

食用地区域のみ

市街化調整区域かつ

農用地区域に限定

特に線引きなし

市街化区域 ・調整区域の線引きなし

農用地区域に限定 特に線引きなし

考慮の方法、考え方

公法上の利用制限

がかかることから

嫌悪施設と同様の

考え方から

その他

考慮していない団体(理 由)

どの位の格差がある

か判然としないため

検討した結果標準宅

地との価格差なし

その他

1

2

3

4

5

6

7

8

9

11

12

13

15

16

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

20

30

31

32

33

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

10

14

7

3 4

17

青森県

宮城県

山形県

千葉県

東京都

石川県

山梨県

京都府

大阪府

奈良県

島根県

岡山県

徳島県

香川県

愛媛県

大分県

宮崎県

沖縄県

北海道

岩手県

秋田県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

神奈川県

新潟県

富山県

福井県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県
三重県

滋賀県

兵庫県

和歌山県

烏取県

広島県

山口県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

鹿児島県

計

212

67

59

69

90

71

4 4

85

49

70

92

80

(注1) 41

37

112

41

35

35

64

120

99

88

69

74

50

44

44

91

47

50

39

59

78

86

56

50

43

53

70

49

94

44

53

97

7 9

58

96

3,233

69

25

10

28

3 6

3 1

41

3

25

4

25

7

15

3

3

21

11

42

19

20

2 3

2 0

91

7

9

11

16

7

20

25

30

33

24

19

7

11

15

21

1

10

8

16

27

17

834

142

29

59

43

59

36

30

45

50

12

22

36

4 3

7 4

108

32

28

12

21

74

56

45

8 5

4 8

38

22

65

31

3 4

4 2

37

33

48

53

28

30

30

38

55

44

61

29

28

54

5 8

52

7 8

2,177

3

1

2

1

2

1

8

6

4

5

1

1

2

1

9

4

4

7

1

3

1

2

3

1

10

3

4

4

2

2

7

5

114

2

1

1

2

1

2

2

5

2

5

2

2

2

3

2

2

4

2

2

1

3

1

2

3

1

4

3

5

2

8

3

3

3

4

86

1

2

6

2

8

22

1

1

1

1

1

1

1

1

1

10

1

2

4

7

1

2

2

2

2

1

45

1

1

1

1

1

1

1

1

3

1

1

1

1

1

1

1

1

8

1

3

2

1

1

1

1

10

1

2

1

1

2

1

2

3

1

1

(注2)

1

(注2)

1

1

3

2

35

2

1

9

1

1

2

3

2

1

1

3

1

3

1

1

20

1

2

1

2

5

6

3

1

1

1

1

2

1

9

4

1

1

2

2

4

1

1

2

5

3

10

4

5

4

2

9

4

101

1

1

1

2

1

1

1

1

4

12

2

4

3

2

4

10

1

2

1

10

2

1

1

6

1

3

6

1

1

3

89

1

1

2

2

2

2

1

1

1

2

2

3

1

1

4

1

3

1

6

3

6

2

5

3

59

1

1

1

2

5

1

6

4

1

2

3

1

6

4

1

3

2

2

1

1

4

2

1

1

4

2

9

6

74

65

37

21

40

18

1 4

20

26

41

36

59

6

1 7

32

64

2 2

5

14

16

33

43

21

23

20

16

26

22

29

30

20

19

28

23

34

37

22

20

4 3

3 4

4 1

17

20

10

23

34

3 8

42

1,321

76

11

22

21

22

10

19

8

4

10

12

14

6

4

44

10

12

7

2

42

34

8

9

22

15

13

6

24

5

20

20

13

19

23

16

10

11

13

14

18

21

23

24

14

7

16

8

782

1

1

2

1

2

1

1

2

3

7

6

4

2

1

2

14

1

2

1

74

2 0

222

101

222

121

222 2,177

(注1)東京 都特別区 を1団 体 としてカウン トしている。

(注2)三 重県の1団 体、大阪府の9団 体については、生産縁地区内の土地 について補正を行 っている。



農業用施設用地の評価 について(総 括表)

平成9年 度評価替え

市町村数

評価上の考慮の有無

評価対象

な し

評価対象あり

考慮して 考慮して 畜舎用地

のみ考慮

その他

考慮する際の線引きの仕方

市街化区域 ・調整区域の線引きあり

市街化調整区域のみ農用地区域のみ 市街化調整区域又は

農用地区域のみ

市街化調整区域かつ

農用地区域に限定

時に線引きなし

市街化区域・調整区域の線引きなし

農用地区域に限定 特に線引きなし

考慮の方法、考え方

公法上の利用制限

がかかることから

嫌悪施設と同様の

考え方から

その他

考慮していない団体(理 由)

どの位の格差がある

か判然としないため

検討した結果標準宅

地との価格差なし

その他

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

16

17

18

19

20

21

22

24

25

26

27

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

45

46

47

23

2 8

44

15

14

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千業県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

烏取県

島根県

岡山県

広島県

山口県
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(注 1)東 京都特別区を1団 体としてカウン トしている。

(注2)三 重県の1団 体、大阪府の9団 体については、生産緑地区内の土地について補正 を行っている。-120-



6市 街化調整区域内の土地の評価に関する地方団体意見

市街化調整区域内の土地の評価について地方団体から寄せ られ た主な意見は次の とお りであ

った。

(既存宅地 との価格差等 について)

○ 既存宅地 とそれ以外 の宅地 との格差 を評価 に反映 させ るべき、格差率等について基準

を示 して欲 しい。

(茨城県、東京都、神奈川県、新潟県 静 岡県、愛知県、奈良県、鳥取県、岡山県、

徳島県、愛媛県、福岡県、長崎県、熊本県、宮崎県)

○ 個々の画地が既存宅地で あるかど うかについて調査 し、評価 に反映 させ ることが困難

である。(青 森県、埼 玉県、東京都 、石川県、愛知県、京都府)

(農業用施設用地 の評価について)

○ 農業用施設用地について、標準宅地の価格を基準に評価す る場合は、具体的な補正係

数等 を示 して欲 しい。(埼 玉県)

○ 農業用施設用地の土地の評価について、適正な価格水準の把握 に努める とあるが、取

引事例が少 な く把握す るのが困難であるので、例 えば宅地価格の5割 とか一定率で比準

補正できないか。(栃 木県)

○ 農業用施設 用地の評価について、内部で耕作を行 ってい るかど うかの把握が 困難で あ

る。(長 野県、静 岡県)

○ 畜舎の所在地番 が不詳で あったため、課税 台帳か ら畜産農家の所有す る土地を拾い出

し土地家屋合成 図及び住宅地図等によ り対象 となる土地を認 定 したが、作業的 ・時間的

にも大変困難 であった。(愛 知県)

○ 住居用の家屋が建て られ るな ら宅地でよいが、鶏舎 として しか利用できない土地は雑

種地 として認 定 し、価格は回 りの状況 に応 じた価格で評価するべきだと考 える。

(栃木県)

○ 農業用施設用地の うち畜舎用地については、課税地 目を雑種地 として独 自の補正率を

設 けて評価 に反 映させ てい る。(静 岡県)

○ 田畑の中にある農業用倉庫等の敷地の評価は、その施設 の利用 目的か らも田畑 とす る

のが適 当ではないか。(長 野県、兵庫県)

○ 農業用倉庫 が周辺地域の状況か ら農業用倉庫の敷地である農地又は周辺農地の利用の

増進を図るものとして当該農業用倉庫 の敷地 を農地 として認 定 している。(た だ し、当該

農業用倉庫 の敷地が2ア ール未満で、かつ現況利用が農業施設の用に供 されているもの

に限る。)(京 都府)
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○ 評価上は農業用倉庫の用地 として現況が宅地であっても、売買上では農地 と同様の価

格で取引 されている。評価額、税額 ともに差が生 じることとな り、制度の説明をして も

理解が得 にくい。(京 都府)

(雑種地の評価について)

○ 一定の基準を設 けた上で宅地利用不可能 な土地 として減価補正を行 う必要があるので

はないか。(神 奈川県、京都府)

○ 転用制限の ある雑種地の比準割合を示 して欲 しい。

(茨城県、群馬県、静岡県、滋賀県、京都府)

○ 市街化調整 区域 内の雑種地は、農 地の価格 に造成費相 当分を加算 し評価す ることが適

当ではないのか。(岐 阜県)

(その他)

○ 農地転用許可を受 けず に違法に利 用 されてい る宅地 ・雑種地の評価方法につ いて基 準

を示 して欲 しい。(埼 玉県、千葉県)

7市 街化調整区域内の土地の評価に関する土地研究委員会意見

市街化調整区域内の土地の評価 について当研究委員会でな され た議論の うち、主な意見は次

のとお りであった。

(現行の問題点等)

○ 宅地の評価額 が地価公示 の7割 とい うことで上が り、一方農地の評価 はほぼ据 え置 き

とい うことで、市 街化調整 区域内の土地評価問題が クローズアップ されてきた。地方団

体に対する適切 な指示 とい うか、新 しい仕組み ・考 え方 とい うものをま とめなければい

けないのではないか。

○ 市街化調整 区域の土地は地域性を持 たないで、個別の宅地 ごとに規制が異なる。一番

大きな問題 は、それがいま固定資産 の評価 の中では反映されていないのではないか とい

うことだと思 う。

○(資 産の交換価値に着 目した)宅 地の評価の実際のや り方 と、(収益を基準に したよう

な)農 地の評価の実際のや り方 が、極 めて大きく乖離 して、そこに中間的に農業用施設

用地が出てきて、一体 どち らなのか とい う話に実態はなって しまっている。

○ 農地 を前提 とした施設であって、それ以外に使 う余地のないものについて、収益性 か

ら価格 を求めるのが正 しいのか、宅地の取引価格 で求 めるのが正 しいのか、非常に意見

が分かれ、決めかねている。

○ 実際には農業用施設用地を収益還元的な評価 を した場合 には、農地の方が収益性が高

い と思われ る。

○ 宅地の価格 に牽連 され る傾 向が現実 にあるが、農業用施設用地は農地 と一体 となって

効用 を果 たすべき役割 もあるので、施設用地のほ うが農地 より高い ことが果た して妥 当

なのか気になる。
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○ 農業を工場用地 と同様 に一つの産業 として位置づけて考えることは可能 だが、素朴 な

農家の方 々か らの意見 とす ると、なぜ住宅用地 よ りも農業施設用地 の税金 が高いのか と

い うことではないか。

○ この問題 は、公法上の規制がかか っている土地(農 地)を どうす るか とい う問題 と地

目認定を どうす るか とい う2つ の問題 がある。

○ 畜舎用地が宅地 と地 目認 定 された場合、課税上は商業地等の宅地 とい うことになるが、

課税標準の特例の適用 がある住宅用地 と比べ ると税額 が高 くなって しま う。農業振興 と

い う観点で奨励 しているよ うな地域では、矛盾す る税負担を求めてい るとい うことにな

るのではないか。

○ 農業用施設 用地 とい う範疇 は、都市計画法29条2号(一 次的な農業用施設)と34

条(農 産物の加工等二次的な施設)が あるが、その区分けは非常に難 しいのではないか。

(今後の整理の方 向等)

○ 調整区域の問題 は実に混乱 してい るか ら、公法上の規制等できちん と地域 を分けて、

価格差 を反映す る形 で全国的 に規定すれば、かな り整理がかかると思 う。

○ 農用地区域の中で農 業用施設用地 として使 われ てい る土地は、その 目的以外には使 え

ない よ うな厳 しい規制があるのだか ら、そ ういったことを考慮 した評価 を行わなければ

ならない。

○ 固 定資産税の地 目の認定は、土地の地表を どう使 ってい るか とい う地表 主義の原則 で

できてい るが、耕作形態の変化 とか、利用形態に着 目して、農地の場合には地表主義 を

少 し見直す ことも必要 なのではないか。

○ 同じような利用形態 であるに もかかわ らず、地 目を宅地 として認 定す るか農地 として

認定す るかで税負担が大きく異なるこ とは望 ましくない。地 目の認 定基準をもう一度再

検討す ることも一つの方法 としてあると思 う。

○ 現行 の制度 を前提 とす るな らば、温室な どの農業用施設用地は少 し柔軟 な地 目認定 を

行い農地 として評価す ることを考えるべきではないか と思 うが、立派な家屋が建 ってい

る畜舎は宅地 として評価せ ざるを得ないのではないか。

○ 畜舎用地につ いては、 も う少 し踏み込んだ議論 として、評価上で考慮すべ きなのか、

あるいは別の面でみ るべ きなのかを考 えてい く必要があると思 う。

○ 地 目認定の問題は新 しいカテ ゴ リー を作 るとかある程度割 り切 って、我が国で とられ

ている農業の特殊性 に対す る配慮 とい うものを農業用施設用地に及 ぼすか どうかだ と思

う。

○ 家屋 として認定す るか しないか、施設 の内部で耕作が行 われているかい ないか判断 も

非常に難 しい し、税負担声かな り変わって くる とい うことで市町村 は苦労 されている と

い う感 じを受けた、農業用施設用地については、その実態 に着 目して別途の評価体系 と
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い うものを作 るほ うがや りやすいのではないか。

○ 農業用施設用地 を調整区域 とい う面的な広が りのなかに存在す る要素 と捉 えると、市

町村長の所要の補正 とい う形 でな く、一つの状況類似地域 で くく り、農業用施設用地を

標準地 として価格を設 定し、それに比準 して個 々の農業用施設用地を評価す るとい う仕

組み もあるのではないか。

○ 農業用施設用地 とい うよ うなもので一つのカテゴ リーを作 り、そ こか らある程度補正

して微調整 していくか、あるい は現行のままで何 らかの地 目間の格差を是正するような

方向で行 くのか とい うことになろ う。結局、どち らが運用上楽か、技術的に可能 なのか

にかかって くると思 う。

○ 農業用施設用地のいろい ろな形態 に応 じた分類 の下に、その分類 に従って価格水準は

どの レベルが適正か とい う整理 をしていかない と収拾がつかない と感 じる。

○ 事務手続 きを簡便 にすることを優先す るな らば、全国的 なある程度の基準を示す こと

はできるかも しれないが、市街化調整 区域の意味に戻 るならば、一つの基準で切 って し

ま うことは無理があ るのではないか と思 う。 どちらを優先 して改正 してい くかをまず議

論する必要があるのでは。

○ 大量評価の場合、ある蓋然性の下に近似値的な可能性を提示す るとい うことで、もし

非常に特殊であれば、それ は個々の評価にすべ きだ とい うことが一方 にあると思 う。

○ 市街化調整 区域内の開発は個別 に許可 していくとい うことに厳密 な意味で着 目すれば、

地方公共団体に とって面倒 でも、やは り個別 に評価 してい くことを追求すべきであって、

国家 として基準 を示す ということはできないのではないか と思 う。

○ 現行 の評価方法を前提 とす るな らば、農地に対 して行っているよ うな評価上の配慮を

農業的な利用をされ てい る宅地にも及ぼすか どうか とい う検討を して も良いのではない

か。

○ 市街化調整 区域内の土地にお ける地 目認定の問題 と税額の問題 については、評価なの

か、あるいは課税標準の特例で対応す るのかといったことだ と思 う。

○ 土地の評価 と課税標準(税 負担)を 一緒 に考えるのはち ょっと無理があるような気が

す る。

○ 市街化調整 区域内の土地の問題は、農業用施設用地だけでなく農家の次男 ・三 男の分

家住宅のような特別 の 目的で許可 され た宅地の問題 も含 めて検討す る必要がある。

○ ある不動産鑑 定士の方の意 見 として、市街化調整 区域内の宅地で公法上の規制がかか

る土地は既存宅地 に比べて半分位の価格水準 しかない といったこともある。既存宅地 と

の整合性、比準割合を考慮す るのが現場の職員 としてはや り易いのではないか とい う感

じがする。
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(税負担 に関す る意見等)

○ 負担能力 とい う観点か らすれば、農 業用施設用地をま ともに評価 して税負担を求め る

と、 とても負担できるよ うな農業経営 とい うのは実態はあ り得ない と思 う。

○ 評価が税負担 になるべ く直結するのが大原則だ と思 う。評価の段階でてきるだけ税負

担 が判 定できるような仕組み とい うのが、基本 として考える必要がある と思 う。

○ 農業用施設用地は住宅地以上 に負担力のない土地 とい う感 じがす る、それ を宅地に比

準 して宅地の価格の何割かに して、 しか も6分 の1特 例(小 規模住宅用地の課標特例)

がかか らないのは非常に問題 になるとい う感 じはする。

○ 畜舎 について、非住宅で多額の税金 をかけると経営が成 り立たない とい う畜産業界 か

らの陳情 もあ り、広 い意味の農業用施設用地的な考 え方 を取 り入れてい くか、あるいは

課税標準め特例で見てい くか 、これか らは考 えていかなけれ ばな らないのではないか。

○ 例えば収益性 が同程度の大規模な養豚場 と材木工場があ り、養豚場だけに課税標準の

特例 を設 けるのは難 しいのではないか。
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8ま とめ

市街化調整区域内の土地の評価についての問題点 として、地方団体か らあげられた意見を整理

すると、①農家の敷地外にある農業用施設用地で宅地 として認定され る土地の評価について、②

既存宅地とその他の宅地 との格差率等について、③雑種地の評価についての3つ に大きく区分で

きる。

これ らの うち、本年度は早急に整理すべき問題である農業用施設用地の評価について検討 し、

どのような視点か ら見直 しを行 うかについて下記のとお りいくつかの意見が示 された。

農業用施設用地の評価の見直 しに関する主な意見

○ 農地から比準 して評価する方法

・現行の評価方法では、農業用施設用地で地 目が宅地に認定 される土地については、宅地

の標準地か ら比準 して価格を求めることとされているが、市街化調整区域内又は農用地

区域内にある農業用施設用地については、他の用途への転用が事実上困難であること、

また農地に介在 し、農地 との価格牽連性が強いこと等か ら農地に準 じて評価することが

望ましいのではないか。

○ 宅地から比準する場合には、目安 となる補正率を示す

・通達では農業用施設用地の評価においては公法上の規制等が反映されるよ うに留意すべ

きである と記載 されているが、前記5の 地方団体の農業用施設用地の評価実態において

は 「一般的に価格差があるもの と思われ るが、どの程度価格差があるのか判然 としない

ため」 との理由で、通達の留意点を考慮 していない団体が5割 以上あり、具体的な補正

率を示 して欲 しいとの意見が多いことから、その目安 となる補正率を示す必要があるの

ではないか。

○ 農業用施設用地を標準地 とする比準方式

・農業用施設用地の うちか ら標準地を選定 し、当該標準地に比準 して個々の農業用施設用

地の評価 を行っては どうか、その際農業用施設用地の様々な形態に応 じた分類のもとに

整理する必要があるのではないか。

○ 税負担での調整

・農業用施設用地は住宅用地以上に負担能力のない土地であ り、農業用施設用地について

も課税標準の特例を設ける等の税制面で調整する方法なども考えられるのではないか。

・その場合には、水産業等他の産業関連施設用地 との均衝確保の上で問題がないのか検討

をする必要があるのではないか。

今後は固定資産税評価が大量評価かつ賦課課税であるとい う性格を考慮 した うえで、 どのよう

な見直 しをす ることが技術的かつ運用上望ま しいかを検討 し、農業用施設用地の評価方法につい

てまとめていく必要があると考える。
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自治評第4号

平成8年2月9日

各道府県総務部長

東京都総務 ・主税局長

殿

自治省税務局資産評価室長

平成9年 度土地評価替えに関して留意すべき事項

「平成9年 度土地評価替えに関する留意事項」については平成7年5月9日 付自治評第13号

をもって通知 したところですが、さらに下記の点についても留意されるよう管下市町村に示達の

上ご指導願います。

記

1地 目の認定

農業用施設用地の地 目の認定は、一般 的には次によるものであること。

農業用施設の所在

農業用施設が農家の敷地にある場合

農業用施設が農家の敷地外にある
場合

牧場に所在する場合

農業用施設の態様

施設が家屋か否かにかかわらず、全体と
して地目認定

施設が家屋として認定される場合(※1)

施設の内部で耕作が行われている(注)

施設の内部で耕作が行われていない

施設が家屋として認定されない場合(※2)

施設の内部で耕作が行われている

施設の内部で耕作が行われていない

牧場内の牧草栽培地等と一体に牧場とし
て認定

地目認定

宅 地

農 地

宅 地

農 地

雑種地

牧 場

※1「 施設が家屋 として認定 される場合」
例えば、基礎コンクリー ト、骨組鉄骨屋根及び周壁ガラス張りの農業用温室等

※2「 施設が家屋 として認定されない場合」
例えば、畜舎、堆肥舎、季節的にビニールを取り外すことが常態とされるビニールハ
ウス等は、特に構造その他からみて一般家屋との均衡上家屋と認定せざるを得ないもの
を除いては家屋に該当しない。
(注)「 施設の内部で耕作が行われている」かどうかの判断
土地に労費を加え肥培管理(耕 うん、整地、かんがい、排水、除草等)を 行って作物
を栽培 しているかどうかによって判断する。
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2農 業用施設用地の評価で留意すべきこと

地目が宅地又は雑種地と認定される農業用施設用地については、特に市街化調整区域内で農

用地区域内に存在し、公法上の利用制限を受けていること等により、標準宅地等との価格水準

に格差がみられる場合もあるので、評価に当たっては当該格差が反映されるように留意する必

要があること。

なお、価格水準に格差が認められる場合は、留意事項に示されているように、地区区分 ・標

準地の見直しについて 「価格事情の調査に基づき各標準地間の価格差の状況を見極め、不動産

鑑定士等の意見も参考にして」行うこと。

3そ の他

農業用施設用地については、一般に取引事例が少ないことから、近隣市町村と評価に関する

情報交換等を十分に行い、適正な価格水準の把握に努めること。
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市 街 化 調 整 区域 にお け る都 市 計 画 法 上 の規 制 につ い て の概 要

1.都 市計画法制定の趣 旨

昭和30年 代 に始 まるわが国の経済発展 に伴 う産業構造の変化等は、人 口及 び産業 を急激 に

都市 に集 中 させ都市の過密化を もた らした。 これは、単に都市の過密化 をもたらしたのみな

らず 、その周辺部 での工場用地や住宅用地等の需要を喚起 させ ることとな り、その結果、周

辺部 では道路 ・下水道等の 日常生活に必要な最低限度の施設す ら整備 されてい ない無秩序な

市街化の形成、いわゆるスプロール現象が生 じることとなった。

このため、秩序ある市街化の形成によ り、スプロール を防止し、都市住民に健康的で文化

的な生活を保障 し、機能的な経済活動の運営を確保す る法制度の確立が望まれ こととな り、

大正8年 に制定 され た旧 ・都市計画法に代わって、昭和43年 に”都市の健全 な発展 と秩序 あ

る整備 を図 り、もって国土の均衡 ある発展 と公共の福祉の増進に寄与す ることを目的” とす

る新 ・都市計画法が制定されることとなった。

2.市 街化区域 と市街化調整 区域 の趣旨

新たに制定 された都市計画法では、スプロールの防止等を図 り、計画的な市街化 を推進す

る手段 として、都市計画区域の うち市街地 として積極的 に整備する区域 と、当分の間、市街

化 を抑制す る区域に区分す ることが必要であるとの観点 にたち、都市計画区域 をさらに市街

化区域 と市街化調整 区域 に細分す る制度 を設 けた。

これ によ り、都市計画 区域 は、原則 として、市街化 区域 と市街化調整 区域 に区分 されるこ

ととな り、すでに市街地 を形成 してい る区域(い わゆる既成市街地及びその周辺部)及 びお

おむね10年 以内に優先的かつ計画的に市街化 を図るべき区域(い わゆ る新市街地)を 市街化

区域 に、また当面市街化 を抑制すべ き区域 を市街化調整区域に区分す ることとした。

ただ、全国一律 に都市計画区域を設け市街化区域 と市街化調整区域に区分す ることは、各

地域の特性を無視す るものであ り必ず しも合理的なことではない ことか ら、当分の間、大都

市及びその周辺 の都市 といったスプ ロール化の発 生が懸念 され る一定の都市計画区域 に限っ

て市街化 区域 と市街化調整 区域の区分がな され ることとなった(こ れに より、市街化 区域 と

市街化調整区域 の区分がなされていない都市計画区域 、いわゆる 「未線 引き都市計画 区域」

が生 じることとなった。都市計画法附則第3項)。

3.市 街化調整 区域の性格

市街化 区域 と市街化調整 区域 に区域 を区分す る制度 は、昭和42年3月 にまとめ られ た宅地

審議会の 「都市地域 にお ける土地利用の合理化 を図るための対策 に関す る答 申(第6次 答 申)」

による4地 域の区分の考え方を基礎 としている。

この4地 域は次の ように区分 され てお り、市街化区域は(1)と(2)の 考え方を踏まえ、また、

市街化調整 区域 は(3)と(4)の 考 え方を踏 まえ制度化 されたものである。

これによ り、市街化調整 区域 には、農業や林業等 を将来 とも推進す るため市街化を抑制す

る地区 と開発構想等が未定であるため開発 は留保す るが、所定の条件が整 った段階では開発

される可能性を有 している地区 とい う、二律背反的な地区理念 が混在することとなった。

(1)既 成市街地

連担市街地及び これに接続 して市街化 しつつある地域

(2)市 街化地域
一定期間内に計画的に市街化すべ き地域
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(3)市 街化調整区域

(1)、(2)及 び(3)以 外の地域 であ り、一定期間市街化を抑制又は調整す る必要が

ある地域

(4)保 存地域

地形等か ら開発が困難な地域、歴史 ・文化 ・風致上保存すべ き地域、緑地 とし

て保存すべき地域

なお、市街化調整 区域 を実体面か ら捉 えた場合、住宅地等の供給不足 ・根強い需要感やモ

ー ダ リゼイシ ョンの進展 による幹線道路沿いの店舗利用に対す る需要増等は、開発許 可の運

用面での緩和をもたらしてお り、都市的土地利用が行 われている場合 も少な くない。
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4.開 発行為の許可と制限対象外の開発行為

第29条(開 発行為 の許可)

市街化区域又は市街化調整区域内において開発行為をしようとする者は、あらか じめ、 建設省令で定める

ところにより、都道府県知事の許可を受けなければならない。ただ し、 次に掲げる開発行為については、こ

の限 りではない。-以 下略-

【制限対象外の開発行為】

市街化区域内の小

規模開発

(1号 、令第19条)

市街化区域内における開発行為で、その規模(開発区域の面積)が1,000㎡ で(三大都市圏の
一定地域では500㎡)未 満の小規模開発である。

市街化区域は、開発を抑制すべき市街化調整区域と異なり、劣悪な市街地の形成を防止

するため宅地造成に一定の水準を確保できれば十分であり、小規模開発については法の地

域地区等及び建築基準法の規定によって 目的が達成されるものと期待 され制限除外 とされ

た。

なお、令第19条 ただ し書は、前述の目的が達成できない特殊な状況にある場合には、必

要な区域ごとに制限対象規模を300平 方メー トルまで下げ得る旨の規定である。区域の指

定については、都道府県(指定都市)の規則で定める。

開発規模の判定について問題 となるのは、一団の土地の区画形質の変更が複数の事業主

で行われる場合である。複数の事業主(権利者)で行われるものであっても、共同 して開発行

為を行 う場合には1つ の開発行為として とらえるべきであり、脱法行為とも関連す るので

特に注意す る必要がある。共同の事業 として取扱 うのは、事業主の発意によるのはもちろ
ん、客観的にみて一体の事業であるとみ られるものは1つ の開発行為 として取扱われる。

市街化調整区域の

農林漁業用施設の

ための開発行為

(2号 、令第20条)

市街化調整区域内で現に農林漁業に従事 している人達が、業務や居住用に供するために

行 う開発行為は一般 にやむを得ないものであり、ス プロールの弊害も生 じないので適用除

外とされた。

本号でい う農林漁業とは、日本産業分類A-農 業、B-林 業、狩猟業、C-漁 業、水産

養殖業の範囲 とし、季節的なものであっても該当す るもの とするが、家庭菜園等生業 とし

て行 うものでないものは該当しない。

公益施設

(3号 、令第21条)

法第29条 第3号 並びに令第21条 に掲げられた施設は、都市によって公益上必要不可欠

なものであ り、また大部分が国又は地方公共団体が 設置者と なるので弊害を生ずる恐れ も

少ないので適用除外とされた。

国等の行 う開発行

為

(4号)

開発行為についての許可権者とその上位機関の行 う開発行為を除外 している。
ア 国、イ 都道府県、ウ 指定都市、エ 中核市、オ 委任市

カ 都道府県、指定都市若 しくは委任市がその組織に加わっている一部事務組合若 しくは港

務局

キ 都道府県、指定都市若 しくは委任市が設置団体である地方開発事業団が行 う開発行為

公社公団等の団体に対する本法令適用の特例については以下のものが該当。

住宅 ・都市整備公団、地方住宅供給公社(都 道府県又は指定都市が設立したものに限る)、

雇用促進事業団、労働福祉事業団、公害防止事業団、中小企業振興事業団、 日本鉄道建

設公団など。

従って、これ らの者の行 う開発行為については、予定建築物の如何にかかわ らずすべて

制限の対象にならないが、都道府県等 と事前に調整 しつつ所管省において十分指導監督

し、みだ りに本法の趣旨に反するような開発行為を行わないからである。

都市計画事業

(5号)

都市計画決定を経て、事業の認可等を受けて行 う開発行為は開発許可制限か ら除外 され
ている。

都市計画施設の整備、市街地開発事業の施行が該当する

土地区画整理事業

(6号)

土地区画整理事業の施行 として行 う開発行為については、土地区画整理法の認可を受け

ることによって、都市計画上十分な配慮がなされたうえで行われ るか ら本法制限か ら除外

されている。

しか し土地区画整理事業は必ず しも建築物個々の敷地 造成までを完成 させることを予定
しない場合があ り、特に組合施行の区画整理では道路公園等の整備にとどまって、宅地に
なる土地は田畑のままで残されることが多い。従って、このような場合、本号に該 当する

のは土地区画整理法の認可を受けた事業に関する開発行為に限定され、これ らの事業以外

の開発行為はすべて開発許可を要する。
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ア 土地区画整理事業に関する開発行為の範囲は、土地区画整理法の認可申請書に記載され

た内容で判断する。

イ 区画整理事業の施行中であっても、事業の範囲外 として行われる宅地造成は第29条 制

限の適用を受ける開発行為である。

ウ 区画整理事業の完了後行 う区画形質の変更はすべて第29条 制限の適用がある。

なお、新住宅市街地開発事業、旧住宅地造成事業法の認可団地、開発許可を受けた事業

な どで、それぞれの事業の完了後分譲を受けた者が、擁壁の設置などを行 う場合には、

都市計画法の意図するところは充分達せ られているので、宅地造成等規制法又は建築基

準法にもとづく防災措置が講ぜられれば足 りるものと考える。

市街地再開発事業

(7号)

適用除外の理由は、都市計回事業について本法 と都市再開発法により定められ、都市計

画上必要な規制が行われ るので、2重 規制をさけるため適用除外

住宅街区整備事業

(8号)

適用除外の理由は、都市計画事業について本法 と大都市法によ り定められ、都市計画上

必要な規制が行われるので、2重 規制をさけるため適用除外

公有水面埋立事業

(9号)

これ らは前号 と同様の理由で制限外 としてあり、事業修了後の開発行為は前号の ウと同

様の取扱い となる。

災害時応急措置

(10号)

本号にい う非常災害時 とは、社 会通念上一定の土地の区域で発生する災害をいい、建築

物の応急性 と臨時性に着 日して適用する。従って、原則 として建築基準法第85条 第1項 の

区域内での災害応急措置が本号に該当す るもの とする。

軽易な行為

(11号 、令第22条)

本号は、既存建築物等の増改築など、軽易な開発行為についての適用除外の規定である。
ア 令第22条 第1号 の仮設建築物は、建築基準法第85条 第4項 の仮設建築物をいう。

イ 第2号 の附属建築物とは、既存建築物の補助的意味をもち用途上不可分な建築物をい う。

附属建築物の床面積については主体建築物の規模と のバランスで判定するもの とする。

ウ 第3号 は既存建築物等と用途上不可分な建築物の増築等にともなう開発行為である。

なお、10㎡ 以内の増築については、一般に建築確認申請(防火地域及び準防火地域は別)

を要 しない。開発行為をともなわない場合は法第29条 の制限のないのは当然である(法第

43条 参照)。

前号附属建築物の建築並びに本号増築についての開発区域面積(この場合は敷地面積 を

対象とする。)の制限規定がないが、当該建築物を建築するために建築基準法その他関係

法令に定め られている必要最小限度の面積 とするべきであろう。
エ 既存建築物の改築にともな う開発行為(第4号 、第5号)に ついての規定

この規定(特に第5号)は 、市街化調整区域における既存建築物の改築に関する緩和措置

と考えてよい。市 街化区域では、開発区域の規模が令第19条 に定める規模(1,000㎡)未 満

で あれば、当然建築物の建築(改築を含めて)の面積制限がない。

なお、改築の定義か ら、改築にともなう開発行為は原則として既存の敷地内における

形質の変更であると考えてよい。

オ 法第34条 第1号 に該当する開発行為のうち、さらに開発行為の主体、立地、業種及び

規模を限定 したものである。(第6号)

(ア)開発行為の主体は、当該開発区域周辺の市街化調整区域に居住 している者が自営する
ものに限られる。「居住している」 とは、そ こに生活の根拠をもっていることか必要で

ある。単に住民登録をしているだけでは該当しない。また、 自ら当該業務を営む者に

限 られるから貸店舗などは該当しない。

(イ)前記主体の制限から、立地については、既存集落の区域(法第34条 第10号 イの開発行
為に係 る区域を除 く。)又は社会通念上これに隣接すると認められる区域に限 られるも
のとする。

(ウ)業 種については、「日常生活に必要な物品の販売、加工、修理等」の業務に限られ、
法第34条 第1号 にい う 「その他これに類するもの」の規定がない。従って、身のまわ

り品小売業、飲食料品小売業なとは該当するが、理容業、美容業等 「物品」にかかわ

らないサービス業などは本号に該当しない。

(エ)建 築物の床面積の合計は50㎡ 以内(同一敷地内に2以 上の建築物を新築するときはそ
の合計)で、かつ、総床面積の合計の50%以 上がその業務に供する部分であること。後

段の規定は、本号が市街化調整区域居住者の利便のための業務を許容する趣旨であっ
て、業務以外の部分(例えば居住部分)の増加を拒否するための規定である。

(オ)開 発区域面積が100㎡ 以内であること。前記床面積の最高50㎡ に対応する数値と考
え られ る。
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5.市 街化調整区域の開発許可に係わる立地基準(法 第34条)

開発行為が下記の各号の一に該当すると認める場合でなければ、都道府県知事は開発許可
を して はな らない、

1号

2号

3号

4号

4-2

5号

6号

7号

8号

8-2

9号

10

号

内 容

周辺地域の居住者の日常生活に必要な物品の販売 ・加工 ・修理などを営む

店舗、事業場等

市街化調整区域内に存する鉱物資源、観光資源などの有効利用上必要な建
築物 ・第一種特定工作物

温度、湿度、空気等について特別の条件を必要 とする政令(条 文未制定)

で定める事業の用 に供する建築物 ・第一種特定工作物で、この特別の条件

を必要とす るため市街化区域内で建築 ・建設することが困難なもの

許可不要とはならない農林漁業用の建築物または市街化調整区域内で生産

される農林水産物の処理 ・貯蔵 ・加工に必要な建築物 ・第一種特定工作物

特定農山村法による所有権移転等促進計画に従って行われる農林業等活性
化基盤施設にかかる開発行為

都道府県が、国または中小企業団と一体 となって助成する中小企業の事業

共同化または工場 ・店舗等の集団化に寄与する事業の用に供する建築物 ・

第一種特定工作物

市街化調整区域内の既存工場の事業と密接な関連を有する事業の用に供す
る建築物又は第一種特定工作物で、これらの事業活動の効率化を図るため

市街化調整区域内での建築 ・建設が必要なもの

危険物の貯蔵または処理に供する建築物 ・第一種特定工作物で、市街化区

域内で建築 ・建設することが不適当なもの

上記の他、市街化区域内で建築 ・建設することが困難または不適当な建築

物 ・第一種特定工作物

集落地区整備計画決定済みの集落地区計画の区域内での計画内容に適合す
る建築物 ・第一種特定工作物

市街化調整区域が定められた際、自己の居住 ・業務用の建築物 ・第一種特

定工作物を建築 ・建設する 目的で土地の所有権等を有 していたもので、市

街化調整区域が定め られた 日から起算 して6ヵ 月以内に都道府県知事に届

け出た者が当該 目的に従って、当該土地に関する権利の行使 として行 う行

為(市 街化調整区域が定められた日か ら5年 以内に完了すること)

開発審査会の議を経た次の行為

イ.面 積20ha以 上の都市計画区域の計画的な市街化を図るうえで支障

がない開発行為

(都道府県の規則で5ha以 上20ha未 満の範囲内で面積の引下げ可)
ロ.周 辺での市街化を促進するおそれがないことが認められ、かっ、市街

化区域内で行 うことが困難 ・著 しく不適当と認められる以下の開発行

為(通達等の例示を示す と以下のとおり)
1)農家の二、三男が分家する場合の住宅等。

2)沿道サー ビス施設の ドライブイン→S49に34条8号 に追加

3)土地収用対象事業により移転するもの

4)事業所の社宅及び寄宿舎

5)大学等の学生下宿

6)神社仏閣及び納骨堂

7)既存集落内のやむを得ない自己用住宅

8)市街化調整区域にある既存工場のやむを得ない拡張
9)幹線道路の沿道等における流通業務施設

10)有料老人ホーム

11)地域振興のための工場等

12)大規模な既存集落における小規模な工場等

13)老人保健施設

具体的な施設名(例)

・日用品店舗

・理容業、美容業

・セメン ト製造業

・展望台、国民宿舎

政令で未制定

・産地の農作物等を加工す

る缶詰工場

・地域特産物展示販売施設

・農林業体験実習施設

・中小企業工業団地

・自己の生産物の50%以

上 を既存の工場 に納入す

る事業所

・火薬庫

・ドライブイ ン

・ガ ソ リンスタン ド

・福 岡県久山町ほか2市 町

で実施

イ.慶 応義塾大学 藤沢キ

ャンパス33ha

ロ.1)分 家住宅について

2男 、3男 に限定 されず 、

世帯構成員であった者 あれ
ばよい(東 京都 では6親 等

の以内の血族又は3親 等以

内の姻族、愛知県では3親

等以内の血族等各 自治体 に
より異なる)

また本家が非農家であっ

ても合理的事情があれば許

可される
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6.市 街 化 調 整 区域 にお ける建 築 物 の 形 態 制 限(法41条)

第41条(建 築物の敷地面積に対する建築面積の割合等の指定)

都道府県知事は、市街化調整区域における開発行為について開発許可をする場合において必要があると認

めるときは、当該開発区域内の土地について、建築物の敷地面積に対する建築面積の割合、建築物の高さ、

壁面の位置その他建築物の敷地、構造及び設備に関する制限を定めることができる。

2.前 項の規定により建築物の敷地、構造及び設備に関す る制限が定められた土地の区域内においては、建築

物は、これ らの制限に違反 して建築してはならない。ただ し、都道府県知事が当該区域及びその周辺の地域

における環境の保全上支障がないと認 め、又は公益上やむを得ない と認めて許可した ときは、この限 りでな

い。

市街化調整区域

用途地域は指定ない

予定建築物につき、41条 により

・建ぺい率

・容積率

等を定めることができる

(1)予 定建築物等以外の建築制限(42条)

第42条(開 発 許 可 を受 けた土地 に おげ る建築 等 の制 限)

何人も、開発許可を受けた開発区域内においては、第36条 第3項 の公告があつた後は、当該開発許可に係

る予定建築物等以外の建築物又は特定工作物を新築 し、又は新設してはならず、また、建築物を改築 し、又は

その用途を変更して当該開発許可に係る予定の建築物以外の建築物としてはならない。ただ し、都道府県知事

が当該開発区域における利便の増進上若 しくは開発区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障がない

と認めて許可したとき、又は建築物及び第一種特定工作物で建築基準法第88条 第2項 の政令で指定する工作物

に該当するものにあつては、当該開発区域内の土地について用途地域等が定められているときは、この限 りで

ない。

2国 が行なう行為については、当該国の機関と都道府県知事との協議が成立することをもって、前項ただ し

書の規定による許可があつたものとみなす。

開発許可を受けた

土 地

予定建築物以外の

・新築

・改築

・用途変更

が禁止される

例外

・国の行う行為

・用途地域等が定められて

いる場合は、その用途に

適合すれ ば新築、改築、

用途変更が可能
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7.市 街化調整区域内での建築制限(第43条)

第43条(開 発許可を受けた土地以外の土地における建築等の制限)
何人も、市街化調整区域のうち開発許可を受けた開発区域以外の区域内においては、都道府県知事の許可を受

けなければ、第29条 第二号若 しくは第三号に規定する建築物以外の建築物を新築 し、又は第一種特定工作物を

新設 してはならず、また、建築物を改築し、又はその用途を変更して第29条 第二号若 しくは第三号に規定する

建築物以外の建築物 としてはな らない。 ただし、次に掲げる建築物の新築、改築若 しくは用途の変更又は第一

種特定工作物の新設については、この限 りでない。
一 国又は第29条 第四号に規定する地方公共団体若 しくは港務局が行なう建築物の新築、改築若 しくは用途

の変更又は第一種特定工作物の新設

二 都市計画事業の施行 として行なう建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設

三 非常災害のため必要な応急措置として行なう建築物の新築、改築若 しくは用途の変更又は第一種特定工作

物の新設

四 仮設建築物の新築

五 第29条 第九号に掲げる開発行為その他の政令で定める開発行為が行われた土地の区域内において行 う建

築物の新築、改築若 しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設

六 次に掲げる要件に該当する土地において行な う建築物の新築、改築又は用途の変更

イ 市街化区域に隣接 し、又は近接 し、かつ、自然的社会的諸条件から市街化区域と一体的な 日常生活圏を

構成 していると認められる地域であつておおむね50以 上の建築物が連たん している地域内に存する土地で

あること。
ロ 市街化調整区域に関する都市計画が決定され、又は当該都市計画を変更 してその区域が拡張 された際す

でに宅地であつた土地であつて、その旨の都道府県知事の確認を受けたものであること。

七 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの

2.前 項の規定による は、

める。

市街化調整区域

開発行為を伴 う

↓

29条 等で制限

開発行為を伴わない

↓

43条 で制限

例外:29条2・3号

43条1～7号

43条 の趣 旨

開発行為を伴 う建築行為 は、法29条(開 発許可)及 び法42条(予 定建築物以外の建築

制限)等 の制限が課 される。 開発行為を伴わない建築行為(新 築、改築、用途変更)に ついて

も、スプ ロール防止 の観点か ら、43条 により許 可制 とし、厳 しい制限を課す ことによ り市街

化の抑制を図 ろうとするものである。許可基準は、33条(技 術基準)及 び34条(立 地基準)

が準用される。

既存建築物の建替(昭 和57年7月16日 付け民間宅地指導室長通達記六)
建替後の床面積の合計 が従前の建築物の床面積の合計の1.5倍 以下'であるものについて

は、従前の構造及び用途 がほぼ同一であれば、「 改築」 として取 り扱 って

し支えない こと
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8.既 存宅地の確認(法43条1項6号)

第43条1項6号(既 存宅地)

何人も、市街化調整区域の うち開発許可を受けた開発区域以外の区域内においては、都道府県知事の許可を受

けなければ、第29条 第二号若 しくは第三号に規定する建築物以外の建築物を新築し、又は第一種特定工作物を

新設してはならず、また、建築物を改築 し、又はその用途を変更 して第29条 第二号若 しくは第三号に規定する

建築物以外の建築物としてはならない。ただし、次に掲げる建築物の新築、改築若 しくは用途の変更又は第一

種特定工作物の新設については、この限 りでない。
-途 中略-

六 次に掲げる要件に該当する土地において行なう建築物の新築、改築又は用途の変更

イ 市街化区域に隣接 し、又は近接 し、かつ、自然的社会的諸条件から市街化区域と一体的な日常生活圏を

構成 していると認められる地域であっておおむね50以 上の建築物が連たん している地域内に存する土地で

ある こと。

ロ 市街化調整区域に関する都市計画が決定 され、又は当該都市計画を変更してその区域が拡張された際す

でに宅地であった土地であって、その旨の都道府県知事の確認を受けたものであること。

(1)制 度趣 旨 ・適用要件

制度趣旨 いわゆる既存宅地制度は、市街化調整 区域内の土地であっても市街化区域 と同一の 日

常生活圏を構成する一定規模以上の集落内にあ り、 しかも市街化調整区域 とされた時点

で既に宅地 となっていること等の範囲内の ものまで一律に市街化調整区域 としての建築

等の制限を行 うことが の趣旨に基づき創設 された ものである。

S49に 議員立法による法改正。

要件イ ① 市街化区域 との近接要件

当該市街化調整区域の規模、奥行きその他の態様、市街化区域 との位置的関係、集落

の形成の状況等に照らし実情に即 した運用を行 うこと。

② 「市街化区域と一体的な日常生活圏を構成 していると認められる地域」 の要件

地形、地勢、地物等の状況及び文教、公益、利便、交通施設等の利用状況等に照 らし

その一体性を判断すること。

③ 「おおむね50以 上の建築物が連たんしている地域」の要件

建築物の敷地が、一定の間隔で連続 して存在 し、又は一定の区域の範囲内に集中して

存在することにより相当程度の集落が形成 されているか否かにより判断すること。

要件ロ ① 確認に当たっての基本的資料

土地登記簿、固定資産課税台帳によるが、その他の諸資料、状況等に照 らし市街化調

整区域 とされた時点の土地の現況が宅地であった ことの蓋然性が極めて高いと認められ

る土地については、確認を行って差 し支えないこと。

② 地 目変更 の原因 日付 と登記年月 日の間隔の問題

土地登記簿上形式的には市街化調整区域 とされた時点前に宅地 となっている土地であ

っても、農地法による農地転用の許可を受けることな く土地の現況を宅地 とした上で、

土地登記簿上の地 目を市街化調整区域 とされた時点前の日付まで不正にさかのぼって変

更登記 を行 う等の悪質な事例が見受けられるので、当該地 目変更の原因 日付 と登記年月

日との間が著 しく離れている場合等土地登記簿上の記載が不自然と認められ る場合には、

規則34条 の2第2項 に規定する書類 として別途の裏付資料の提出を求める等慎重な取扱

いをすること。
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(2)既 存宅地確認制度の運用の考え方

市街 化区域 市 街 化 調 整 区 域 50戸 連たん地域

申請地① 申請地② 申請地③

500m 500m 500m

O A B

(注1)□ は建物敷地を示す。

(注2)50戸 連たん地域 とは、ほぼ50m以 内の隣棟間隔で、原則50戸 以上の建物敷地が連続 している地域

(注3)申請地■はどれも線引き以前からすでに「宅地」とする。

【イの要件の内容と申請地の既存宅地確認の可否】

都府県

宮城県

東京都

神 奈川
県

埼玉県

千葉県

群馬県

栃木県

静岡県

愛知県

大阪府

近 接 要 件

市街化区域から2km以 内

市街化区域250m以 内から

建築物が連たん

市街化区域から1km以 内

市街化区域から0.5km以内

市街化区域から1km以 内

市街化区域から2km以 内

市街化区域から1km以 内

50戸連たん範囲

集落密度8戸/ha
の場合 は40戸

をもって足りる

特段なし

半径100mの 円
の範囲内

特段なし

半径150mの 円
の範囲内

特にない

3ha以 内 、か つ
一行区内

隣 棟 間 隔

原則50m以 内

55mを 限度

原則50m以 内(既存建築物
敷地との間隔25m以 内)

原則50m以 内

原則50m以 内

原則50m以 内

特にない

特に基準は定めないが、法の趣旨に従って、適切な判断を行う。

特にない

市街化区域から250m以 内

特にない

特にない

原則50m以 内(建築物の敷

地面積30㎡ 以上)

50m以 内

確認の受けられる申請地

申請地①・②・③

申請地①

申請地① ・②(隣 棟間隔から
不可になる場合あり)

申請地①

申請地①・②

申請地①・②・③

申請地①・②

申請地①・② ・③

申請地①・② ・③

申請地①
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大 規 模 画 地 の 評 価 に 関 す る 調 査 研 究
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1大 規模画地の概念

大規模画地は、面大地、広大地 とも言い、多義多様 な概念 であるが、次の二つの

概念に分類できる。

(a)絶対的な概念

「規模自体が社会通念上絶対的に大きいと認められる程度の面積を有する土地」

これは(b)の よ うに用途別 に応 じた標準的画地規模 に対す る概 念に対 し、絶対

的 に規模の概念 を とらえる考 え方である。大規模画地を大量 に処理す る便宜のた

め と、標準的画地規模設定の判断を回避す るための概念 として有用で ある。

(b)相対的な概念

「用途的地域及び地域性を考慮し、標準的画地規模と比較して相対的に大きい

と認められる程度の面積を有する土地」

これは、用途別 に標準的画地規模 を考 え、これ との比較 により大規模画地の規

模 を考 えるものである。 その用途は商 ・住 ・工 とい うよ うな大区分では足 りず、

ビル用地、店舗用地、店舗併用住宅用地、戸建住宅用地、共同住宅用地、中小工

場用地、大工場用地 とい った程度の細 区分を要す る。 「土地価 格比準表」(国 土

庁)で は、画地評価 は標準的な画地 との比較を行い、その相違の大小に対応 して

増減価す る考え方 を基本的に採用 している。

鑑 定評価 にお ける増減価率 を求める場合 において も同様で、鑑 定評価上の一般

的 な概念 としての大規模地は対象地 の属する用途的地域 ごとの標 準的規模 との関

係 におい て相対的 な概念 として把握 され るものであ り、また、その中で も標準的

規模 とどの程度違 うかによ り格差が異 なるこ ととなる。
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2規 模の大きい画地における価格形成要因の相互関係

(1)土 地の効用 と規模格差

「規模格差」 とは、規模の大小に よる土地 の効用 ・価格(単 位面積 当た り)へ

の影響 の程度 をいい、大規模、小規模 両者の格差を含むが大規模 による影響 を指

す場合が多い。

土地の規模は、土地利用の基本的な条件になるものであ り、過大であって も過

小であって もその利用上の非効率か ら減価要因 となる。従って適度 の規模が必要

とされ るのであるが、土地は一般的にその属す る地域の用途、公法上の規制等に

よ り、その地域で最大の効用を発揮 しうると考 えられ る最適規模(あ るいは最適

開発規模)が 定まって くる。 その最適規模 を超えると、単位面積 当た りの有効利

用度は最適規模 の場合 よりも低下するのが通例であ り、従って規模 が大きい土地

は、その規模が大 きいこ とが個別 的要因(画 地条件)と してマイナス になるケー

スが多い。

しか し、地域 の最適規模 を超 える場合においても、規模 のまとまった土地が細

分化 された土地利用に比べて単位 面積 あた りの土地の効用が増加す るケースがあ

り、この場合、その規模が大きいこ とが逆 にプラスになる。

このよ うにいろいろなケースが考 えられ、 どち らが価値的に高いか とい うこと

は一概には言えず、結局対象地の属す る地域にお ける将来動向の予測をも考慮 し

た地域的特性及 び対象地 自体の最有効使用の判定 との関連において判断す ること

となる。

(2)質 の問題 と量の問題

規模の大 きい画地の価格増減価要因 とい う場合、主に 「質の問題」 と 「量の問

題 」があ る。 「質の問題 」は有効利用度 の問題 で、「量の問題 」は総額が 嵩み市

場性 が劣 ることをい う。

「不動産鑑定評価基準の運用に当たって実務上留意すべ き事項等について(平

成3年2月6日 、3国 土地第42号)」 の中では 「一般 的に大規模 な画地の事例

は、総額 が大き くなるために市場性が減退 して単価 は低 くなる傾向があるが、高

度利用が可能で需給関係のひっ迫 している地域 にあっては、大規模な画地であっ

ても稀少性の面か らむ しろ取引価格が高 くなる場合が ある。 したがって、大規模
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な画地の事例には、十分 な分析の下にいずれのケースであるかについ て判断 し、

必要 に応 じて的確 な補正 を行わなけれ ばならない。」 とある。

また、国土庁で検討 された 「高度商業地の鑑定評価 に関す る実務の方法 につい

て」の中では 「～東京都 心の ようにビル の1フ ロアーの面積が大きい ものに強い

需要がある地域では、面大地の場合 に、その稀少性、土地利用効率の有効性のた

め標 準的画 地に比べ増価 が認 め られ る。」 とある(こ の記述 については、近時 の

経済情勢か ら見 ると 「認 め られ る」 と断言す るよ りも 「認 め られる場合 もある」

と解釈 した方が良いであろ う)。

この二つの記述の中では 「市場性 か減退 して単価は低 くなる」が 「量の問題 」

であ り、 「希少性の面か らむ しろ取引価格が高 くなる場合」や 「希少性、 土地利

用効率の有効性 のため標準的画地に比べ増価が認 められ る」が 「質の問題 」に関

係 して くる。つま り、規模が大きくなる と 「量」の面では単価 を低下 させ る要因

が大きい が、「質」 の面では単価 を上昇 させ る要因の方 が大 きくなる場合 もある

とい うことである。

以上の 関係 を図示す ると次の図の よ うに、主に、単価の高低 ・面積の大小は質

の問題 」(有効利用度)に 関連 し、総額の大小は量の問題(市 場性)に 関連 してい

る。

以下では、質 と量に分 けて検討す るが、総額は、単価 と面積 を乗 じたものであ

るため、面積の大小は、有効利用度 に関連す るだけでな く、当然、市場性 にも関

連 してくるものである。 したがって、質 と量の問題は、単純に分 けられ るもので

な く、相互 に関連 してお り両者 は一体不可分 の概念で あることに注意 しなければ

な らない。

【質の問題、量の問題、規模格差 の関係 】

単 価 × 面 積=総 額

相互に関連 ↓
質の問題 量の問題

(有効利用度)(市 場性)

規模格差(合 計)
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イ.質 の問題(有 効利用度)

質の問題(有 効利用度)は 、仮 に、既に所有 し事業資金 もあるとした場合に、

土地をどの ように有効活用できるか とい う規模 の適不適 による土地価格への影響

の問題である。

例 えば、規模 が大き くまとまってお り建物有効利用上 メ リッ トがあるとか、規

-模が大きく小規模 に分割利 用す るために道路潰地を要 し減価 があるとい うことで

ある。

地域 により有利 な場合 と不利な場合があ り、また、景気にはそれ ほど左右 され

ない。

(イ)質 の面 で減価要因 となるもの

①潰地等

郊外の高度利用 され ない地域で、規模が大きい場合 には、地域 の標 準的な画地

規模程度 に分割利用す るのが一般的で ある。その場合、道路 ・公園等の公共潰地、

造成 工事費、供給処理施設の整備費、準備 ・工事期間に対応す る借入金利負担や、

開発指導要綱に基づ く負担金等を要す るため、標準的画地規模 よりも価格が低下

す る。

②用途の変化

土地利用密度 の低い商業地域で一体利用が困難 な場合、表地部分 と裏地部分 と

で利用用途 が変わる場合があ り、接道付近部分 の効用(地 価水準)が 、裏地部分

まで及ばない場合がある。

(ロ)質 の面で増価要因 となるもの

①用途の多様性

規模の小 さい画地は、用途 は物理的 にも経済的 にも限定 され るのに対 し、規模

が大きい場合には、高層マ ンシ ョン、自動車学校、スーパー ・レジャー施設 、研

究所、病院 、学校等公法上可能な範囲で用途の多様性 がある。また、当該画地だ

けでま とまった良い環境 を創 出でき、独 自の計画 によ り利便施設 を計画的に取 り

入れ ることができる。
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②高度利用

都心部の高度利用地では、規模 が大 きい方が建築設計上有効利用ができ、店舗 、

事務 所で も各階 に分散す るより も大きな フロアー で一体利用す る方が有利 であ

る。 また、総合設計制度等の活用に より規模の有効活用 の可能性がある。

③相対的希少性

規模の大きい画地は希少であり、既存市街地の中に大規模画地をみつけるのは、

困難で供給が限定される。

ロ.量 の問題(市 場性)

不動産を購入する場合 、総額が予算 の範囲内であることが必要である。支出あ

るいは投下資本の総額の巨大化が価格(単 価)へ どの ように影響するかとい うの

が、単価 と総額 との関連の問題である。例 えば、総額が張るか ら割安 にな るとか、

総額 が小 さいか ら買いやす く割高 にな るとかい う場合である。

このよ うな総額(市 場性)の 問題は、経済事情によ り大 きく左右 され る。

例 えば、経済低迷の時期 は総額が嵩む ことによ り減価要因 となることが多い。

なぜ な ら、総額の嵩む不動産を購入す る需要者は、多 くの資金 を外部 から調達す

る必 要が あ り、 当該資金 を回収す るまでの期 間が長期化す る。 このため、当該不

動産への投資が失敗 した場合の危険性 が大き くな り、経 済低迷の時期 には、開発

業者、経営者等の投資意欲 は好景気の時よ りも冷 え込んで しまい、総額の嵩む不

動産への需要は減退す る。

したがって、(イ)単 価 、(ロ)面 積、(ハ)資 金調達面、(ニ)収 支採算面 を

個別に検討 してい くが、各要因は相互に関連 し合いなが ら量の問題,(市 場性)を

決定 してい るこ とに注意 しなけれ ばならない。

(イ)単 価

土地利用密度 により地価水準の高低があ り、土地利用密度の高い地域ほ ど単価

が高 く、絶対的 な総額が大きくな り量の問題(市 場性)に 与 える影響 は大きい。

(ロ)面 積

面積が大 きい ほど総額 も大 きくな り、商 ・住 ・工いずれの地域 において も、量

の問題(市 場性)に 与 える影響は大 きい。
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(ハ)資 金調達面

総額が嵩む場合、購入者単独で資金 を準備 することが困難 とな り、金融機 関等

他資本か ら資金 を調達す る必要がでてくる。好景気の時期には、金融機 関も積極

的に融資す る場合が多いのでこの資金調達面での量の問題(市 場性)へ の影響 は

減少す るが、景気の調整期や地価 の下落時期には資金的 な余裕はな くな り金融機

関も融資に慎重 とな り量の問題(市 場性)へ の影響は大 きくなる。

(ニ)収 支採算面

事業規模 が大きい場合、資金回収 まで期間がかかる。 また、事業規模 の大 きい

分、失敗 した時の危険性が大きくなる。

経済情勢等時期 により異な り、好景気の時期には販売時の仕上が り、賃料上昇

も期待で き、事業者 も積極的、楽観的 とな りこの収支採算面での量の問題(市 場

性)へ の影響は小 さくなるが、景気 の調整期には、事業者の購買意欲、開発意欲

は減少 し慎重 となる傾 向があ り量の問題(市 場性)へ の影響 は大き くなる。

(3)土 地 価格 と景気 等 との関連

前記 「量の問題(市 場性)」 で述べ た とお り、景気 ・金融状態か ら影響 を受 け

るのは主に市場性(量)で 、有効利用度(質)へ の影響は少 ない。市場性(量)

が景気の影響を大 きく受 けるため結果 として規模格差 も景気の影響 を受けること

になる。

市場性(量)は 土地価格の総額 が嵩む ことに よる影響で、総額は単価 に面積 を

乗 じたものであ るか ら、土地利用の密度(有 効利用度)が 高 く単価が高い ほど、

また、面積 が大きいほ ど総額 は大き くな り量の面での景気の影響は大き くな り、

質の問題(有 効利用度)と 合 わせ た規模格差全体 も大きく影響 を受 ける。

土地利用密度 が低い場合(土 地の単価が低い場合)、 又は規模が大き くない場

合には総額 も大き くな らず、景気の影響は量(市 場性)の 面においては上記の場

合ほ ど大 きくない。

(4)利 用用途 と規模格差 との関連

イ.住 宅地

住宅地の有効利用度(質)は 、土地利用密度 の高低によ り異な る。市場性(量)

は、規模が大きいほ ど総額が嵩み減価 となる。
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以下、土地利用密度の高低に分 けて、質の問題(有 効利用度の面)、 量の問題

(市場性の面)を 述べ てい く。

(イ)土 地利用密度の低い場合

①質の問題(有 効利用度の面)

一体利 用は不可能で分割 となるため道路潰地等を要 し
、規模 が大きいほ ど不利

となる。

②量の問題(市 場 性の面)

規模が大きい ほど、総額 が嵩み減価は大きい。

(ロ)土 地利用度の高い場合

①質の問題(有 効利用度の面)

土地利用密度 の高い地 区では、分割利用だけでなく、中層共同住宅等の一体利

用の可能 性も出てくる。すなわち、土地利用密度 が低い と、通常、3階 建程度以

下の利用が主 となるが、土地利用密度が高 くなっ てくると、中高層利用の建物が

目立 ちは じめる。

これに よっ て、規模 の大 きい画地の利用方法が、潰れ地が多い分割利用だけで

な く、一体利用の可能性 によって、様 々な用途の利用方法が考 えられ る。

規模が大きいと、有効利用度の面で減価要因よりも増価要因の方が大きい場合

もあり得る。

② 量の 問題(市 場性の面)

規模が大きいほ ど影響(減 価)は 大きい。 また、地価水準の高いほ ど総額 が大

きくな り影響は 大きい。

以上、ま とめると次の表 のよ うになる。

【規模が大き くな ることによって、プラス要因 ・マイナス要因のいずれが大 きい か】

地 域 質 量
規模格差
合計

備 考

土地利用密度が高い場合
土地利用密度が低い場合
土地利用密度が普通の場合

+

-～+

質<量(注)

(注)景気が悪い場合には土地利用密度が高い場合にも 質<量 とな り、全
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体 として減価 となる場合が多い。

上記 の表をグラフにす ると次のよ うにな る。

【規模 が大 きい場合 、質 ・量の面が規模格差に与 える影響 】

プ
ラ
ス

マ

イ
ナ
ス

+

↑

0

↓

質(有 効利用度)

量(市 場性)
景気上昇

景気下降

規模格差(合 計)

質(有 効利用度)
量(市 場性)
規模格差(合 計)

低 ← (土地利用の密度) → 高

－

〔上記 グラフの説 明〕

規模が大きい場合の各要因への影響 を記載 している。

すなわ ち、土地利用密度が低い地域 で規模が大きい場合、質(有 効利用度)の

面ではマイナス要因とな り、土地利用密度が高い地域では、規模が大 きい場合、

質(有 効利用度)の 面ではマイナス要因は小 さくな りプラス要因 となる場合 もあ

る。

土地利用密度が低い地域で規模が大きい場合、量(市 場性)の 面ではマイナス

要因に働 き、土地利用密度が高い地域 で規模が大きい場合、量(市 場性)で は こ

のマイナス要因が大 きくなる。

したが って、土地利用密度が低い地域で規模が大きい場合、質(有 効利用度)

の面 も量(市 場性)の 面もマイナス要因が大 きいため、規模格差(合 計)は 当然

マイナス要因が大きい。 また、土地利用密度が高い地域 で規模 が大きい場合、近

時の経済状況では 質<量 の場合が多いので規模格差はマイナス要因の方が大

きくなる。

なお、景気が上昇す ると量(市 場性)の グラフ線は上方へシフ トしマイナス要

因が小 さくなるが、景気が下降す ると量(市 場性)の グラフ線 は下方へシフ トし

マイナス要因が大 きくな る。
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ロ.商 業地

有効利用度(質)は 土地利用密度 の高低 によ り異なる。市場性(量)は 、規模

が大きい ほ ど総額が嵩み減価 となる。

以下、商業地 区について、土地利用密度の高低 に分 けて、質の問題(有 効利用

度の面)、 量の問題(市 場性の面)を 述べてい く。

(イ)土 地利用密度の低い場合

①質の問題(有 効利用度の面)

一体利用す る場合でも
、中高層利用す るこ とはほとん どな く低層店舗が主で、

容積率を使いきることは少ない。 したがって、分割利用 となるため道路潰地や裏

地等が発生す るため、規模が大 きいほ ど不利 となる。

②量 の問題(市 場性の面)

規模が大きいほ ど、総額が嵩み減価 を生 じる。

(ロ)土 地利用密度の高い場合

①質の問題(有 効利用度 の面)

容積率が高い地区が多 く、その容積率 を十分活用 した ビルが連 たんす る場合が

多 くなる。 この よ うな地区は、面積の広い フロアーほ ど賃料 を高 くとれ る場合が

多い ことか ら規模 が大 きいほど有利である(た だ、有効利用度が上昇す るのは一

定規模 までで、超大規模画地 となれ ば、都心部 でも分割のため道路潰れ地等を要

す る)。

②量の問題(市 場性 の面)

規模 が大 きい ほ ど影響(減 価)は 大 きい。また、地価水準の高いほ ど総額が大

き くな り影響は大 きい。

以上、ま とめる と次 の表のよ うになる。

【規模 が大き くなることによって、プラス要因 ・マイナス要因のいずれ が大きいか】

地 域 質 量
規模格差

合計
備 考

土地利用密度が高い場合
土地利用密度が 〃
土地利用密度が低い場合
土地利用密度が普通の場合

+ 質<量(注)
+

-～+

- 質>量+

- -

- - -

- -

-149-



(注)景 気 が悪い場合には土地利用密度が高い場合 にも 質<量 とな り、全

体 として減価 となる場合が多い。

上記 の表をグラフにす ると次のよ うになる。

【規模 が大きい場合 、質 ・量の面が規模格差に与える影響 】

プ+

ラ
ス ↑

0

マ ↓

イ
ナ
ス-

質(有 効利用度)

量(市 場性)

規模格差(合 計)

景気上昇

景気下降

質(有 効利用度)
量(市 場性)
規模格差(合 計)

低 ←(土 地利用の密度)→ 高

〔上記 グラフの説明〕

規模が大 きい場合の各要因への影響 を記載 してい る。すなわ ち、土地利用密度

が低い地域で規模が大きい場合、質(有 効利用度)の 面ではマイナス要因の方が

大きく、土地利用密度が高い地域 になる程、質(有 効利用度)の 面ではプ ラス要

因が大き くなる。

土地利用密度が低い地域 で規模が大 きい場合、量(市 場性)の 面ではマイナス

要因に働 き、土地利用密度 が高い地域で規模 が大 きい場合、量(市 場性)で はこ

のマイナ ス要因が大きくなる。

したがって、土地利用密度が低い地域 で規模 が大きい場合、質(有 効利用度)

の面 も量(市 場性)の 面 もマイナ ス要因のため、規模格差(合 計)は 当然マイナ

ス要因 となる。 これに対 し、土地利用密度が高い地域で規模が大きい場合、質<

量の とき規模格差はマイナス要因が大 きくな るが、質>量 の とき規模格差はプラ

ス要因 となる。

なお、景気 が上昇す ると量(市 場性)の グラフ線は上方へ シフ トしマイナス要

因が小 さくなるが、景気が下降す る と量(市 場性)の グラフ線 は下方へ シフ トし

マイナス要因が大 きくな る。
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ハ.工 場地

一般 に質の影響 よりも量の影響 を大 きく受ける
。

(イ)土 地利 用密度の低い場合

①質の問題(有 効利用度の面)

土地利用密度 の低い場合、一カ所 に生産設備 が集中 しやす くな り、生産効率が

高ま る。

この場合、規模が大きくなると、有効利用度の面でプラス要因 となる場合 もあ

るが、工場地区では立体的利用(中 高層利用)を す ることは少 なく、総 じて平面

的利用(低 層利用)で ある場合が多い(指 定容積率 を使い きることは極めて少な

い)。

したがって、有効利用度(質)の 面では規模が大きくなっても、明 らかにプラ

ス要因、マイナ不要因 として大 きく作用する とい うよ り、ほとん ど大差がない と

考 え られ る。

②量 の問題(市 場性の面)

規模が大きいほ ど、総額が嵩み減価 は大きい。

(ロ)土 地利用密度 の高い場合

①質の問題(有 効利用度の面)

工場地は、土地利用密度 の高い地 区にあって も、立体的利用(中 高層利用)を

す ることは少 な く、総 じて平面的利用(低 層利用)で ある場合が多い(指 定容積

率 を使い きるこ とは極 めて少 ない)。

なお、土地利用密度の高い地区は、商業又は住宅への移行地的要素が強 く加 わ

るので、周辺地域の土地利 用の影響 、移行後の用途に よる影響 を十分掛酌す る必

要 がある。

②量の問題(市 場性の面)

規模が大 きいほ ど、総額が嵩み減価 は大きい。
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3地 方 団 体 意 見

大規模画地の評価について地方団体から寄せ られた意見は次の とお りであった。

(住宅地、商業地)

○ 住宅地域 内に存在す る大規模画地(ス ーパー等の大店舗)は 、その規模 ゆえに周囲の

宅地よ りも低 く算出 され る場合 が多いが、その土地 の利用状況及び利便性 か らもっ と高

い坪価 となるべ きで はないか。(秋 田県)

○ 現行の画地計算法による補正率 は、奥行 価格補正率、不整 形地補正率をみて も面積 が

広 い土地 ほど補正がかかるよ うになってい るが、実態 としては大規模画地ほど利用価値

は高いと思われるので、一定面積以上ある土地については補正率表を適用する必要はな

いのではないか。面積 についても検討願 いたい。

(新潟県、宮崎県)

○ 複数の共同住宅を構成す る大規模住宅団地等については、直 地規模 が大 きいため現行

の奥行価格補正率表にはなじまないので(普 通住宅地 区の画地計算法を適用 しているが

疑問)、 当該用地等の奥行価格補正率表を規定 して欲 しい。(福 岡県)

○ 商業地、住宅地の大規模画地については、画地計算の奥行価格補正率の減価だけでは

補正 しきれ ないのではないか。大規模 工場用地 と同様 に規模格差補正の導入 を検討いた

だきたい。

(群馬県、東京都、静岡県、愛知県、三重県、京都府、兵庫県、和歌山県、広島県、

徳 島県)

○ 商業地・住宅地の大規模画地の評価 について、一定規模以上の土地については評価上

減価の補正を行ってい る。平成12年 度評価替 え時には個別 に鐸定評価を導入 してい く

こ とを考 えてい る(東 京都)

(工場用地)

○20万 ㎡以下の工場用地についても規模格差補正率を設けて欲 しい。

(宮城県、埼玉県、東京都、静岡県、大阪府、熊本県、大分県)

○ 工場地 区については、5,000㎡ とか1,000㎡ 位の広 さか ら面積補正をかけた方が良い

と思われ る。(三 重県)

○100万 ㎡を超 えるよ うな超大規模 な工場用地についても考慮 して欲 しい。

(千葉県)
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4土 地 研 究 委 員 会 意 見

大規模画地の評価について当研究委員会でな された議論の うち、主な意見は次のとお りであった。

(現行の問題点等)

○ 大規模工場地 と言って も様々な立地条件(駅 からの距離、転用可能の有無)が あ り、

一律に逓減率を適用 して評価す ると実際の市場価格 とかけ離れた ものにな りやすい とい

うことがある。

○ 大規模画地には二面性 があ り地域によって分かれ るのではないか。 具体的には、周囲

が全部商業地であ るとい うよ うな地域では相対的に低 く評価すべ きであ り、臨海 工業地

域の ように大規模 な画地が連たん してい るよ うな場合 は減価の必要はない とい うことだ

と思 う。

○ 現実の取 引は、5,000㎡ 止ま りの ものが圧倒的に多 く、その中か ら10万 ㎡、80万 ㎡の

鑑 定をす るとい うのは技術的に難 しさが あるし、鑑定評価基準 自体が必ず しも確 定 され

ていない。規模格差 をある程度統一化 していかない と混乱が続 くのか と感ず る。

○ 最有効使用の原則なのか、あるいは標準使用の原則 なのか とい う話 になると、固定資

産税 とい うのはある面 では保守的であって、駅前の工場地でも、工場地 としてそのまま

継続 してい くとしたな らばどうか とい うことで評価 しますか ら、移行地 としての評価や

潰れ地云々 とい う話は全 く出てこないわけです。そこに矛盾があ り、非常につ らい部分

がある。

○ 規模 が大 きい土地は希少であっても、立地条件 によっては、将来的な転換が うま くい

く可能性 は少ない とい うことも言えるわけで、希少価値 が増加要因にな る場合 とな らな

い場合がある。

○ 地方団体からの意見が別れた一つの理 由としては、住宅のなかにスーパーができた り、

大小の工場地が隣接 していた りす る非常に混在 した地域の中での比較の問題 があるか ら

ではないか。

(今後の検討方向)

○ 立地条件 などの地域的 なものは、かな り個別の標準宅地の評価の段階、あるいは路線

価 の設定の段階で反映す るとい うことで あ り、画地計算を どうす るのか とい うこととは

分 けて考えていかない と混乱す るのではないか。
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○ 固定資産評価基準の市街地宅地評価法においては、状況類似地域の選定の際、あるい

は標準宅地の鑑定評価の中で減価要素は考慮 され ることになるか ら、現行のかな りの問

題 は考 える必要はない と思 う。

ただ し、状況類似地域 の設定範囲 を広 げすぎて しま うと、そこにある相対的画地の格

差が大 きくな り、問題が生 じて しま うとい うことは考え られ る。

○ 現況によらて奥行価格補正率が適用 され ていると思 うが、現況だけでなく将来の転換

の可能性みたいなものを考えた場合の逓減率みたいなものを考 えない といけないのでは

ないか。

○ 奥行価格補正率表の地区区分をも う少 し細区分 して、各市町村が適用す るにあたって

選択性 のあ るものを工夫 しては どうか。

○ 面積 が大 きい ことによ り付加価値の高い開発 が可能 な土地 もあるわけだか ら、そ うい

った客観的な地域の 事情を細か く見ていかない といけないので、一律 には判断できない

とい う感じ がす る。

○ 画地ご とに補正率を分けるとい うのは、大量評価 とい う要請 からい くとかな り難 しい

問題が絡んで くるので はないか と思っ てい る。

○ 状況類似地域の くく り方、路線価の付設 の仕方を工夫す るとかである程度救えるので

はないか。

○ 大規模画地の問題は難 しい問題で方 向が定ま らない とい う感 じがす るが、奥行逓減率

を工夫す るとか、路 線価 の付設の仕方 を工夫す るとか、い ろいろな接近の方 法があるよ

うな感 じがす る。 その辺 を今後 とも勉強 していただいて少 しでも改善 を加 えると い う努

力 をした らどうだろ うか。
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5ま とめ

固定資産税評価では、平成9年 度評価替えにおいて大規模画地における補正とし

て 「大規模工場用地」について規模格差補正率の規定が設けられた。しかし、地方

団体の意見にもあるように、今後の課題として、20万 ㎡以下の工場用地について

も規模格差に関する補正の規定を設けて欲しい、あるいは、住宅地 ・商業地につい

ても規模格差に関する補正の規定を設けて欲 しいといった要望があげられている。

本年度当研究委員会では、このような背景を前提として大規模画地の評価について、

概念的な考え方の整理を行い、その上で規模の大きい画地における価格形成要因の

相互関係等について検討を行ったところである。なお、今後の議論の進め方と して

は、今年度の整理を踏まえ、下記の事項にそって引き続き検討しでいくこととした

い 。

(1)「 大規模画地」の定義の検討

今年度に行った大規模画地の考え方の整理を基に、モデル都市において、実際

の画地の分布状況等の調査を行い、住宅 ・商業 ・工業等用途地区ごとに大規模画

地の定義を試みる。

(2)鑑 定評価 にお ける用途 的地域別規模格差の検討

住宅地 ・商業地 ・工業地等、鑑定評価における用途的地域別に、画地規模と土

地価格等との牽連関係について分析を行い、鑑定評価理論からみた規模格差の検

討を行う。

(3)固 定資産税 評価 にお ける規模格差の反映方法について

一連の固定資産税評価作業の中で、各作業段階ごとに規模格差の反映方法の整

理を行 う。具体的には、状況類似地域(区)の 区分、標準宅地の鑑定評価を行う

際の標準的画地規模の設定、画地計算を行う際の所要の補正の各段階について、

規模格差の反映方法を検討する。

(4)規 模格差補 正率の検討

上記の検討結果を踏まえ、規模格差が存する場合に、画地計算法における奥行

価格補正率との関連に留意し、用途地区別に固定資産税評価における規模格差補

正率の検討を行う。
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付属資料A附 表1奥 行価格補正率表

地区区分
奥行
距離 (m)

高度商業地区

Ⅰ Ⅱ

繁華街地区
普通商業地区

併用住宅地区

普通住宅地区

家内工業地区
中小工場地区 大工場地区

4未 満

4以上6未 満

6以 上8未 満

8以 上10未 満

10以 上12未 満

12以 上14未 満

14以 上16未 満

16以 上20未 満

20以 上24未 満

24以 上28未 満

28以 上32未 満

32以 上36孝 満

36以 上40未 満

40以 上44未 満

44以 上48未 満

48以 上52未 満

52以 上56未 満

56以 上60未 満

60以 上64未 満

64以 上68未 満

68以 上72未 満

72以 上76未 満

76以 上80未 満

80以 上84未 満

84以 上88未 満

88以 上92未 満

92以 上96未 満

96以 上100未 満

100以 上

0.90

0.92

0.93

0.94

0.95

0.96

0.97

0.98

0.99

1.00

0.98

0.96

0.94

0.92

0.90

0.89

0.88

0.87

0.86

0.85

0.90

0.92

0.94

0.96

0.98

0.99

1.00

0.98

0.96

0.94

0.92

0.90

0.88

0.87

0.86

0.85

0.84

0.83

0.82

0.81

0.80

0.90

0.92

0.95

0.97

0.99

1.00

0.98

0.96

0.94

0.92

0.90

0.88

0.87

0.86

0.85

0.84

0.83

0.82

0.81

0.80

0.90

0.92

0.95

0.97

0.99

1.00

0.98

0.96

0.94

0.92

0.90

0.88

0.87

0.86

0.85

0.84

0.83

0.82

0.81

0.80

0.90

0.92

0.95

0.97

1.00

0.99

0.98

0.96

0.94

0.92

0.91

0.90

0.88

0.87

0.86

0.85

0.84

0.83

0.82

0.81

0.80

0.85

0.92

0.93

0.95

0.96

0.97

0.98

0.99

1.00

0.96

0.93

0.90

大 工 場 地 巨

1.00

－

-157-



付属資料B 附表8奥 行価格補正率表(平 成9年 度か ら平成11年 度までの経過措置関係)

地区区分
奥行
距離 (m)

高度商業地区

Ⅰ Ⅱ

繁華街地区
普通商業地区

併用住宅地区

普通住宅地区

家内工業地区
中小工場地区 大工場地区

4未 満

4以 上6未 満

6以 上8未 満

8以 上10未 満

10以 上12未 満

12以 上14未 満

14以 上16未 満

16以 上20未 満

20以 上24未 満

24以 上28未 満

28以 上32未 満

32以 上36未 満

36以 上40未 満

40以 上44未 満

44以 上48未 満

48以 上52未 満

52以 上56未 満

56以 上60未 満

60以 上64未 満

64以 上68未 満

68以 上72未 満

72以 上76未 満

76以 上80未 満

80以 上84未 満

84以 上88未 満

88以 上92未 満

92以 上96未 満

96以 上100未 満

100以 上

0.90

0.92

0.93

0.94

0.95

0.96

0.97

0.98

0.97

0.95

0.94

0.92

0.90

0.89

0.88

0.87

0.86

0.84

0.82

0.80

0.78

0.77

0.76

0.75

0.74

0.73

0.90

0.92

0.94

0.96

0.98

0.99

1.00

0.98

0.97

0.95

0.94

0.91

0.88

0.86

0.84

0.82

0.80

0.78

0.77

0.75

0.74

0.73

0.72

0.71

0.70

0.90

0.92

0.95

0.97

0.99

1.00

0.98

0.97

0.94

0.92

0.89

0.86

0.84

0.82

0.81

0.79

0.77

0.76

0.74

0.73

0.72

0.71

0.70

0.90

0.92

0.95

0.97

0.99

1.00

0.99

0.98

0.97

0.95

0.93

0.90

0.88

0.86

0.84

0.83

0.81

0.79

0.78

0.76

0.75

0.74

0.73

0.90

0.92

0.95

0.97

1.00

0.99

0.98

0.96

0.94

0.92

0.91`

0.90

0.88

0.87

0.86

0.85

0.84

0.83

0.82

0.81

0.80

0.85

0.92

0.93

0.95

0.96

0.97

0.98

0.99

1.00

0.99

0.98

0.97

0.95

0.94

0.92

0.90

0.89

0.88

0.91

0.92

0.93

0.94

0.95

0.96

0.97

0.98

0.99

1.00
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付属資料C 固定資産評価における用途地区の定義

イ.商 業地 区

(イ)高 度商業地区Ⅰ

都市内の容積率の高い地区(主 として都市計画法に定める商業地域内で、おおむね容積率

700%以 上の地域)に あって、銀行、商社等の高層(主 として8階 建以上)の 大型オフィ

スビル、店舗が街区を形成 し、かつ、敷地規模が大きい地区

(ロ)高 度商業地区Ⅱ

大都市にあっては都心又は副都心、地方都市にあっては都心地域、小都市にあっては中心

地域等容積率の高い地区(都 市計画法に定める商業地域内で、おおむね容積率600%以 上

の地域)に あって、中高層(主 として6階 建以上)の 百貨店、専門店舗、金融機関等が連た

んする高度小売り商業地区、あるいは中高層の事務所が連たん している高度業務地区

(ハ)繁 華街地区

都市及びこれに準ずる市街地的形態を有する町村において、各種小売店舗が連たんす る著

名な 商業地あるいは飲食店舗、レジャー施設等が多い歓楽街など、人通 りの多い繁華性の高

い中心的な商業地区をいい、主として容積率の高い地区にあるが、高度商業地区(Ⅰ 、 Ⅱ)

と異な り、比較的狭い幅員の街路の中層以下の平均的に小 さい規模の建物が連たん している

地区

(ニ)普 通商業地区

都市計画法で定める商業地域(お おむね容積率が600%未 満)、 近隣商業地域内、ある

いは、第1種 住居地域、第2種 住居地域、準住居地域、準工業地域内の幹線道路(国 県道等)

沿いに中高層(主 として5階 建以下)の 店舗、事務所等が連たんする商業地区で、高度商業

地区(Ⅰ 、Ⅱ)、繁華街と比較 して資本投下量が少ない地区

ロ.住 宅地 区

(イ)併 用住宅地区

商業地区の周辺部(主 として都市計画法で定める近隣商業地域内)あ るいは第1種 住居地

域、第2種 住居地域、準住居地域、準工業地域内の幹線道路(国 県道等)沿 いにあって住宅

が混在するが、小規模の店舗、事務所(低 層利用の建物が多い)が 多い地区
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(ロ)高 級住 宅地 区

敷地 が広大 で、かつ 、平均 的にみて、一般の住宅 よ りも多額の建築費 を要す る住宅が連続

集 中 してい る地 区

(ハ)普 通住宅地 区

主 として、都市計画法 で定め る第1種 低 層住居 専用地域 、第2種 低層住居専用地域、第1

種 中高層住居専用地域 、第2種 中高層住居 専用地域 、第1種 住居地域、第2種 住居地域、準

住居地域及び準工業地域 内にあって、主 と して居住 用家屋 が連続 してい る地 区

ハ.工 業地 区

(イ)家 内工業地 区

主 として、家内工業者の居住す る地 区をいい、おお むね都 市計画 法で規 定す る特別 工業地

区、準工業地域 又は第1種 住居地域、第2種 住居地域 、準住居 地域 内で、主 として家 内工業

を営 む建物 の敷 地が300㎡ 程度までの工場が集 中 してい る地 区

(ロ)中 小 工場地 区

主 として、都 市計画法で定め る準工業地域、工 業地域、工業専用地域 内で、敷地規模 が

9,000㎡ 程度 までの工場 、倉庫 、流通セ ンター、研究開発施設等 が集 中 している地 区

(ハ)大 工場地 区

主 として 、都市計画法 で定 め る準 工業 地域、工業地域、工業専用地域内で、敷地規模が

9,000㎡ を超 える工場 、倉庫 、流 通セ ンター、研 究開発 施設等が集 中(3画 地以上)し て

い る地区、 あるいは単独 で3ha以 上の敷 地規模 のあ る画地に よって形成 され る地区。

工業団地、流通業務団地等 におい ては、一画地 の平均規模 が9,000㎡ 以上の団地は大工

場 に該 当す る。

ニ.そ の他

観光 地区

温 泉街 地区、門前仲見世地 区、名 勝地 区、海水浴場地 区等 で、一般 の商業 地区 とは若 干そ

の性格 を異にす る地区
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付属資料D艦 定評価における用途別の標準的画地規模

鑑定評価では、標準的規模の画地を設定し近隣地域の標準価格を求め、評価対象地 との個

別的要因を比較 しなければな らないが、既成市街地等では画地の規模 ・形状に大小があり、

規範性のある標準画地を設定するのは容易ではない。 この標準画地をどのように設定するか

により鑑定評価に差を生ずることになるので、客観妥当性のある評価を行 うためには設定基

準が必要である。このため、近隣地域について、周辺地域を含め、実際に画地の状態を調査

し、総合的に判定 しなければならない。

用途的観点から区分 される地域は、大分類すると宅地地域、農地地域、林地地域等に分け

られ、それぞれの地域において大規模画地としての判定基準面積、すなわち 「標準的なある

程度の規模」が異なる。 これは各用途的地域ごとにそれぞれの機能に必要 とされる土地の規

模が相違す るか らである。

宅地地域は、住宅地域 ・商業地域 ・工業地域等に細分され、これ らの標準的画地規模 を下

記に示す。

イ.住 宅地域

一般住宅に必要とされる敷地の規模は、居住に必要 とされ る小規模な土地(普 通100㎡ ～*

200㎡ 程度)が 一般的で、マンション等の共同住宅の用に供 され る敷地の規模は比較的大規

模な土地(数 百㎡～数千㎡)が 一般的である。

また、高級住宅地域の場合は、住環境等が考慮 されたゆとりのある敷地が通常であり、品

等の相違によっても異なってくる。

ロ.商 業地域

周辺または近隣の消費者を対象とする日用品関連の店舗等の用に供 される敷地の規模は、

中小商業資本を中心 とす る小規模な土地(200～300㎡ 程度)が 一般的で、広大な商圏を有し

広域の消費者を対象 とす る大型店舗等の用に供される敷地の規模は、大手商業資本を中心と

す る大規模な土地(500～ 数千㎡)が 一般的である。

ハ.工 業地域

多額にのぼる設備 を投資 し、工業生産活動を行 うに必要 とされる臨海部の工場等は相当大

規模な土地(数 千～数万㎡)が 一般的である。 これに対し、市街地に隣接または混在する工

場、倉庫、流通業務施設等の敷地規模は、比較的小規模な土地(数 百～数千㎡)が 一般的で

ある。
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付属資料E規 模が大きいことによる減価方法の各取扱い

(1)固 定 資産 評 価 基 準 に よ る取扱 い

大規模画地について、平成9年 評価替えにおいて大規模工場用地について下記のような規

模格差補正率の規定が設けられた。

(第11節 その他)

「三 大規模工場用地の評価」

大工場地区に所在する工場用地の うち大規模な工場用地として利用される土地(お おむね

20万 ㎡以上のものに限る。以下 「大規模工場用地」とい う。)の 評価は、地域等の区分を

適切に行い、規模 による価格の格差を反映 させる方法によるものとす る。この場合において、

規模の異なる大規模工場用地が連たんする場合等、さらに価格の格差を反映させる必要があ

る場合には、標準宅地の価格 との規模による格差率に応 じた補正を行い、評価額を求める方

法によるものとする。

(内かんで示されている補正率表)

20万 ㎡の画地 を1.00と した場合の規模格差補正 率を示 した ものであ る。

大規模 工場 用地以外について は特 に減価補正の定 めはないが、奥行価格補 正率表 に よる補

正 によ り規模格差 について、結果的 に一部考慮 され ているもの と考 え られ る。 ただ し、大工

場地 区はす べて補 正率1.00な の で減価 され ない(平 成9年 度経過措 置の補 正率は、奥行32
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地 積 規模格差補正率

200,000㎡ 1.00

200,000㎡ 超 250,000㎡ 未 満 0.98

250,000㎡ 以 上 300,000㎡ 未 満 0.96

300,000㎡ 以 上 400,000㎡ 未 満 0.94

400,000㎡ 以 上 500,000㎡ 未 満 0.92

500,000㎡ 以 上 600,000㎡ 未 満 0.90

600,000㎡ 以 上 700,000㎡ 未 満 0.89

700,000㎡ 以 上 800,000㎡ 未 満 0.88

800,000㎡ 以 上 900,000㎡ 未 満 0.87

900,000㎡ 以 上1000,000㎡ 未 満 0.86

1,000,000㎡ 以 上 0.85



m以 上が1.00)。 これは、大工場地区はほ とん どの画地が大規模で奥行も長い場合が通常で

あることが多いためと思われ る。

また、所要の補正により規模格差補正を行っている市町村 もある。

(2)相 続税 財 産 評 価 基 本 通 達

イ.大 規模工場用地 の評価

相続税においては、一団の工場用地の地積が5万 ㎡以上のものを大規模工場用地 と定義 し、

その うち20万 ㎡以上のものについては、次の①又は②により計算 した価額の100分 の95に相

当する価額によって評価する(理 由:値 嵩さ物件による需要者の減退の可能性や市場性のあ

る画地規模に分割するとした場合に道路潰れ地が発生すること等のため)。

①路線価地域に所在する大規模工場用地の価額は、正面路線の路線価にその大規模工場用地

の地積を乗 じて計算 した価額によって評価する。

②倍率方式により評価する地域(以 下 「倍率地域」 という。)に 所在す る大規模工場用地の

価額は、その大規模工場用地の固定資産税評価額に倍率を乗 じて計算 した金額によって評価

す る。

(固定資産税評価 と相続税評価における主な相違点)

固定資産税評価では、上記のように20万 ㎡を超える画地についてその規模に応 じ規模補

正を行っているが、相続税評価では20万 ㎡以上の工場については5%の 減価補正を行って

いる。また、相続税評価では、複数の路線に接 している画地であっても、二方 ・側方路線影

響加算率による加算は行わない。
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ロ.広 大地

標準的な宅地に比 して、著 しく地積が広大な宅地で都市計画法の開発行為を行 う場合に、

公共公益施設用地の負担が必要 と認められ る画地について、下記により補正を行 う。ただし

①開発行為が終了 しているマンション等すでに開発が終了している敷地、②高度利用が可能

な地域にあるもの、③大規模工場用地は除かれるので、実質的には広大な市街地農地 ・市街

地山林などを宅地比準方式により評価する場合に適用 され る。

(イ)路 線価地域

広大地の地積-公 共公益的施設用地 となる部分の地積
正面路線価 ×

広大地の地積

(ロ)倍 率地域

普通住宅地域に所在す るもの として

標準的な間 広大地の地積-公 共公益的施設用地 となる部分の地積
口 ・奥行の ×
宅地の価額 広大地の地積

(注)公共公益施設用地には、公園、道路潰れ地、教育施設等が含まれる。
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(3)土 地価 格 比 準 表(国 土 庁)

「比準表」では次のよ うになっている。ただ し、劣る程度については例 えば、高度商業地

域の 「地積過大」について 「劣る 標準的な画地の地積より大きい画地」とい う説明に止ま

っている。

区分

やや

劣る 劣る

相当に

劣る

極端に

劣る

優良 ・標準 ・混在

住宅地域、農家集

落地域、別荘地域

郊外路線商業

0.95 0.90

高度 ・準高度 ・普

通 ・近隣商業地域

0.98 0.95 0.92 0.90

大工場地域 0.95 0.90

中工場地域 0.90 0.80

「土地価格比準表の手引き」で以下のように説明がある。

(住宅地)

対象地域の標準的な画地の地積 と比較 して判定することとなる。

地積過大地は、地域内の標準的な規模の画地 と利用する場合に潰地等が生ずること、及び

標準画地に比較 して市場性が劣ることにより減価が生ずるものである。

通常、奥行逓減、奥行長大等の補正を行 うこととなる場合が多い。

第2種 住居専用地域、住居地域等において、マンション敷地としての利用が成熟している

地域にあっては、一戸建住宅の敷地 との比較において広大地 と判定される画地であっても地

積過大による減価 を行 う必要がないことに留意 しなければならない。

(商業地)

一般的には
、標準的な画地の地積より過大であれば標準的な地積に分割するための減歩や

費用 を要す ることとなり、それだけ減価することとなるが、画地の規模が大きくなりつつあ

る地域、あるいは画地の規模が混在 している地域では必ず しも減価するとは限らないので、

地域の実態に即 して適用すべきであろ う。
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面大地とは、地域の標準的画地規模 と比較 して相対的に大きいと認められる面積を有する

土地をい う。本来、地域の標準的な画地が最有効使用の画地であ り、面大地は、商業地 とし

て効率の劣 る部分が生ずること又は標準的な地積に分割 して使用す ると減歩や分割の費用を

要することとなるため、一般的には、減価することとなる｡し かしながら、地域の利用状況

の変化等により標準的な面積 より大きい面積の画地の方が容積率等から高度利用が可能 とな

り、かつ、高度利用を図った場合には、これに対応 した充分見込まれる地域及び1フ ロアー

当た りの床面積の大きいほ うが単位面積当た りの賃料が高 くなると認められる地域があ り、

これ らの地域においては、標準的な画地より面大地のほうが収益が高くなる場合が認められ

る。

そこで、面大増加の適用に当たっては、単に標準的な画地に比較 して面積が大きいだけで

なく、対象地の一体利用が可能であ り、かつ効用又は収益の増加が明 らかな場合、すなわち

①実効容積率の拡大 となり、かつ、高度利用に応 じた需要が十分に見込まれる場合`

②高度商業地、準高度商業地ではビルを建築 した場合に1フロアー当た りの面積規模が大きくな

ることにより地域の平均的な賃料水準よ り高い単価の賃料が見込まれる場合

又は普通商業地域については、店舗が駐車場スペースを確保することにより、効用又は収益の

増加が見込まれる場合にのみ適用するべきである。

格差率の適用に当たっては、効用の増加が最も大きい場合 を前提 として設定 しているので、

効用増加の程度を十分に勘案 して運用する必要がある。なお、面大増加を採用 した場合には、

地積過大と奥行逓減は適用 しないこととなる。

(工業地)

標準的な土地の面積 と、対象地の形状 との優劣を比較 し判定することとなる。有効利用度

の観点か ら的確に把握する必要がある。

(4)鑑 定評 価

鑑定評価における減価率を求める場合にお いては、鑑定 評価の主体 が市場動向を考慮のう

え、標準的画地(規 模)を 設定 して評価対象地の規模 との格差(減 価)を 査定 している。

なお、(社)日 本不動産鑑定協会が作成 した 「大規模工場用地の鑑定評価」(H7・3)で は

次のような規模による減価率が記載されている。
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【工場か ら商業 ・住宅地への移行地の規模による減価率】

規模

(注)首 都圏 のマ ンシ ョン用地(素 地)の 場合 は、規模が大 き くて も開発指導要綱に よる

過大 な負担 がなけれ ば、補正率は ±0以 上 の こともあ る。

【工場が最有効使用の場合の規模による減価率】

規 模 減価率 評点

(大都市圏で近郊整備地帯にあるもの)

(注)減 価 率は0か ら7,500㎡ の規模 を0と した場合の減価 率で、評点は50,000㎡ を100と し

た場合 の もので ある。

-167-

規模 200㎡ か ら

300㎡

300㎡ か ら
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2,000㎡ 以 上
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0

△10

△20

△30

△40

△50

120

110

100

90

80

70




